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報告第 ２ 号 
 
 

損害賠償の和解及び損害賠償の額を定めることについて 
 
 
 事故に伴う損害賠償の和解及び損害賠償の額を定めることについては、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項及びかつらぎ町長の専決

事項の指定について（平成２５年３月２８日議決）第１１項の規定により、別紙

写しのとおり専決処分したから、地方自治法第１８０条第２項の規定により、

これを報告する。 
 

令和７年２月２７日報告 
 
 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則 
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議案第 １６ 号 

 

かつらぎ町議会委員会条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 かつらぎ町議会委員会条例（昭和６２年かつらぎ町条例第１２号）の一部を

次の理由により、別案のとおり改正するものとする。 

 

  令和７年２月２７日 

 

提出者  かつらぎ町議会議員  東 芝  弘 明 

 

           賛成者  かつらぎ町議会議員  大 山  希 世 

 

            〃       〃      藤 本  憲 一 

 

            〃       〃      浦 中  隆 男 

 

            〃       〃      溝 北  好 一 

 

            〃       〃       根   起 

 

 

 

記 

 

 １ かつらぎ町議会委員会条例の一部を改正する条例（案文別記） 

 

 ２ 提案理由 

   かつらぎ町課室設置条例の一部改正に伴い、所要の改正をいたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

かつらぎ町議会委員会条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長           

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

かつらぎ町議会委員会条例の一部を改正する条例 

 

 

かつらぎ町議会委員会条例（昭和６２年かつらぎ町条例第１２号）の一部を

次のように改正する。 

 

 第２条第１号中「管財情報課」を「管財課」に、「産業観光課」を「農林振

興課、まちづくり推進課」に改め、同条第２号中「住民福祉課、環境課、健康

推進課」を「福祉介護課、住民環境課、健康保険課」に改める。 

 
附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第 １７ 号 

 

かつらぎ町議会の個人情報の保護に関する条例の一部を改正する 

条例制定について 

 

 

 かつらぎ町議会の個人情報の保護に関する条例（令和５年かつらぎ町条例第

２号）の一部を次の理由により、別案のとおり改正するものとする。 

 

  令和７年２月２７日 

 

提出者  かつらぎ町議会議員  東 芝  弘 明 

 

           賛成者  かつらぎ町議会議員  大 山  希 世 

 

            〃       〃      藤 本  憲 一 

 

            〃       〃      浦 中  隆 男 

 

            〃       〃      溝 北  好 一 

 

            〃       〃       根   起 

 

 

記 

 

１ かつらぎ町議会の個人情報の保護に関する条例の一部を改正する条例 

（案文別記） 

 

 ２ 提案理由 

   行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律の一部を改正する法律及び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴い、

所要の改正をいたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

かつらぎ町議会の個人情報の保護に関する条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。 

 

令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長           

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

かつらぎ町議会の個人情報の保護に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

かつらぎ町議会の個人情報の保護に関する条例（令和５年かつらぎ町条例第

２号）の一部を次のように改正する。 

 

第２条第４項ただし書中「。以下」を「。第２０条において」に改め、同条

第１０項中「以下」を「第１２条第５項において」に、「第２条第８項」を「第

２条第９項」に改める。 

 第１２条第５項中「及び第２９条」を削り、同項の表第３８条第１項第１号

の項中「第２条第９項」を「第２条第１０項」に改める。 

 第１７条第１項各号列記以外の部分中「以下」を「第３項において」に改め、

同条第２項第１号ア中「又は報酬、福利厚生」を「若しくは報酬若しくは福利

厚生」に、「その他」を「又は」に改める。 

 第１８条第１項中「議会の保有する」を削り、同条第２項中「この章におい

て」及び「この章及び第４８条において」を削る。 

 第２７条第２項中「この章において」を削る。 

 第３１条第２項中「この章及び第４８条において」を削る。 

 第３２条第３項中「この章において」を削る。 

 第３８条第１項ただし書中「この章において」を削り、同条第２項中「この

章及び第４８条において」を削る。 

 第３９条第３項中「この章において」を削る。 

 第４７条中「第４章」を「前章」に改める。 
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 第４８条中「特定」の次に「に資する情報の提供」を加える。 

 第５３条から第５５条までの規定中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

 

附 則 
（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第５３条から第５ 
５条までの改正規定は、令和７年６月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ 令和７年６月１日前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 
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議案第 １８ 号 

 

かつらぎ町議会の議員の議員報酬及び費用弁償に関する条例 

の一部を改正する条例制定について 

 

 

 かつらぎ町議会の議員の議員報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３７年か

つらぎ町条例第５号）の一部を次の理由により、別案のとおり改正するものと

する。 

 

  令和７年２月２７日 

 

提出者  かつらぎ町議会議員  東 芝  弘 明 

 

           賛成者  かつらぎ町議会議員  大 山  希 世 

 

            〃       〃      藤 本  憲 一 

 

            〃       〃      浦 中  隆 男 

 

            〃       〃      溝 北  好 一 

 

            〃       〃       根   起 

 

 

記 

 

 １ かつらぎ町議会の議員の議員報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改

正する条例（案文別記） 

 

 ２ 提案理由 

   かつらぎ町議会会議規則の一部を改正する規則の施行に伴い、所要の改 

正をいたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

かつらぎ町議会の議員の議員報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例をここに公布する。 

 

令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長           

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

かつらぎ町議会の議員の議員報酬及び費用弁償に関する条例 

の一部を改正する条例 

 

 

かつらぎ町議会の議員の議員報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３７年か

つらぎ町条例第５号）の一部を次のように改正する。 

 

第５条第３項中「第１２８条」を「第１３２条」に改める。 

 
附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 １９ 号 

 

かつらぎ町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する

条例等の一部を改正する条例制定について 

 

 

 かつらぎ町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成

２７年かつらぎ町条例第３３号）等の一部を次の理由により、別案のとおり改

正するものとする。 

 

  令和７年２月２７日提出 

 

 

                                      かつらぎ町長 中 阪 雅 則   

 

 

                 記 

 

 

１ かつらぎ町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に 

関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例等 

の一部を改正する条例（案文別記） 

 

 

２ 提案理由 

  行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 

の一部改正に伴い、所要の改正をいたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

かつらぎ町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例等の一

部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和７年３月  日 

 

 

                               かつらぎ町長  

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

かつらぎ町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する

条例等の一部を改正する条例 

 

 

（かつらぎ町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の

一部改正） 

第１条 かつらぎ町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条

例（平成２７年かつらぎ町条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２号中「法第２条第８項」を「法第２条第９項」に改め、同条第

３号中「法第２条第１２項」を「法第２条第１３項」に改め、同条第４号中

「法第２条第１４項」を「法第２条第１５項」に改める。 

（かつらぎ町税条例の一部改正） 

第２条 かつらぎ町税条例（昭和３７年かつらぎ町条例第２号）の一部を次の

ように改正する。 

第６３条の２第１項第１号中「同条第１５項」を「同条第１６項」に改め

る。 

第８９条第２項第２号中「同法第２条第１５項」を「同法第２条第１６

項」に改める。 
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第１３９条の３第２項第１号及び第１４９条第１号中「同条第１５項」を

「同条第１６項」に改める。 

（かつらぎ町都市計画税条例の一部改正） 

第３条 かつらぎ町都市計画税条例（平成９年かつらぎ町条例第３２号）の一

部を次のように改正する。 

  附則第７項第１号中「同条第１５項」を「同条第１６項」に改める。 

 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第 ２０ 号 

 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び職員の育児休業等 
に関する条例の一部を改正する条例制定について 

 
 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成９年かつらぎ町条例第２７号）

及び職員の育児休業等に関する条例（平成１９年かつらぎ町条例第４０号）の

一部を次の理由により、別案のとおり改正するものとする。 

 

  令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則    

 

 

記 

 
 
１ 職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び職員の育児休業等に関する条例

の一部を改正する条例（案文別記） 
 
２ 提案理由 
  育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

の一部改正に伴い、所要の改正をいたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び職員の育児休業等に関する条例の

一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長 

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

   職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び職員の育児休業等 
に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

 （職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成９年かつらぎ町条例第２

７号）の一部を次のように改正する。 
  第８条の３を第８条の４とする。 

  第８条の２第２項中「３歳に満たない子」を「小学校就学の始期に達するま

での子」に、「前条第２項」を「第８条第２項」に改め、同条第３項中「前条

第２項」を「第８条第２項」に改め、同条第４項を次のように改める。 

４ 前３項の規定は、第１５条第１項に規定する要介護者を介護する職員に

ついて準用する。この場合において、第１項中「小学校就学の始期に達する

までの子のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜（午後

１０時から翌日の午前５時までの間をいう。以下この項において同じ。）に

おいて常態として当該子を養育することができるものとして規則で定める

者に該当する場合における当該職員を除く。）が、規則で定めるところによ

り、当該子を養育」とあり、第２項及び前項中「小学校就学の始期に達する

までの子のある職員が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とある

のは、「第１５条第１項に規定する要介護者のある職員が、規則で定めると

ころにより、当該要介護者を介護」と、第１項中「深夜における」とあるの

は「深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。）における」と、

第２項中「当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずること

が著しく困難である」とあるのは「公務の運営に支障がある」と読み替える

ものとする。 

 第８条の２第５項中「前４項」を「前各項」に改め、同条を第８条の３とす
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る。 

 第８条の次に次の１条を加える。 

 （育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務） 

第８条の２ 任命権者は、次に掲げる職員が、規則の定めるところにより、そ

の子（民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１項の規定により

職員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組の成立につい

て家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属

している場合に限る。）であって、当該職員が現に監護するもの、児童福祉

法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規定により同法第

６条の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に委託されている児童

その他これらに準ずる者として規則で定める者を含む。以下この条及び次

条において同じ。）を養育するために請求した場合には、公務の運営に支障

がある場合を除き、規則で定めるところにより、当該職員に当該請求に係る

早出遅出勤務（始業及び終業の時刻を、職員が育児又は介護を行うためのも

のとしてあらかじめ定められた特定の時刻とする勤務時間の割振りによる

勤務をいう。第３項において同じ。）をさせるものとする。 

 (1) 小学校就学の始期に達するまでの子のある職員 

 (2) 小学校に就学している子のある職員であって、規則で定めるもの 

２ 前項の規定は、第１５条第１項に規定する要介護者を介護する職員につ

いて準用する。この場合において、前項中「次に掲げる職員が、規則の定め

るところにより、その子（民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条第１

項の規定により職員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁

組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件

が裁判所に係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に監護する

もの、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規

定により同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に委託

されている児童その他これらに準ずる者として規則で定める者を含む。以

下この条及び次条において同じ。）を養育」とあるのは「第１５条第１項に

規定する要介護者のある職員が、規則の定めるところにより、当該要介護者

を介護」と読み替えるものとする。 

３ 前２項に規定するもののほか、早出遅出勤務に関する手続その他の早出

遅出勤務に関し必要な事項は、規則で定める。 

  第１５条第１項中「定める者」の次に「（第１７条の２第１項において「配

偶者等」という。）」を加える。 

  第１７条の次に次の２条を加える。 

  （配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認等） 

第１７条の２ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする

状況に至ったことを申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介護との両

立に資する制度又は措置（以下この条及び次条において「介護両立支援制度
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等」という。）その他の事項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の申

告、請求又は申出（次条において「請求等」という。）に係る当該職員の意

向を確認するための面談その他の措置を講じなければならない。 

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属する年度

（４月１日から翌年の３月３１日までをいう。）において、前項に規定する

事項を知らせなければならない。 

  （勤務環境の整備に関する措置） 

第１７条の３ 任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われる 

ようにするため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 

(2) 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

(3) その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置 

 （職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第２条 職員の育児休業等に関する条例（平成１９年かつらぎ町条例第４０号）

の一部を次のように改正する。 
  第１８条第３項中「第６１条第３２項において読み替えて準用する同条第

２９項」を「第６１条の２第２０項」に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、附則第３条の

規定は、公布の日から施行する。 

（職員の給与等に関する条例の一部改正） 

第２条 職員の給与等に関する条例（昭和３３年かつらぎ町条例第４４号）の

一部を次のように改正する。 

  第５条第１号及び第１６条第５項中「第８条の３第１項」を「第８条の４

第１項」に改める。 

（経過措置） 

第３条 この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の日を時間外勤

務制限開始日とする改正後の職員の勤務時間、休暇等に関する条例第８条の

２第２項の規定による請求（３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を

養育するために行うものに限る。）を行おうとする職員は、施行日前におい

ても、規則の定めるところにより、当該請求を行うことができる。 
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議案第 ２１ 号 
 

かつらぎ町の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償 
に関する条例の一部を改正する条例制定について 

 
 
 かつらぎ町の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和

３７年かつらぎ町条例第９号）の一部を次の理由により、別案のとおり改正するもの

とする。 
 
  令和７年２月２７日提出 
 
 
                    かつらぎ町長 中 阪 雅 則 
 
 

記 
 
 
１ かつらぎ町の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部を改正する条例（案文別記） 
 
２ 提案理由 

消防団員の処遇改善と出動報酬等の改定を行うため、所要の改正をいたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 
 

かつらぎ町の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例をここに公布する。 
 

 令和７年３月  日 
 
 

かつらぎ町長        
 
 
令和７年かつらぎ町条例第   号 
 

かつらぎ町の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償 
に関する条例の一部を改正する条例 

 
 
かつらぎ町の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和３７年かつらぎ町条例第９号）の一部を次のように改正する。 
 

第３条第２項中「水火災その他災害等の職務に従事する場合においては、費

用弁償として１日につき１，０００円を支給する」を「災害、訓練、警戒、そ

の他消防団長の要請に応じ出動した場合（他の市町村の区域内における災害に

出動した場合を含む。）の費用弁償の額は、１日につき１，０００円とする」

に改める。 

別表第５に次のように加える。 

消防団員（全階級） 

 

水火災その他災害出動、行方不

明者の捜索 

１日当たり ８，０００円 

消防団員（全階級） 

 

訓練出動、警戒出動等 

１日当たり ４，０００円 

消防団員（全階級） 

 

消防学校入校及び所定の研修 

１日当たり ８，０００円 
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附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ この条例による改正後のかつらぎ町の特別職の職員で非常勤のものの報酬

及び費用弁償に関する条例第３条第２項及び別表第５の規定は、令和７年４

月１日以後に支給すべき事由の生じた報酬及び費用弁償について適用し、同

日前に支給すべき事由が生じた報酬及び費用弁償については、なお従前の例

による。 
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議案第 ２２ 号 

 

職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例制定について 
 
 

職員の給与等に関する条例（昭和３３年かつらぎ町条例第４４号）等の一部

を次の理由により、別案のとおり改正するものとする。 

 

  令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則    

 

 

記 

 
 
１ 職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例（案文別記） 
 
２ 提案理由 
  人事院勧告等に伴う社会と公務の変化に応じた給与制度を整備するため、

所要の改正をいたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長 

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例 

 

 

 （職員の給与等に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の給与等に関する条例（昭和３３年かつらぎ町条例第４４号）の

一部を次のように改正する。 

  第１４条第２項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号から第６号

までを１号ずつ繰り上げ、同条第３項を次のように改める。 

３ 扶養手当の月額は、前項第１号に該当する扶養親族（次項において「扶

養親族たる子」という。）については１人につき１３，０００円、同項第

２号から第５号までのいずれかに該当する扶養親族については１人につき

６，５００円とする。 

  第１４条第４項中「（以下「特定期間」という。）」を削り、「特定期間」を

「当該期間」に改め、同条に次の１項を加える。 

５ 前各項に規定するもののほか、扶養親族の数の変更に伴う支給額の改定

その他扶養手当の支給に関し必要な事項は、規則で定める。 

  第２０条の２を次のように改める。 

  （通勤手当） 

第２０条の２ 通勤手当は、次に掲げる職員に支給する。 

 (1) 通勤のため交通機関又は有料の道路（以下この項から第３項までに

おいて「交通機関等」という。）を利用してその運賃又は料金（以下こ

の項及び次項において「運賃等」という。）を負担することを常例とす

る職員（交通機関等を利用しなければ通勤することが著しく困難である

職員以外の職員であって交通機関等を利用しないで徒歩により通勤する

ものとした場合の通勤距離が片道２キロメートル未満であるもの及び第

３号に掲げる職員を除く。） 
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  (2) 通勤のため自動車その他の交通の用具で規則で定めるもの（以下こ

の条において「自動車等」という。）を使用することを常例とする職員

（自動車等を使用しなければ通勤することが著しく困難である職員以外

の職員であって自動車等を使用しないで徒歩により通勤するものとした

場合の通勤距離が片道２キロメートル未満であるもの及び次号に掲げる

職員を除く。） 

  (3) 通勤のため交通機関等を利用してその運賃等を負担し、かつ、自動

車等を使用することを常例とする職員（交通機関等を利用し、又は自動

車等を使用しなければ通勤することが著しく困難である職員以外の職員

であって、交通機関等を利用せず、かつ、自動車等を使用しないで徒歩

により通勤するものとした場合の通勤距離が片道２キロメートル未満で

あるものを除く。） 

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定め

る額とする。 

  (1) 前項第１号に掲げる職員 支給単位期間につき、規則で定めるとこ

ろにより算出した当該職員の支給単位期間の通勤に要する運賃等の額に

相当する額（次項において「運賃等相当額」という。） 

 (2) 前項第２号に掲げる職員 当該職員の自動車等の使用距離に応じ、

支給単位期間につき、３，４００円から３１，６００円までの間におい

て規則で定める額（定年前再任用短時間勤務職員のうち、支給単位期間

当たりの通勤回数を考慮して規則で定める職員にあっては、その額から

その額に規則で定める割合を乗じて得た額を減じた額） 

 (3) 前項第３号に掲げる職員 交通機関等を利用せず、かつ、自動車等

を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離、交通機

関等の利用距離、自動車等の使用距離等の事情を考慮して規則で定める

区分に応じ、前２号に定める額、第１号に定める額又は前号に定める額 

３ 運賃等相当額をその支給単位期間の月数で除して得た額（交通機関等が

２以上ある場合においては、その合計額）及び前項第２号に定める額の合

計額が１５万円を超える職員の通勤手当の額は、同項の規定にかかわら

ず、当該職員の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間

につき、１５万円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額とする。 

４ 通勤手当は、支給単位期間（規則で定める通勤手当にあっては、規則で

定める期間）に係る最初の月の規則で定める日に支給する。 

５ 通勤手当を支給される職員につき、離職その他の規則で定める事由が生

じた場合には、当該職員に、支給単位期間のうちこれらの事由が生じた後

の期間を考慮して規則で定める額を返納させるものとする。 

６ この条において「支給単位期間」とは、通勤手当の支給の単位となる期

間として６箇月を超えない範囲内で１箇月を単位として規則で定める期間 

（自動車等に係る通勤手当にあっては、１箇月）をいう。 
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７ 前各項に規定するもののほか、通勤の実情の変更に伴う支給額の改定そ

の他通勤手当の支給及び返納に関し必要な事項は、規則で定める。 

  第２０条の５第１項中「勤務した」を「勤務をした」に改め、同条第２項

中「週休日等以外の日の午前零時から」を「午後１０時から翌日の」に改

め、「の間」の次に「（週休日等に含まれる時間を除く。）」を加え、「勤務し

た」を「勤務をした」に改め、同条第３項中「各号に定める額」の次に

「（前２項に規定する勤務に従事する時間を考慮して規則で定める勤務をし

た職員にあっては、その額に１００分の１５０を乗じて得た額）」を加え、

同項第１号中「規定による勤務に従事する時間が６時間を超えることとな

る」及び「（同項の勤務に従事する時間等を考慮して規則で定める勤務にあ

っては、その額に１００分の５０を乗じて得た額）」を削る。 

  第２０条の６第１項中「（規則で定める地域を除く。）」を削る。 

  第２１条中「、第２０条及び第２０条の４」を「及び第２０条」に改め

る。 

別表第１を次のように改める。 

別表第１（第８条関係） 

職員

の区

分 

 
 

 

職
務
の
級 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 

号級 給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

  円 円 円 円 円 円 

1 183,500 230,000 265,300 298,800 321,300 355,200 

2 184,600 231,500 266,300 300,300 323,100 356,900 

3 185,800 233,000 267,300 301,800 324,900 358,500 

4 186,900 234,500 268,300 303,200 326,600 360,100 

5 188,000 236,000 269,300 304,600 328,300 361,700 

6 189,700 237,500 270,300 305,700 330,000 363,500 

7 191,300 239,000 271,300 306,700 331,700 365,000 

8 192,900 240,500 272,300 307,900 333,400 366,600 

9 194,500 242,000 273,300 309,100 335,000 368,000 

10 196,200 243,400 274,300 310,700 336,700 369,600 

11 197,800 244,800 275,300 312,300 338,400 371,200 

12 199,400 246,200 276,400 313,900 340,000 372,700 

13 201,000 247,400 277,400 315,400 341,500 374,600 

14 202,700 248,600 278,700 317,000 343,100 376,500 

15 204,400 249,800 280,000 318,600 344,700 378,400 
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16 206,100 251,000 281,200 320,200 346,200 380,200 

17 207,400 252,100 282,500 321,700 347,600 381,700 

18 209,000 253,200 283,800 323,400 349,300 383,500 

19 210,600 254,300 285,000 325,000 350,900 385,200 

20 212,100 255,400 286,200 326,600 352,500 386,800 

21 213,600 256,400 287,300 328,000 353,700 388,500 

22 215,200 257,400 288,500 329,700 355,200 389,900 

23 216,800 258,400 289,800 331,400 356,700 391,300 

24 218,400 259,400 291,100 333,000 358,200 392,700 

25 220,000 260,400 292,400 334,200 359,900 394,100 

26 221,700 261,300 293,400 336,100 361,700 395,300 

27 223,000 262,200 294,400 337,800 363,400 396,500 

28 224,300 263,100 295,500 339,400 365,100 397,500 

29 225,600 263,900 296,600 340,900 366,500 398,600 

30 226,700 264,700 297,800 342,500 367,800 399,800 

31 227,800 265,500 298,900 344,100 369,000 400,900 

32 228,900 266,300 300,100 345,700 370,400 402,000 

33 230,000 267,000 301,300 347,400 371,500 402,700 

34 231,100 267,800 302,600 349,200 372,400 403,400 

35 232,200 268,600 303,900 351,000 373,400 404,100 

36 233,300 269,300 305,200 352,800 374,500 404,800 

37 234,400 270,000 306,500 354,300 375,300 405,400 

38 235,400 270,800 307,800 355,700 376,200 406,000 

39 236,400 271,600 309,100 357,100 377,100 406,500 

40 237,300 272,300 310,400 358,500 377,900 406,900 

41 238,200 273,000 311,700 360,000 378,700 407,300 

42 239,100 273,800 313,000 360,800 379,500 407,500 

43 239,900 274,600 314,300 361,800 380,300 407,800 

44 240,700 275,300 315,400 362,800 381,000 408,100 

45 241,400 276,000 316,300 363,700 381,700 408,400 

46 242,000 276,700 317,600 364,800 382,400 408,700 

47 242,600 277,400 318,900 365,700 383,100 409,000 

48 243,200 278,100 320,200 366,700 383,800 409,300 

49 243,800 278,800 321,400 367,600 384,300 409,500 

50 244,400 279,500 322,700 368,300 384,900 409,800 

51 245,000 280,200 323,900 369,000 385,500 410,100 

52 245,500 280,900 325,100 369,600 386,200 410,400 
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53 246,000 281,500 326,400 370,000 386,600 410,600 

54 246,400 282,200 327,500 370,600 387,200 410,900 

55 246,700 282,800 328,600 371,300 387,800 411,200 

56 247,000 283,500 329,700 372,000 388,300 411,500 

57 247,300 284,100 330,400 372,300 388,700 411,700 

58 247,600 284,800 331,300 373,000 389,300 412,000 

59 247,900 285,400 332,000 373,700 389,900 412,300 

60 248,200 286,100 332,800 374,300 390,400 412,500 

61 248,500 286,700 333,600 374,600 390,800 412,700 

62 248,800 287,400 334,000 375,100 391,300 413,000 

63 249,100 288,000 334,600 375,700 391,800 413,300 

64 249,400 288,500 335,300 376,300 392,400 413,500 

65 249,700 289,000 336,100 376,600 392,700 413,700 

66 250,000 289,600 336,800 377,200 393,100 414,000 

67 250,300 290,100 337,500 377,900 393,500 414,300 

68 250,600 290,700 338,100 378,500 393,900 414,500 

69 250,900 291,200 338,600 378,900 394,200 414,700 

70 251,200 291,700 339,200 379,400 394,500 415,000 

71 251,500 292,300 339,700 380,000 394,800 415,300 

72 251,800 292,900 340,300 380,500 395,000 415,500 

73 252,100 293,400 340,600 381,000 395,200 415,700 

74 252,400 293,900 341,100 381,600 395,500  

75 252,700 294,300 341,500 382,100 395,800  

76 253,000 294,600 341,900 382,400 396,000  

77 253,300 294,800 342,300 382,800 396,200  

78 253,600 295,100 342,800 383,300 396,500  

79 253,900 295,300 343,300 383,700 396,800  

80 254,200 295,600 343,800 384,100 397,000  

81 254,500 295,800 344,100 384,500 397,200  

82 254,800 296,000 344,500 385,000 397,500  

83 255,100 296,300 344,900 385,400 397,800  

84 255,400 296,500 345,300 385,800 398,000  

85 255,700 296,800 345,600 386,100 398,200  

86 256,000 297,100 346,000    

87 256,300 297,400 346,400    

88 256,600 297,700 346,800    

89 256,900 298,000 347,000    
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90 257,200 298,300 347,400    

91 257,500 298,600 347,800    

92 257,800 299,000 348,200    

93 258,100 299,200 348,400    

94  299,400 348,800    

95  299,700 349,200    

96  300,100 349,500    

97  300,300 349,800    

98  300,600 350,200    

99  301,000 350,600    

100  301,400 351,000    

101  301,600 351,500    

102  301,900 351,900    

103  302,200 352,300    

104  302,500 352,700    

105  302,700 353,200    

106  303,000 353,600    

107  303,300 353,900    

108  303,600 354,200    

109  303,800 354,700    

110  304,200     

111  304,600     

112  304,900     

113  305,100     

114  305,300     

115  305,600     

116  306,000     

117  306,200     

118  306,400     

119  306,700     

120  307,000     

121  307,400     

122  307,600     

123  307,900     

124  308,200     

125  308,500     
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定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員 

 基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

 円 円 円 円 円 円  

192,000 219,500 260,000 279,700 294,900 320,600 

 （かつらぎ町企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第２条 かつらぎ町企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成２８年

かつらぎ町条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

  第５条第１項中「勤務した」を「勤務をした」に改め、同条第２項中「週

休日等以外の日の午前零時から」を「午後１０時から翌日の」に改め、「の

間」の次に「（週休日等に含まれる時間を除く。）」を加え、「勤務した」を

「勤務をした」に改める。 

第６条第２項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号から第６号ま

でを１号ずつ繰り上げる。 

  第７条第１号中「職員（」の次に「交通機関等を利用しなければ通勤する

ことが著しく困難である職員以外の職員であって交通機関等を利用しないで

徒歩により通勤するものとした場合の」を加え、「である職員」を「である

もの及び第３号に掲げる職員」に改め、同条第２号中「職員（」の次に「自

動車等を利用しなければ通勤することが著しく困難である職員以外の職員で

あって自動車等を利用しないで徒歩により通勤するものとした場合の」を加

え、「である職員」を「であるもの及び次号に掲げる職員」に改め、同条に

次の１号を加える。 

  (3) 通勤のため交通機関等を利用してその運賃等を負担し、かつ、自動

車等を使用することを常例とする職員（交通機関等を利用し、又は自動

車等を使用しなければ通勤することが著しく困難である職員以外の職員

であって、交通機関等を利用せず、かつ、自動車等を使用しないで徒歩

により通勤するものとした場合の通勤距離が片道２キロメートル未満で

あるものを除く。） 

  第１５条の２中「（企業管理規程で定める地域を除く。）」を削る。 

  第２０条中「、第１２条」を削る。 

 （会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第３条 会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年かつら

ぎ町条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

  別表第１を次のように改める。 

別表第１（第４条関係） 

行政職給料表 
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  職

務

の

級 

１級 ２級 

号給 給料月額 給料月額 

 円 円 

1 183,500 230,000 

2 184,600 231,500 

3 185,800 233,000 

4 186,900 234,500 

5 188,000 236,000 

6 189,700 237,500 

7 191,300 239,000 

8 192,900 240,500 

9 194,500 242,000 

10 196,200 243,400 

11 197,800 244,800 

12 199,400 246,200 

13 201,000 247,400 

14 202,700 248,600 

15 204,400 249,800 

16 206,100 251,000 

17 207,400 252,100 

18 209,000 253,200 

19 210,600 254,300 

20 212,100 255,400 

21 213,600 256,400 

22 215,200 257,400 

23 216,800 258,400 

24 218,400 259,400 

25 220,000 260,400 

26 221,700 261,300 

27 223,000 262,200 

28 224,300 263,100 

29 225,600 263,900 

30 226,700 264,700 

31 227,800 265,500 

32 228,900 266,300 

- 28 -



33 230,000 267,000 

34 231,100 267,800 

35 232,200 268,600 

36 233,300 269,300 

37 234,400 270,000 

38 235,400 270,800 

39 236,400 271,600 

40 237,300 272,300 

41 238,200 273,000 

42 239,100 273,800 

43 239,900 274,600 

44 240,700 275,300 

45 241,400 276,000 

46 242,000 276,700 

47 242,600 277,400 

48 243,200 278,100 

49 243,800 278,800 

50 244,400 279,500 

51 245,000 280,200 

52 245,500 280,900 

53 246,000 281,500 

54 246,400 282,200 

55 246,700 282,800 

56 247,000 283,500 

57 247,300 284,100 

58 247,600 284,800 

59 247,900 285,400 

60 248,200 286,100 

61 248,500 286,700 

62 248,800 287,400 

63 249,100 288,000 

64 249,400 288,500 

65 249,700 289,000 

66 250,000 289,600 

67 250,300 290,100 

68 250,600 290,700 

69 250,900 291,200 
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70 251,200 291,700 

71 251,500 292,300 

72 251,800 292,900 

73 252,100 293,400 

74 252,400 293,900 

75 252,700 294,300 

76 253,000 294,600 

77 253,300 294,800 

78 253,600 295,100 

79 253,900 295,300 

80 254,200 295,600 

81 254,500 295,800 

82 254,800 296,000 

83 255,100 296,300 

84 255,400 296,500 

85 255,700 296,800 

86 256,000 297,100 

87 256,300 297,400 

88 256,600 297,700 

89 256,900 298,000 

90 257,200 298,300 

91 257,500 298,600 

92 257,800 299,000 

93 258,100 299,200 

94  299,400 

95  299,700 

96  300,100 

97  300,300 

98  300,600 

99  301,000 

100  301,400 

101  301,600 

102  301,900 

103  302,200 

104  302,500 

105  302,700 

106  303,000 
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107  303,300 

108  303,600 

109  303,800 

110  304,200 

111  304,600 

112  304,900 

113  305,100 

114  305,300 

115  305,600 

116  306,000 

117  306,200 

118  306,400 

119  306,700 

120  307,000 

121  307,400 

122  307,600 

123  307,900 

124  308,200 

125  308,500 

（地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する

条例の一部改正） 

第４条 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関

する条例（令和４年かつらぎ町条例第３０号）の一部を次のように改正す

る。 

  附則第１２条第７項中「及び第２０条の４」を削る。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （号給の切替え） 

第２条 令和７年４月１日（以下「切替日」という。）の前日において職員の 

給与等に関する条例（以下「給与条例」という。）別表第１の給料表の適用

を受けていた職員であって同日においてその者が属していた職務の級が附則

別表に掲げられている職務の級であったものの切替日における号給（次条及

び同表において「新号給」という。）は、切替日の前日においてその者が属

していた職務の級及び同日においてその者が受けていた号給（同表において

「旧号給」という。）に応じて同表に定める号給とする。 
 （切替日前の異動者の号給の調整） 
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第３条 切替日前に職務の級を異にする異動をした職員及び町長の定めるこれ

に準ずるものをした職員の新号給については、その者が切替日において当該

異動又は当該準ずるものをした職員の新号給については、その者が切替日に

おいて当該異動又は当該準ずるものをしたものとした場合との権衡上必要と

認められる限度において、町長の定めるところにより、必要な調整を行うこ

とができる。 
 （令和８年３月３１日までの間における扶養手当に関する経過措置） 
第４条 切替日から令和８年３月３１日までの間における第１条の規定による

改正後の給与条例（以下「改正後給与条例」という。）第１４条の規定の適

用については、同条第２項中「(5) 重度心身障害者」とあるのは 
 「(5) 重度心身障害者 
  (6) 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含

む。）」 
と、同条第３項中「１３，０００円」とあるのは「１１，５００円」と、 
「とする」とあるのは「、前項第６号に該当する扶養親族については３，０ 
００円とする」とする。 

第５条 切替日から令和８年３月３１日までの間における第２条の規定による

改正後のかつらぎ町企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第６条の規

定の適用については、同条第２項中「(5) 重度心身障害者」とあるのは、 
 「(5) 重度心身障害者 
  (6) 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含

む。）」 
 とする。 
 （令和１０年３月３１日までの間における地域手当に関する経過措置） 
第６条 切替日から令和１０年３月３１日までの間における改正後給与条例第

２０条の６の規定の適用については、同条第２項中「一般職の職員の給与に

関する法律第１１条の３第２項に規定する」とあるのは、「一般職の職員の

給与に関する法律等の一部を改正する法律（令和６年法律第７２号）附則第

７条第１項後段の人事院規則で定める」とする。 
附則別表 号給の切替表（附則第２条関係） 

旧号給 
新号給 

３級 ４級 ５級 ６級 

１ １ １ １ １ 

２ １ １ １ １ 

３ １ １ １ １ 

４ １ １ １ １ 

５ １ １ １ １ 

６ ２ １ １ １ 
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７ ３ １ １ １ 

８ ４ １ １ １ 

９ ５ １ １ １ 

１０ ６ ２ ２ １ 

１１ ７ ３ ３ １ 

１２ ８ ４ ４ １ 

１３ ９ ５ ５ １ 

１４ １０ ６ ６ ２ 

１５ １１ ７ ７ ３ 

１６ １２ ８ ８ ４ 

１７ １３ ９ ９ ５ 

１８ １４ １０ １０ ６ 

１９ １５ １１ １１ ７ 

２０ １６ １２ １２ ８ 

２１ １７ １３ １３ ９ 

２２ １８ １４ １４ １０ 

２３ １９ １５ １５ １１ 

２４ ２０ １６ １６ １２ 

２５ ２１ １７ １７ １３ 

２６ ２２ １８ １８ １４ 

２７ ２３ １９ １９ １５ 

２８ ２４ ２０ ２０ １６ 

２９ ２５ ２１ ２１ １７ 

３０ ２６ ２２ ２２ １８ 

３１ ２７ ２３ ２３ １９ 

３２ ２８ ２４ ２４ ２０ 

３３ ２９ ２５ ２５ ２１ 

３４ ３０ ２６ ２６ ２２ 

３５ ３１ ２７ ２７ ２３ 

３６ ３２ ２８ ２８ ２４ 

３７ ３３ ２９ ２９ ２５ 

３８ ３４ ３０ ３０ ２６ 

３９ ３５ ３１ ３１ ２７ 

４０ ３６ ３２ ３２ ２８ 

４１ ３７ ３３ ３３ ２９ 

４２ ３８ ３４ ３４ ３０ 

４３ ３９ ３５ ３５ ３１ 

- 33 -



４４ ４０ ３６ ３６ ３２ 

４５ ４１ ３７ ３７ ３３ 

４６ ４２ ３８ ３８ ３４ 

４７ ４３ ３９ ３９ ３５ 

４８ ４４ ４０ ４０ ３６ 

４９ ４５ ４１ ４１ ３７ 

５０ ４６ ４２ ４２ ３８ 

５１ ４７ ４３ ４３ ３９ 

５２ ４８ ４４ ４４ ４０ 

５３ ４９ ４５ ４５ ４１ 

５４ ５０ ４６ ４６ ４２ 

５５ ５１ ４７ ４７ ４３ 

５６ ５２ ４８ ４８ ４４ 

５７ ５３ ４９ ４９ ４５ 

５８ ５４ ５０ ５０ ４６ 

５９ ５５ ５１ ５１ ４７ 

６０ ５６ ５２ ５２ ４８ 

６１ ５７ ５３ ５３ ４９ 

６２ ５８ ５４ ５４ ５０ 

６３ ５９ ５５ ５５ ５１ 

６４ ６０ ５６ ５６ ５２ 

６５ ６１ ５７ ５７ ５３ 

６６ ６２ ５８ ５８ ５４ 

６７ ６３ ５９ ５９ ５５ 

６８ ６４ ６０ ６０ ５６ 

６９ ６５ ６１ ６１ ５７ 

７０ ６６ ６２ ６２ ５８ 

７１ ６７ ６３ ６３ ５９ 

７２ ６８ ６４ ６４ ６０ 

７３ ６９ ６５ ６５ ６１ 

７４ ７０ ６６ ６６ ６２ 

７５ ７１ ６７ ６７ ６３ 

７６ ７２ ６８ ６８ ６４ 

７７ ７３ ６９ ６９ ６５ 

７８ ７４ ７０ ７０ ６６ 

７９ ７５ ７１ ７１ ６７ 

８０ ７６ ７２ ７２ ６８ 

- 34 -



８１ ７７ ７３ ７３ ６９ 

８２ ７８ ７４ ７４ ７０ 

８３ ７９ ７５ ７５ ７１ 

８４ ８０ ７６ ７６ ７２ 

８５ ８１ ７７ ７７ ７３ 

８６ ８２ ７８ ７８  

８７ ８３ ７９ ７９  

８８ ８４ ８０ ８０  

８９ ８５ ８１ ８１  

９０ ８６ ８２ ８２  

９１ ８７ ８３ ８３  

９２ ８８ ８４ ８４  

９３ ８９ ８５ ８５  

９４ ９０    

９５ ９１    

９６ ９２    

９７ ９３    

９８ ９４    

９９ ９５    

１００ ９６    

１０１ ９７    

１０２ ９８    

１０３ ９９    

１０４ １００    

１０５ １０１    

１０６ １０２    

１０７ １０３    

１０８ １０４    

１０９ １０５    

１１０ １０６    

１１１ １０７    

１１２ １０８    

１１３ １０９    
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議案第 ２３ 号 

 

職員等の旅費に関する条例の全部を改正する条例制定について 
 
 

職員等の旅費に関する条例（昭和４２年かつらぎ町条例第６号）の全部を次

の理由により、別案のとおり改正するものとする。 

 

令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則   

 

 

記 

 
 
１ 職員等の旅費に関する条例の全部を改正する条例（案文別記） 
 
２ 提案理由 

国家公務員等の旅費に関する法律の一部改正に伴い、条例の全部を改正い

たしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

職員等の旅費に関する条例をここに公布する。 

 

令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長 

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

職員等の旅費に関する条例 

 

 

職員等の旅費に関する条例（昭和４２年かつらぎ町条例第６号）の全部を改

正する。 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、公務のため旅行する職員及び職員以外の者に対し支給す

る旅費に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （用語の意義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

 (1) 職員 町長、副町長、教育長及び一般職に属する職員（非常勤職員

（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の４第１項に規定

する短時間勤務の職を占める職員及び同法第２２条の２第１項第２号に掲

げる職員を除く。）を除く。）をいう。 

 (2) 外国旅行 本邦（本州、北海道、四国、九州及びこれらに附属の島の

存する領域をいう。以下同じ。）と外国（本邦以外の領域（公海を含む。）

との間における旅行及び外国における旅行をいう。 

 (3) 出張 職員が公務のため一時その在勤地（任命権者又はその委任を受

けた者（以下「旅行命令権者」という。）が認める場合には、その住所、

居所その他旅行命令権者が認める場所）を離れて旅行することをいう。 

 (4) 赴任 新たに採用された職員がその採用に伴う移転のため住所若しく

は居所から在勤地に旅行し、又は転任を命ぜられた職員がその転任に伴う

移転のため旧在勤地から新在勤地に旅行することをいう。 

 (5) 帰住 職員が退職し、又は死亡した場合において、その職員又はその

遺族が生活の根拠となる地に旅行することをいう。 
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 (6) 遺族 職員の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と

同様の事情にある者を含む。以下同じ。）、子、父母、孫、祖父母及び兄弟

姉妹並びに職員の死亡当時職員と生計を一にしていた他の親族をいう。 

 (7) 家族 職員の配偶者、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で職員と生

計を一にするものをいう。 

 (8) 旅行役務提供者 旅行業者（旅行業法（昭和２７年法律第２３９号）

第６条の４第１項に規定する旅行業者をいう。）その他規則で定める者

（以下この号において「旅行業者等」という。）であって、町と旅行役務

提供契約（旅行業者等が町に対して旅行に係る役務その他規則で定めるも

のを旅行者に提供することを約し、かつ、町が当該旅行業者等に対して当

該旅行に係る旅費に相当する金額を支払うことを約する契約をいう。次条

第７項において同じ。）を締結したものをいう。 

 （旅費の支給） 

第３条 職員が出張し、又は赴任した場合には、当該職員に対し、旅費を支給 

する。 

２ 職員又はその遺族が次の各号のいずれかに該当する場合には、当該各号に

掲げる者に対し、旅費を支給する。 

 (1) 職員が出張又は赴任のための旅行中に退職、免職（罷免を含む。）、失

職又は休職（以下「退職等」という。）となった場合（当該退職等に伴う

旅行を必要としない場合を除く。）には、当該職員 

 (2) 職員が出張又は赴任のための旅行中に死亡した場合には、当該職員の

遺族 

 (3) 職員が死亡した場合において、当該職員の遺族がその死亡の日の翌日

から３月以内にその居住地を出発して帰住したときは、当該遺族 

３ 職員が前項第１号の規定に該当する場合において、地方公務員法（昭和２ 

５年法律第２６１号）第２８条第４項又は第２９条第１項各号に掲げる事由

により退職等となったときは、前項の規定にかかわらず、同項の規定によ

る旅費は、支給しない。 

４ 職員又は職員以外の者が、町の機関の依頼又は要求に応じ、公務の遂行を

補助するため、証人、鑑定人、参考人、通訳等として旅行した場合には、そ

の者に対し、旅費を支給する。 

５ 第１項、第２項及び前項の規定により旅費の支給を受けることができる者

が、次条第３項の規定により旅行命令等の変更（取消しを含む。以下同

じ。）を受け、又は死亡した場合その他規則で定める場合には、当該旅行の

ため既に支出した金額のうちその者の損失となる金額又は支出を要する金額

で規則で定めるものを旅費として支給することができる。 

６ 第１項、第２項及び第４項の規定により旅費の支給を受けることができる

者が、旅行中天災その他規則で定める事情により概算払を受けた旅費額（概

算払を受けなかった場合には、概算払を受けることができた旅費額に相当す
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る金額）の全部又は一部を喪失した場合には、その喪失した旅費額の範囲内

で規則で定める金額を旅費として支給することができる。 

７ 第１項、第２項、第４項及び第５項に規定する場合において、町が旅行役

務提供契約に基づき旅行役務提供者に支払うべき金額があるときは、これら

の項に規定する者に対する旅費の支給に代えて、当該旅行役務提供者に対

し、当該金額を旅費に相当するものとして支払うことができる。 

 （旅行命令等） 

第４条 次の各号に掲げる旅行は、当該各号に掲げる区分により、旅行命令権

者の発する旅行命令又は旅行依頼（以下この条及び次条において「旅行命令

等」という。）によって行わなければならない。 

 (1) 前条第１項の規定に該当する旅行 旅行命令 

 (2) 前条第４項の規定に該当する旅行 旅行依頼 

２ 旅行命令権者は、電信、電話、郵便等の通信による連絡手段によっては公

務の円滑な遂行を図ることができない場合で、かつ、予算上旅費の支出が可

能である場合に限り、旅行命令等を発することができる。 

３ 旅行命令権者は、既に発した旅行命令等の変更をする必要があると認める

場合で、前項の規定に該当するときには、自ら又は次条第１項若しくは第２

項の規定による旅行者の申請に基づき、その変更をすることができる。 

 （旅行命令等に従わない旅行） 

第５条 旅行者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により旅行

命令等（前条第３項の規定により変更を受けた旅行命令等を含む。以下この

条において同じ。）に従って旅行することができない場合には、あらかじめ

旅行命令権者に旅行命令等の変更の申請をしなければならない。 

２ 旅行者は、前項の規定による旅行命令等の変更の申請をする暇がない場合

には、旅行命令等に従わないで旅行した後、できるだけ速やかに旅行命令権

者に旅行命令等の変更の申請をしなければならない。 

３ 旅行者が、前２項の規定による旅行命令等の変更の申請をせず、又は申請

をしたがその変更が認められなかった場合において、旅行命令等に従わない

で旅行したときは、当該旅行者は、旅行命令等に従った限度の旅行に対する

旅費のみの支給を受けることができる。 

 （旅費の種類） 

第６条 旅費の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、宿泊費、包

括宿泊費、宿泊手当、転居費、着後滞在費及び家族移転費とする。 

 （旅費の計算） 

第７条 旅費は、旅行に要する実費を弁償するためのものとして前条に規定す

る旅費の種類及び第９条から第１８条までに規定する旅費の内容に基づき、

最も経済的な通常の経路及び方法により旅行した場合によって計算する。た

だし、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により最も経済的な通
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常の経路又は方法により旅行し難い場合には、その現によった経路及び方法

によって計算する。 

 （旅費の請求手続） 

第８条 旅費（概算払に係る旅費を含む。）の支給を受けようとする旅行者及

び概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者でその清算をしようとするもの並

びに旅費に相当する金額の支払を受けようとする旅行役務提供者は、所定の

請求書（当該請求書に記載すべき事項を記録した電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られ

る記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第

５項において同じ。）を含む。以下この条において同じ。）に必要な資料を添

えて支出命令権者に提出しなければならない。この場合において、必要な資

料の全部又は一部を提出しなかった者は、その請求に係る旅費又は旅費に相

当する金額のうちその資料を提出しなかったため、その旅費又は旅費に相当

する金額の必要が明らかにされなかった部分の支給又は支払を受けることが

できない。 

２ 概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者は、当該旅行を完了した後所定の

期間内に、当該旅行について前項の規定による旅費の精算をしなければなら

ない。 

３ 支出命令権者は、前項の規定による清算の結果過払金があった場合には、

所定の期間内に、当該過払金を返納させなければならない。 

４ 支出命令権者は、その支出し、又は支払った概算払に係る旅費の支給を受

けた旅行者が第２項に規定する期間内に旅費の精算をしなかった場合又は前

項に規定する期間内に過払金を返納しなかった場合には、当該支出命令権者

がその後においてその者に対し支出し、又は支払う給与又は旅費の額から当

該概算払に係る旅費額又は当該過払金に相当する金額を差し引かなければな

らない。 

５ 第１項の請求書又は資料の提出が電磁的記録で作成されているときは、電

磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用

する方法であって規則で定めるものをいう。次項において同じ。）をもって

提出することができる。 

６ 前項の規定により請求書又は資料の提出が電磁的方法により行われたとき

は、支出命令権者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録が

なされた時に当該請求書又は資料を提出したものとみなす。 

 （鉄道賃） 

第９条 鉄道賃は、鉄道（鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第２条第１

項に規定する鉄道事業の用に供する鉄道及び軌道法（大正１０年法律第７６

号）第１条第１項に規定する軌道その他規則で定めるものをいう。次項及び

第１２条において同じ。）を利用する移動に要する費用とし、その額は、次

に掲げる費用（第２号から第５号までに掲げる費用は、第１号に掲げる運賃
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に加えて別に支払うものであって、公務のため特に必要とするものに限

る。）の額の合計額とする。 

 (1) 運賃 

 (2) 急行料金 

 (3) 寝台料金 

 (4) 座席指定料金 

 (5) 前各号に掲げる費用に付随する費用 

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃の等級が区分された鉄道によ

り移動する場合には、最下級（町長、副町長又は教育長（以下「町長等」と

いう。）が移動する場合には、最上級）の運賃の額とする。 

 （船賃） 

第１０条 船賃は、船舶（海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）第２条第

２項に規定する船舶運航事業の用に供する船舶その他規則で定めるものをい

う。次項及び第１２条において同じ。）を利用する移動に要する費用とし、

その額は、次に掲げる費用（第２号から第４号までに掲げる費用は、第１号

に掲げる運賃に加えて別に支払うものであって、公務のため特に必要とする

ものに限る。）の額の合計額とする。 

 (1) 運賃 

 (2) 寝台料金 

 (3) 座席指定料金 

 (4) 前各号に掲げる費用に付随する費用 

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃の等級が区分された船舶によ

り移動する場合には、最下級（町長等が移動する場合には、最上級）の運賃

の額とする。 

 （航空賃） 

第１１条 航空賃は、航空機（航空法（昭和２７年法律第２３１号）第２条第

１８項に規定する航空運送事業の用に供する航空機その他規則で定めるもの

をいう。次項及び次条において同じ。）を利用する移動に要する費用とし、

その額は、次に掲げる費用（第２号及び第３号に掲げる費用は、第１号に掲

げる運賃に加えて別に支払うものであって、公務のため特に必要とするもの

に限る。）の額の合計額とする。 

 (1) 運賃 

 (2) 座席指定料金 

 (3) 前２号に掲げる費用に付随する費用 

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃の等級が区分された航空機に

より移動する場合には、最下級（町長等が移動する場合には、最上級）の運

賃の額とする。 

 （その他の交通費） 
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第１２条 その他の交通費は、鉄道、船舶及び航空機以外を利用する移動に要

する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号から第４号までに掲げる

費用は、公務のため特に必要とするものに限る。）の額の合計額とする。 

 (1) 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに掲げる一

般乗合旅客自動車運送事業（路線を定めて定期に運行する自動車により乗

合旅客の運送を行うものに限る。）の用に供する自動車を利用する移動に

要する運賃 

 (2) 道路運送法第３条第１号ハに掲げる一般乗用旅客自動車運送事業の用

に供する自動車その他の旅客を運送する交通手段（前号に規定する自動車

を除く。）を利用する移動に要する運賃 

 (3) 前２号に掲げる運賃以外の費用であって、道路運送法第８０条第１項

の許可を受けて業として有償で貸し渡す自家用自動車の賃料その他の移動

に直接要する費用 

 (4) 前３号に掲げる費用に付随する費用 

 （宿泊費） 

第１３条 宿泊費は、旅行中の宿泊に要する費用とし、その額は、地域の実情 

及び旅行者の職務を勘案して別表第１で定める額（次条において「宿泊費基 

準額」という。）の範囲内の実費額とする。ただし、当該宿泊に係る特別な 

事情により宿泊費基準額を超える場合であって、旅行命令権者が次の各号の 

いずれかに該当すると認めるときは、当該宿泊に要する費用の額とする。 

(1) 会議等（町長等が出席するものに限る。）において主催者から宿泊施設 

の指定があり当該宿泊施設以外に宿泊することが困難であるとき。 

(2) 公務の円滑な運営上支障のない範囲及び条件において検索し、その結 

果から最も安価な宿泊施設を選択するとき。 

２ 前項の規定にかかわらず、職員が町長等に随行して旅行する必要があると

きの当該職員の旅費の額は、町長等が同項の規定に基づいて受ける旅費の額

と同一とする。 

 （包括宿泊費） 

第１４条 包括宿泊費は、移動及び宿泊に対する一体の対価として支払われる 

費用とし、その額は、当該移動に係る第９条から第１２条までの規定による 

交通費の額及び当該宿泊に係る宿泊費基準額の合計額とする。 

 （宿泊手当） 

第１５条 宿泊手当は、宿泊を伴う旅行に必要な諸雑費に充てるための費用と

し、その額は、通常要する費用の額を勘案して別表第２で定める一夜当たり

の定額とする。 

２ 宿泊手当の額は、前２条の規定により支給される宿泊費又は包括宿泊費に

ついて次の各号に掲げる場合に該当するときは、前項の規定にかかわらず、

当該各号に掲げる額とする。 
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 (1) 朝食又は夕食に係る費用のいずれかに相当するものが含まれる場合 

前項で定める定額の３分の２の額 

 (2) 朝食及び夕食に係る費用に相当するものが含まれる場合 前項で定め

る定額の３分の１の額 

３ 移動中に宿泊する場合の宿泊手当の額は、前２項の規定にかかわらず、そ 

の移動の到着地に応じ、別表第２のとおりとする。ただし、第９条から第１ 

２条までの規定により支給される鉄道賃、船賃、航空賃又はその他の交通費 

（包括宿泊費及び家族移転費のうちこれらに相当するものを含む。）に食費 

に相当するものが含まれる場合には、当該額の３分の１の額とする。 

４ 旅行者が、旅行中自宅（住所又は居所若しくはこれに相当する場所をい 

う。）に宿泊する場合には、前３項の規定にかかわらず、宿泊手当は支給し 

ない。 

 （転居費） 

第１６条 転居費は、赴任に伴う転居に要する費用（第１８条第１項第１号又

は第２号に規定する場合の家族の転居に要する費用を含む。）とし、その額

は、転居の実態を勘案して次に掲げる方法により算定される額とする。 

 (1) 運送業者が家財の運送を行う場合には、複数の運送業者に見積りをさ

せ、かつ、その中から最も経済的なものを選択するときに限り、当該運送

に要する額を転居費の額とする方法 

 (2) 旅行者が宅配便又は自家用自動車若しくは道路運送法第８０条第１項

の許可を受けて業として有償で貸し渡す自家用自動車その他これらに類す

るものを利用して家財の運送を行う場合には、当該運送に要する額を転居

費の額とする方法。ただし、当該運送に要する額が運送業者に依頼したも

のとして第１号の規定により算定した額を超えるときは、当該額とする。 

 （着後滞在費） 

第１７条 着後滞在費は、赴任に伴う転居に必要な滞在に係る費用とし、その

額は、五夜分を限度として、現に宿泊した夜数に係る宿泊費及び宿泊手当の

合計額に相当する額とする。 

 （家族移転費） 

第１８条 家族移転費は、赴任に伴う家族の移転に要する費用とし、その額

は、次に掲げる額とする。 

 (1) 赴任の際家族（赴任を命ぜられた日において同居している者に限る。

以下この号及び次号において同じ。）を職員の新居住地に移転する場合に

は、家族一人ごとに、職員がその移転をするものとして算定した交通費、

宿泊費、包括宿泊費、宿泊手当及び着後滞在費の合計額に相当する額 

 (2) 前号に規定する場合に該当せず、かつ、赴任を命ぜられた日の翌日か

ら１年以内に家族を職員の居住地（赴任後家族を移転するまでの間に更に

赴任があった場合には、当該赴任後における職員の新居住地）に移転する

場合には、前号の規定に準じて算定した額 

- 43 -



２ 旅行命令権者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情がある場 

合には、前項第２号に規定する期間を延長することができる。 

 （外国旅行の旅費） 

第１９条 外国旅行の旅費については、国家公務員等の旅費に関する法律（昭

和２５年法律第１１４号）の規定の例による。この場合において、国家公務

員の職務の級に相当する職務の級の決定その他調整を必要とする事項につい

ては、その都度町長が定める。 

２ 前項の規定にかかわらず、職員が町長等に随行して外国に旅行する必要が

あるときの当該職員の旅費の額は、町長等が同項の規定に基づいて受ける旅

費の額と同一とする。 

 （退職者等の旅費） 

第２０条 第３条第２項第１号の規定により支給する旅費は、退職等の日の翌

日から３月以内における当該退職等に伴う旅行について、出張又は赴任の例

に準じて規則で定めるものとする。 

２ 前項の場合において、退職等となった職員が家族を移転するときは、転居

費のうち家族の転居に要する費用及び家族移転費に相当するものを加えるも

のとする。 

３ 旅行命令権者は、天災その他やむを得ない事情がある場合には、第１項に

規定する期間を延長することができる。 

 （遺族等の旅費） 

第２１条 第３条第２項第２号又は第３号の規定により支給する旅費は、出張

又は赴任の例に準じて規則で定めるものとする。 

 （旅費の支給額の上限） 

第２２条 鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通費（家族移転費のうちこれ

らに相当する部分を含む。）に係る旅費の支給額は、第９条第１項各号、第

１０条第１項各号、第１１条第１項各号及び第１２条各号に掲げる各費用に

ついて、当該各条及び第７条の規定により計算した額と現に支払った額を比

較し、当該各費用ごとのいずれか少ない額を合計した額とする。 

２ 宿泊費、包括宿泊費、転居費、着後滞在費（宿泊手当に相当する部分を除

く。）、家族移転費（宿泊手当に相当する部分を除く。）に係る旅費の支給額

は、当該各種目について第１３条、第１４条、第１６条、第１７条、第１８

条第１項及び第１９条（宿泊手当に相当する部分を除く。）並びに第７条の

規定により計算した額と現に支払った額を比較し、当該各種目ごとのいずれ

か少ない額を合計した額とする。 

 （旅費の調整） 

第２３条 旅行命令権者は、旅行者が町以外の者から旅費の支給を受ける場合

その他旅行における特別の事情により又は旅行の性質上この条例の規定によ

る旅費を支給した場合には不当に旅行の実費を超えた旅費又は通常必要とし
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ない旅費を支給することとなる場合においては、その実費を超えることとな

る部分の旅費又はその必要としない部分の旅費を支給しないことができる。 

２ 旅行命令権者は、旅行者がこの条例の規定による旅費により旅行すること

が当該旅行における特別の事情により又は当該旅行の性質上困難である場合

には、町長と協議して定める旅費を支給することができる。 

 （国等により旅費の支給を受けるとき） 

第２４条 国、県又は他の地方公共団体等により旅費の支弁を受けるときは、

この条例による旅費はこれを支給しない。ただし、その受ける額がこの条例

による旅費額より少ないときは、その差額を支給する。 

 （旅費の返納） 

第２５条 町長は、旅行者又は旅行役務提供者がこの条例又はこれに基づく規

則の規定に違反して旅費の支給又は旅費に相当する金額の支払を受けた場合

には、当該旅費又は当該金額を返納させなければならない。 

２ 旅行者がこの条例又はこれに基づく規則の規定に違反して旅費の支給を受

けた場合には、町長は、前項に規定する返納に代えて、その後においてその

者に対し支出し、又は支払う給与又は旅費の額から、当該旅費に相当する金

額を差し引くことができる。 

３ 前項に規定する給与の種類は、規則で定める。 

 （規則への委任） 

第２６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項

は、規則で定める。 

 

別表第１（第１３条関係） 

職員区分 宿泊費基準額（一夜につき） 

町長等 国家公務員等の旅費支給規程（昭和２５年大蔵省令第 

４５号。以下「旅費支給規程」という。）別表第２第１

項本邦の表の区分に応じ、指定職職員等の欄に掲げる額 

一般職の職員 旅費支給規程別表第２第１項本邦の表の区分に応じ、職

務の級が１０級以下の者の欄に掲げる額 

別表第２（第１５条関係） 

区分 宿泊手当（一夜につき） 

全ての地 ２，４００円 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 
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２ この条例による改正後の職員等の旅費に関する条例の規定は、この条例の

施行の日以後に出発する旅行から適用し、同日前に出発した旅行について

は、なお従前の例による。 

 （町長、副町長及び教育長の給料その他の給与条例等の一部改正） 

３ 次に掲げる条例の規定中「職員等の旅費に関する条例（昭和４２年条例第

６号）」を「職員等の旅費に関する条例（令和７年かつらぎ町条例第 号）」

に改める。 

 (1) 町長、副町長及び教育長の給料その他の給与条例（昭和３３年かつら

ぎ町条例第２７号）第３条第１項 

 (2) かつらぎ町の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関す

る条例（昭和３７年かつらぎ町条例第９号）第３条第１項 

 (3) かつらぎ町固定資産評価審査委員会条例（昭和５７年かつらぎ町条例

第３０号）第１３条 

 (4) かつらぎ町証人等に対する実費弁償に関する条例（昭和６２年かつら

ぎ町条例第１６号）第２条 

 (5) 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例

（平成１６年かつらぎ町条例第１８号）第６条 

 (6) 会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年かつら

ぎ町条例第３９号）第２３条第２項 
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議案第 ２４ 号 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理等に関する 

条例制定について 

 

 

 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理等に関する条例を

次の理由により、別案のとおり制定するものとする。 

 

  令和７年２月２７日提出 

 

 

                                      かつらぎ町長 中 阪 雅 則   

 

 

                 記 

 

 

１ 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理等に関する条例 

（案文別記） 

 

２ 提案理由 

  刑法等の一部を改正する法律の施行に伴い、関係条例の整備を行うため、

所要の改正をいたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理等に関する条例を

ここに公布する。 

 

  令和７年３月  日 

 

 

                               かつらぎ町長  

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理等 

に関する条例 

 

 

目次 

第１編 関係条例の一部改正（第１条―第７条） 

第２編 経過措置 

第１章 通則（第８条・第９条） 

第２章 職員の給与等に関する条例の一部改正に伴う経過措置（第１０

条） 

附則 

第１編 関係条例の一部改正 

（かつらぎ町個人情報の保護に関する法律施行条例の一部改正） 

第１条 かつらぎ町個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年かつらぎ

町条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

附則第５項及び第６項中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第２条 職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（昭和３３年かつらぎ

町条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

第８条第１項中「禁錮以上の刑」を「拘禁刑」に改める。 

（職員の給与等に関する条例の一部改正） 

第３条 職員の給与等に関する条例（昭和３３年かつらぎ町条例第４４号）の
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一部を次のように改正する。 

第１８条の２第３号及び第４号並びに第１８条の３第１項第１号及び第５

項第１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

（かつらぎ町文化財保護条例の一部改正） 

第４条 かつらぎ町文化財保護条例（昭和４３年かつらぎ町条例第１５号）の

一部を次のように改正する。 

第１５条第１項中「懲役若しくは禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

（かつらぎ町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例の一部改正） 

第５条 かつらぎ町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例（平成２

年かつらぎ町条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

第２１条第１項中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（かつらぎ町消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部改

正） 

第６条 かつらぎ町消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭和

４０年かつらぎ町条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１号中「禁錮
こ

」を「拘禁刑」に改める。 

（かつらぎ町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部改

正） 

第７条 かつらぎ町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭

和３９年かつらぎ町条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１号中「禁錮
こ

」を「拘禁刑」に改める。 

第２編 経過措置 

第１章 通則 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

第８条 この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例によ

る。 

２ この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前の

例によることとされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止

前の条例の規定の例によることとされる罰則を適用する場合において、当該

罰則に定める刑に刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号。以

下「刑法等一部改正法」という。）第２条の規定による改正前の刑法（明治

４０年法律第４５号。以下「旧刑法」という。）第１２条に規定する懲役
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（以下「懲役」という。）（有期のものに限る。以下同じ。）、旧刑法第１

３条に規定する禁錮（以下「禁錮」という。）（有期のものに限る。以下こ

の項において同じ。）又は旧刑法第１６条に規定する拘留（以下「旧拘留」

という。）が含まれるときは、当該刑のうち懲役又は禁錮はそれぞれその刑

と長期及び短期を同じくする有期拘禁刑と、旧拘留は長期及び短期を同じく

する拘留とする。 

（人の資格に関する経過措置） 

第９条 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の条例の規定によりなお従前

の例によることとされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃

止前の条例の規定の例によることとされる人の資格に関する法令の規定の適

用については、無期拘禁刑に処せられた者は無期禁錮に処せられた者と、有

期拘禁刑に処せられた者は刑期を同じくする有期禁錮に処せられた者と、拘

留に処せられた者は刑期を同じくする旧拘留に処せられた者とみなす。 

第２章 職員の給与等に関する条例の一部改正に伴う経過措置 

第１０条 刑法等一部改正法及び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関

係法律の整理等に関する法律（令和４年法律第６８号）並びにこの条例の施

行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められている罪につき起訴

をされた者は、第３条の規定による改正後の職員の給与等に関する条例第１

８条の３第１項（第１号に係る部分に限る。）及び第５項（第３号に係る部

分に限る。）の規定の適用については、拘禁刑が定められている罪につき起

訴をされた者とみなす。 

 

附 則 

この条例は、刑法等一部改正法の施行の日（令和７年６月１日）から施行す

る。 
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議案第 ２５ 号 

 

公の施設における使用料に関する見直しに伴う関係条例の整備 
に関する条例制定について 

 
 

公の施設における使用料に関する見直しに伴う関係条例の整備に関する条例

を次の理由により、別案のとおり制定するものとする。 

 

令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則   

 

 

記 

 
 
１ かつらぎ町公の施設における使用料に関する見直しに伴う関係条例の整備

に関する条例（案文別記） 
 
２ 提案理由 

公の施設における使用料に関する見直し及び表記の整理等に伴い、関係条

例の整備を行うため、所要の改正をいたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

公の施設における使用料に関する見直しに伴う関係条例の整備に関する条例

をここに公布する。 

 

令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長 

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

公の施設における使用料に関する見直しに伴う関係条例の整備 
に関する条例 

 

 

（かつらぎ町平和祈念施設の設置及び管理に関する条例の一部改正) 

第１条 かつらぎ町平和祈念施設の設置及び管理に関する条例（令和５年かつ

らぎ町条例第６号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

  かつらぎ町平和祈念施設設置及び管理に関する条例 

第９条中「、使用料」を「、規則で定めるところにより使用料」に改める。 

別表を次のように改める。 

別表（第７条関係） 

名称 種別 使用料(１時間につき) 

平和祈念館 和室１ 100円

和室２ 100円

大ホール 200円

平和祈念像施設  400円

  備考 

１ 利用時間は、利用のための準備及び利用後の復元のための時間を含 

 むものとする。 

２ １時間未満の利用は、１時間とする。 

（かつらぎ町地域交流センター設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第２条 かつらぎ町地域交流センター設置及び管理に関する条例（平成２５年

かつらぎ町条例第４０号）の一部を次のように改正する。 
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  第６条に次の１項を加える。 

 ２ 使用料の額は、この表により計算した額に消費税法（昭和６３年法律第

１０８号）に定める消費税の税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）に定める地方消費税の税率を乗じて得た額を加算した

額（この額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

  第８条中「、使用料」を「、規則で定めるところにより使用料」に改める。 

  別表を次のように改める。 

 別表（第６条関係） 

名称 種別 使用料（１時間につき） 

大谷地域交流センター 和室１ 100 円 

和室２ 100 円 

実習室 100 円 

会議室 100 円 

集会室(ホール) 100 円 

丁ノ町地域交流センター 会議室１ 100 円 

談話室 100 円 

実習室 100 円 

和室 100 円 

会議室２ 100 円 

集会室(ホール) 100 円 

中飯降地域交流センター 実習室 100 円 

和室１ 100 円 

和室２ 100 円 

集会室(ホール) 200 円 

河南地域交流センター 実習室１ 100 円 

実習室２ 100 円 

談話室 100 円 

会議室１ 100 円 

会議室２ 100 円 

会議室３ 100 円 

会議室４ 100 円 

和室 100 円 

集会室(ホール) 100 円 

  備考 

   １ 利用時間は、利用のための準備及び利用後の復元のための時間を含

むものとする。 

２ １時間未満の利用は、１時間とする。 

（四郷地域交流センター（ともがき）設置及び管理に関する条例の一部改正） 
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第３条 四郷地域交流センター（ともがき）設置及び管理に関する条例（平成

２６年かつらぎ町条例第３号）の一部を次のように改正する。 

  第６条に次の１項を加える。 

 ２ 使用料の額は、この表により計算した額に消費税法（昭和６３年法律第

１０８号）に定める消費税の税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）に定める地方消費税の税率を乗じて得た額を加算した

額（この額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

  第８条中「、使用料」を「、規則で定めるところにより使用料」に改める。 

  別表を次のように改める。 

 別表（第６条関係） 

種別 使用料（１時間につき） 

交流体験室 100 円 

調理実習室 100 円 

憩の間 100 円 

大会議室 100 円 

会議室 100 円 

展示資料室 100 円 

子ども交流室 100 円 

多目的集会場 300 円 

グラウンド 100 円 

  備考 

   １ 利用時間は、利用のための準備及び利用後の復元のための時間を含

むものとする。 

２ 1 時間未満の利用は、1 時間とする。 

（志賀地域交流センター（ふれあい）設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第４条 志賀地域交流センター（ふれあい）設置及び管理に関する条例（令和

４年かつらぎ町条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

  第７条に次の１項を加える。 

 ２ 使用料の額は、この表により計算した額に消費税法（昭和６３年法律第

１０８号）に定める消費税の税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）に定める地方消費税の税率を乗じて得た額を加算した

額（この額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

  第９条中「、使用料」を「、規則で定めるところにより使用料」に改める。 

  別表を次のように改める。 

 別表（第７条関係） 

種別 使用料（１時間につき） 

会議室１ 100 円 

会議室２ 100 円 
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会議室 3 100 円 

調理室 100 円 

大広間 200 円 

   備考 

   １ 利用時間は、利用のための準備及び利用後の復元のための時間を含

むものとする。 

２ 1 時間未満の利用は、1 時間とする。 

（新城地域交流センター（「水とみどりの美術館」（すぎのこ））設置及び管理

に関する条例の一部改正） 

第５条 新城地域交流センター（「水とみどりの美術館」（すぎのこ））設置及び

管理に関する条例（平成２９年かつらぎ町条例第２２号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第７条に次の１項を加える。 

 ２ 使用料の額は、この表により計算した額に消費税法（昭和６３年法律第

１０８号）に定める消費税の税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）に定める地方消費税の税率を乗じて得た額を加算した

額（この額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

  第９条中「、使用料」を「、規則で定めるところにより使用料」に改める。 

  別表を次のように改める。 

別表（第７条関係） 

種別 使用料（１時間につき） 

集会室１ 200 円 

集会室２ 100 円 

   備考 

   １ 利用時間は、利用のための準備及び利用後の復元のための時間を含

むものとする。 

２ 1 時間未満の利用は、1 時間とする。 

（天野地域交流センター（ゆずり葉）設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第６条 天野地域交流センター（ゆずり葉）設置及び管理に関する条例（平成

２７年かつらぎ町条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

  第７条に次の１項を加える。 

 ２ 使用料の額は、この表により計算した額に消費税法（昭和６３年法律第

１０８号）に定める消費税の税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）に定める地方消費税の税率を乗じて得た額を加算した

額（この額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

  第９条中「、使用料」を「、規則で定めるところにより使用料」に改める。 

  別表中（1）を次のように改める。 
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  （1） 

種別 使用料（１時間につき） 

調理室 100 円 

集会室 100 円 

老人談話室 100 円 

子供支援室 100 円 

研修室 A 100 円 

研修室 B 100 円 

研修室 C 100 円 

体育館 500 円 

  備考 

   １ 利用時間は、利用のための準備及び利用後の復元のための時間を含

むものとする。 

２ 1 時間未満の利用は、1 時間とする。 

（かつらぎ町立学校施設使用条例の一部改正） 

第７条 かつらぎ町立学校施設使用条例(昭和３３年かつらぎ町条例第１９号)

の一部を次のように改正する。 

  第６条中「、別に条例で定める」を「、別表のとおりとする」に改め、同

条に次の１項を加える。 

 ２ 使用料の額は、別表により計算した額に消費税法（昭和６３年法律第１

０８号）に定める消費税の税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）に定める地方消費税の税率を乗じて得た額を加算した額

（この額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

第７条第２号中「次条第３号」を「第９条第３号」に改める。 

第１１条を第１２条とし、第８条から第１０条までを１条ずつ繰り下げ、

第７条の次に次の１条を加える。 

第８条 町長は、特に必要があると認めるときは、規則で定めるところによ

り使用料を減額し、又は免除することができる。 

  附則の次に次の別表を加える。 

 別表（第６条関係） 

  (1) 学校体育施設基本使用料 

種別 使用料（１時間につき） 

屋内運動場 200 円 

屋外運動場 100 円 

  (2) 夜間照明設備使用料 

種別 使用料（１時間につき） 

笠田中学校屋外運動場夜間照明設備 1,000 円 

大谷小学校屋外運動場夜間照明設備 900 円 
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渋田小学校屋外運動場夜間照明設備 500 円 
備考 

１ 本町以外に住所を有する者が使用する場合は、基本使用料の１０割 

を加算する。 

２ 利用時間は、利用のための準備及び利用後の復元のための時間を含 

むものとする。 

３ 1 時間未満の利用は、1 時間とする。 

(3) 学校施設基本使用料 

種別 使用料（１時間につき） 

教室 

(１教室につき) 

100 円 

  備考 

１ 本町以外に住所を有する者が使用する場合は、基本使用料の１０割 

を加算する。 

２ 利用時間は、利用のための準備及び利用後の復元のための時間を含 

むものとする。 

３ 1 時間未満の利用は、1 時間とする。 

（かつらぎ町シビックセンター設置及び管理条例の一部改正） 

第８条 かつらぎ町シビックセンター設置及び管理条例（平成５年かつらぎ町

条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

  題名を次のように改める。 

    かつらぎ町シビックセンター設置及び管理に関する条例 

第４条中「別に条例の定めるところにより」を「別表に定める額の」に改

め、同条に次の１項を加える。 

２ 使用料の額は、この表により計算した額に消費税法（昭和６３年法律第

１０８号）に定める消費税の税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）に定める地方消費税の税率を乗じて得た額を加算した

額（この額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

第６条を第８条とし、第５条を第７条とし、第４条の次に次の２条を加える。 

（使用料の還付） 

第５条 既納の使用料は、還付しない。ただし、施設を使用しないことにつ

いて町長がやむを得ないと認めるときは、その全部又は一部を還付するこ

とができる。 

（使用料の減免） 

第６条 町長は、特に必要であると認めるときは、規則で定めるところによ

り使用料を減額し、又は免除することができる。 

附則の次に次の別表を加える。 

別表（第４条関係） 
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１ シビックセンター基本使用料 

（単位：円） 

 使用時間 

 

区分 

（午前） 

9：00～ 

12：00 

（午後） 

13：00～ 

17：00 

（夜間） 

18：00～ 

22：00 

（全日） 

9：00～ 

22：00 

備考 

大ホール 

（平日） 

10,000 15,000 20,000 45,000 椅子・舞台共 

大ホール 

（土・日・祝） 

12,000 18,000 24,000 54,000 椅子・舞台共 

大 ホ ー ル の

み使用 

（平日） 

7,000 10,500 14,000 31,500 椅子なし 

大 ホ ー ル の

み使用 

（土・日・祝） 

8,400 12,600 16,800 37,800 椅子なし 

舞 台 の み 使

用 

(平日) 

6,000 9,000 12,000 27,000  

舞 台 の み 使

用 

(土・日・祝） 

7,200 10,800 14,400 32,400  

Ａ Ｖ ホ ー ル

（平日） 

6,000 9,000 12,000 27,000  

Ａ Ｖ ホ ー ル

(土・日・祝） 

7,200 10,800 14,400 32,400  

控室（楽屋） 500 500 500 1,500  

展 示 ホ ー ル

(平日) 

4,500 6,000 7,500 18,000  

展 示 ホ ー ル

(土・日・祝) 

5,000 6,500 8,000 19,500  

２ 階 リ ハ ー

サル室 

1,000 1,000 1,000 3,000  

２ 階 ス タ ジ

オ 

700 700 700 2,100  

イ ベ ン ト 広

場 

5,000 7,500 10,000 22,500  

野 外 ス テ ー

ジ広場 

5,000 7,500 10,000 22,500  
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会議室 使用料（１時間につき） 備考 

和室１ 500   

和室２ 350   

和室３ 350   

研修室 1,500   

料理実習室 1,000   

会議室Ａ 2,000  マイク設備付 

会議室Ｃ 1,000   

会議室Ｄ 350   

備考 

１ 大ホール（椅子なし）のみ使用の場合は、大ホール（椅子・舞台共） 

基本料金の７割とする。 

２ 舞台のみ使用の場合は、大ホール（椅子・舞台共）基本料金の６割 

とする。 

３ 大ホールで冷暖房を必要とする場合は、基本料金の５割増しとする。 

４ 町外（橋本広域市町村圏域及び大阪府和泉市を除く。）居住者の使用 

は、基本料金の５割増しとする。 

５ 入場料又はこれに類するものを徴収する場合の使用料 

入場者１人当たりの徴収額の最

高額 

商業宣伝、営業又はこれらに類するもの 

3,000 円以下 基本料金の５割増し 

3,001 円以上 基本料金の１０割増し 

６ イベント広場、野外ステージ広場の使用料は、催しの場合のみ徴収 

する。 

７ 使用区分による時間帯を連続して使用した場合における使用料の額 

は、それぞれ区分ごとの使用料の合算した額とする。 

８ 使用延長料金については、３０分当たり直近の使用時間帯使用料の 

 ３割相当分とする。 

９ 利用時間は、利用のための準備及び利用後の復元のための時間を含 

むものとする。 

      １０ 会議室において、１時間未満の利用は、１時間とする。 

   １１ 会議室に付随する設備の使用については、基本使用料に含むもの 

     とする。 

   １２ 野外ステージ広場の電気設備を使用した場合は、１時間当たり２

００円を徴する。 

２ 附属設備使用料 
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番号 品名 単位 使用料（円） 

(１回につき) 

備考 

１ 平台 １台 200  

２ 箱足 １個 50  

３ 緋毛氈 １枚 100  

４ 高座用座布団 １枚 100  

５ 地がすり １枚 1,000  

６ ジョーゼット幕 １式 2,000  

７ 屏風 半双 1,000  

８ 演台 １台 500  

９ 司会者卓 １卓 200  

１０ 花台 １台 100  

１１ プログラムスタンド １台 100  

１２ ホワイトボード １台 200  

１３ 指揮台 １台 200  

１４ 指揮者用譜面台 １台 200  

１５ 譜面台 １台 100  

１６ 展示パネル １枚 50  

１７ 音響反射板 １式 4,000  

１８ プロジェクター １台 3,000 大ホール用 

スクリーン付き 

１９ プロジェクター １台 1,500 スクリーン付き 

２０ ワイヤレスアンプ １式 1,000 マイク２本付き 

２１ ＢＬ、ＤＶＤプレーヤー １台 500  

２２ 音響操作卓 １式 4,000 大ホール 

２３ 音響操作卓 １式 2,000 ＡＶホール 

２４ ステージスピーカー １台 500  

２５ ＣＤデッキ（再生機） １台 500  

２６ マイクロホン １本 400  

２７ マイクスタンド １本 100  

２８ 調光操作卓 １式 4,000 大ホール 

２９ ボーダーライト １列 500 大ホール 

３０ サスペンションライト １列 1,500 大ホール 

３１ アッパーホリゾントラ

イト 

１列 1,200 大ホール 

３２ ロアーホリゾントライ

ト 

１列 1,200 大ホール 

３３ シーリングライト １列 1,200 大ホール 
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３４ 客席シーリングライト １列 600 大ホール 

３５ フロントサイドスポッ

トライト 

１列 300 大ホール 

３６ フロアコンセント １回路 150 大ホール 

３７ ピンスポットライト １台 1,500 大ホール 

３８ 調光操作卓 １式 2,000 ＡＶホール 

３９ ボーダーライト １列 300 ＡＶホール 

４０ サスペンションライト １列 500 ＡＶホール 

４１ ロアーホリゾントライ

ト 

１列 300 ＡＶホール 

４２ シーリングライト １列 500 ＡＶホール 

４３ フロアコンセント １回路 100 ＡＶホール 

４４ 効果機器 １台 100  

４５ 特設電源 １回路 150  

４６ グランドピアノ １台 5,000 大ホール 

（調律費別途） 

４７ グランドピアノ １台 3,000 ＡＶホール 

（調律費別途） 

４８ 机 １台 100 ホール使用 

４９ 椅子 １脚 50 ホール使用 

備考 

１ １回とは、午前９時から正午まで、午後１時から午後５時まで及び 

午後６時から午後１０時までのそれぞれの使用時間における使用を 

いう。 

２ 会議室においては、４時間までは１回、以降４時間毎に使用回数を

加算する。終日使用については３回とする。 

３ この表に掲げるもの以外の附属設備及び備品の使用料は、類似する 

附属設備又は備品の使用料に準じて算定した額とする。 

３ 設置し、管理又は管理する場合 

種別 単位 使用料（月額） 備考 

食堂売店 １フロアー 収入金額の 10％ 90 ㎡ 

自動販売機 １台につき 売上金額の 10％以上 

25％以内 

 

４ 手数料 

    入場券等の販売手数料は販売金額の１０％とする。 

（かつらぎ町保健福祉センター等設置及び管理条例の一部改正） 
第９条 かつらぎ町保健福祉センター等設置及び管理条例（平成１２年かつらぎ町条

例第１３号）の一部を次のように改正する。 
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題名を次のように改める。 

かつらぎ町保健福祉センター等設置及び管理に関する条例 

第４条第２項中「別に条例で定める」を「１回当たり９１円とする」に改

め、同条に次の１項を加える。 

３ 使用料の額は、前項の額に消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に定

める消費税の税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）に定める地方消費税の税率を乗じて得た額を加算した額（この額に１

円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

  第６条を第７条とし、第５条を第６条とし、第４条の次に次の１条を加え

る。 

（使用料の減免) 

第５条 町長は、特に必要があると認めるときは、規則で定めるところによ

り使用料を減額し、又は免除することができる。 

（かつらぎ町地域福祉センターの設置条例の一部改正) 

第１０条 かつらぎ町地域福祉センターの設置条例（平成６年かつらぎ町条例

第７号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

かつらぎ町地域福祉センター設置及び管理に関する条例 

第１１条を第１４条とし、第１０条を第１３条とし、第９条を第１２条と

し、同条の前に次の２条を加える。 

（使用料の還付） 

第１０条 既に納付された使用料は、還付しない。ただし、次の各号のい 

ずれかに該当する場合は、この限りでない。 

(1) 使用者の責任に帰さない理由により使用することができないとき。 

(2) 使用日の前日までに使用許可申請を撤回したとき。 

 （使用料の減免） 

第１１条 町長は、特に必要があると認めたときは、規則で定めるところ 

により使用料を減額し、又は免除することができる。 

 第８条第２項を次のように改める。 

２ 使用料の額は、この表により計算した額に消費税法（昭和６３年法律第

１０８号）に定める消費税の税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）に定める地方消費税の税率を乗じて得た額を加算した

額（この額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

 第８条第３項を削り、同条を第９条とする。 
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第７条を第８条とし、第３条から第６条までを１条ずつ繰り下げ、第２条

の次に次の１条を加える。 

 （管理） 

第３条 福祉センターは、常に良好な状態において管理し、設置の目的に応

じて最も効果的に運用しなければならない。 

別表を次のように改める。 

別表(第９条関係) 

備考 

１ 利用時間は、利用のための準備及び利用後の復元のための時間を含 

 むものとする。 

２ １時間未満の利用は、１時間とする。 

（かつらぎ町ゆうゆうコミュニティホーム設置及び管理条例の一部改正) 

第１１条 かつらぎ町ゆうゆうコミュニティホーム設置及び管理条例（平成２

８年かつらぎ町条例第４２号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

かつらぎ町ゆうゆうコミュニティホーム設置及び管理に関する条例 

第６条に次の１項を加える。 

２ 使用料の額は、この表により計算した額に消費税法（昭和６３年法律第

１０８号）に定める消費税の税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）に定める地方消費税の税率を乗じて得た額を加算した

額（この額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

  第８条中「、使用料」を「、規則で定めるところにより使用料」に改める。 

別表を次のように改める。 

別表(第６条関係) 

種別 使用料(１時間につき) 
１階事務室 100円

１階相談室 100円

１階娯楽室 100円

２階広間 100円

２階調理室 100円

  備考 

   １ 利用時間は、利用のための準備及び利用後の復元のための時間を含

種別 使用料（１時間につき） 
多機能研修室 1,000 円 

日常生活訓練室 300 円 
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むものとする。 

   ２ １時間未満の利用は、１時間とする。 

 （大型共同作業場設置条例の一部改正） 

第１２条 大型共同作業場設置条例（昭和５２年かつらぎ町条例第７号）の一 

部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

    大型共同作業場設置及び管理に関する条例 

第３条中「町長が別に」を削り、同条を第１１条とし、第２条の次に次の

８条を加える。 

  （管理） 

第３条 大型共同作業場は、常に良好な状態において管理し、設置の目的に 

応じて最も効果的に運用しなければならない。 

  （使用の承認） 

第４条 大型共同作業場を使用しようとする者は、町長に申請書を提出して、 

承認を受けなければならない。 

２ 前項の承認を受けた者（以下「使用者」という。）が使用を取り消し、 

又は変更しようとするときは、町長に届け出なければならない。 

  （使用の不承認） 

第５条 町長は、公益の維持管理及び施設の保全に支障があると認めたときは、 

使用を承認しないことができる。 

（承認の取消し等) 

第６条 町長は、使用者が次の各号のいずれかに該当するときは、承認した

事項を変更し、又は承認を取り消し、若しくは利用の中止を命ずることが

できる。 

(1) 承認を受けた利用の目的に違反したとき。 

(2) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(3) 偽りその他不正な行為により承認を受けたとき。 

(4) 天災地変その他やむを得ない事由により必要があると認められるとき。 

(5) 前各号に掲げる場合のほか、大型共同作業場の管理上特に必要がある 

と認められるとき。 

  （使用料） 

第７条 使用者は、１ヵ月につき、３０，５４６円の使用料を納付しなけれ 

ばならない。この場合において、使用期間が１ヵ月に満たない期間につい 

ては、１ヵ月に繰り上げるものとする。また、使用期間は、使用のための 

準備及び使用後の復元のための期間を含むものとする。 
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２ 使用料の額は、前項により計算した額に消費税法（昭和６３年法律第１０ 

８号）に定める消費税の税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和２５年法律 

第２２６号）に定める地方消費税の税率を乗じて得た額を加算した額（この 

額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

  （使用料の還付） 

第８条 既に納入した使用料は、還付しない。ただし、使用者の責めによらな 

い事由により使用することができないときは、この限りでない。 

  （使用料の減免） 

第９条 町長は、特に必要があると認めたときは、使用料を減額し、又は免除 

することができる。 

  （実費の弁償） 

第１０条 町長は、使用者が建物、建具、機械器具又は備品等を破損したとき 

は、協議の上、使用者にその損害額を賠償させることができる。 

（かつらぎ町国民健康保険診療所条例の一部改正） 
第１３条 かつらぎ町国民健康保険診療所条例（昭和５２年かつらぎ町条例第１９号）

の一部を次のように改正する。 
  題名を次のように改める。 
    かつらぎ町国民健康保険診療所設置及び管理に関する条例 

第４条を次のように改める。 

（使用料及び手数料) 

第４条 町長は、前条の診療を受けた者から使用料及び手数料を徴収する。 

２ 診療所の医療に係る使用料の額は、健康保険法（大正１１年法律第７０ 

号）及び高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）の 

規定により厚生労働大臣が定める診療報酬の算定方法その他法令等による 

算定方法に基づき算定した額とする。 

（かつらぎ斎場設置及び管理条例の一部改正） 

第１４条 かつらぎ斎場設置及び管理条例（昭和５７年かつらぎ町条例第２２

号）の一部を次のように改正する。 

  題名を次のように改める。 

    かつらぎ斎場設置及び管理に関する条例 

 第６条第１項中「別に条例で定めるところによる」を「別表に定める」に

改め、同条第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 使用料（火葬、小動物火葬、小動物個別火葬（返骨）を除く。）の額は、

この表により計算した額に消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に定め

る消費税の税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和２５年法律第２２６号）
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に定める地方消費税の税率を乗じて得た額を加算した額（この額に１円未

満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 
 第７条を次のように改める。 

（使用料の減免） 
第７条 町長は、特に必要があると認めるときは、規則で定めるところによ 

り使用料を減額し、又は免除することができる。 

附則の次に次の別表を加える。 

別表（第６条関係） 

区 分 単 位 使用料（円） 

町内利用 町外利用 

火
葬 

１２歳以上 １体 20,000 120,000 

１２歳未満 １体 14,000 50,000 

死・流産児 １胎 7,000 20,000 

その他 １件 4,000 6,000 

遺体安置室 ２４時間以内 3,000 6,000 

２４時間を超え１時
間毎 

200 400 

式場 通夜から告別式まで 51,000 102,000 

通夜のみ 25,500 51,000 

告別式のみ 25,500 51,000 

密葬等 
（一時使用） 

10,000 20,000 

和室 通夜から告別式まで 17,000 34,000 

通夜のみ 8,500 17,000 

告別式のみ 8,500 17,000 

控室 通夜から告別式まで 3,000 6,000 

通夜のみ 1,500 3,000 

告別式のみ 1,500 3,000 

祭壇 50,000 100,000 
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小
動
物 

火葬 １件 5,000 10,000 

個別火葬 
（返骨） 

１件 上記金額に 
3,000 円を加
算 

上記金額に 
3,000 円を加
算 

自動販売機 飲料水 売上金額の 10％以上 25％以内 
１円未満切捨
て 

備考 

１ 町内利用とは次の各号のいずれかに該当する場合に係る利用をいい、  

町外利用とはそれ以外の場合に係る利用をいう。 

(1) 死亡者が死亡時に本町に住所を有していた場合 

(2) 使用者が本町に住所を有している場合 

(3) 死亡者が死亡時に介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１３ 

 条第１項に規定する住所地特例対象施設に入所又は入居をしていた 

者であって、本町の介護保険の被保険者であった場合 

(4) 前３号に掲げるもののほか、町長が特に必要があると認める場合 

 （かつらぎ霊園墓地設置及び管理条例の一部改正） 
第１５条 かつらぎ霊園墓地設置及び管理条例（昭和５７年かつらぎ町条例第 

１１号）の一部を次のように改正する。 
題名を次のように改める。 

かつらぎ霊園墓地設置及び管理に関する条例 

第７条第１項中「別の条例で定めるところにより、」を「別表に定める」 

に改める。 

  第１６条中「、使用料」を「、規則で定めるところにより使用料」に改め 

る。 

  附則の次に次の別表を加える。 

別表（第７条関係） 

使用面積 使用料 
1区画 3.24平方メートル 

（縦1.8メートル横1.8メートル） 

400,000円 

（ただし、既使用の場合は、 

240,000円とする。） 

（地域振興施設設置条例の一部改正） 

第１６条 地域振興施設設置条例（昭和５６年かつらぎ町条例第９号）の一部

を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

    地域振興施設設置及び管理に関する条例 

第１条に見出しとして「（設置）」を付する。 

第２条に見出しとして「（名称及び位置）」を付する。 
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第３条を次のように改める。 

  （使用の承認） 

第３条 地域振興施設を使用しようとする者は、町長に申請書を提出して、

承認を受けなければならない。 

第４条に見出しとして「（委任）」を付し、同条中「町長が別に」を削り、 

同条を第９条とし、第３条の次に次の５条を加える。 

（使用の不承認） 

第４条 町長は、公益の維持管理及び施設の保全に支障があると認めたとき

は、使用を承認しないことができる。 

  （使用料） 

第５条 使用者は、１時間につき、１００円の使用料を納付しなければなら

ない。この場合において、使用時間が１時間に満たない時間については、

１時間に繰り上げるものとする。また、使用時間は、使用のための準備及

び使用後の復元のための時間を含むものとする。 

２ 使用料の額は、前項により計算した額に消費税法（昭和６３年法律第１

０８号）に定める消費税の税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）に定める地方消費税の税率を乗じて得た額を加算した額

（この額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

（使用料の還付） 

第６条 既に納入した使用料は、還付しない。ただし、使用者の責めによら

ない事由により使用することができないときは、この限りでない。 

（使用料の減免） 

第７条 町長は、特に必要があると認めたときは、規則で定めるところによ

り使用料を減額し、又は免除することができる。 

（実費の弁償） 

第８条 町長は、使用者が建物、建具、機械器具又は備品等を破損したとき

は、協議の上、使用者にその損害額を賠償させることができる。 

（はなぞの温泉「花圃の里」設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第１７条 はなぞの温泉「花圃の里」設置及び管理に関する条例（平成２１年

かつらぎ町条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

第８条に次の１項を加える。 

 ２ 使用料の額は、この表により計算した額に消費税法（昭和６３年法律第

１０８号）に定める消費税の税率を乗じて得た額及び地方消費税法（昭和

２５年法律第２２６号）に定める地方消費税の税率を乗じて得た額を加算

した額（この額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）と
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する。 

第１０条中「公益上必要があると認めるときは、使用料」を「特に必要が

あると認めるときは、規則で定めるところにより使用料」に改める。 

別表の４の項ア中「町民」を「かつらぎ町民及び大阪府和泉市民」に改め、

同表備考を削る。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後のかつらぎ斎場設置及び管理に関する条例に規定す 

る使用料については、令和７年１０月１日以降の申請について適用し、令和 

７年９月３０日以前の申請については、なお従前の例による。 
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議案第 ２６ 号 

 

かつらぎ町使用料、手数料、督促及び延滞金条例の 

一部を改正する条例制定について 
 
 

かつらぎ町使用料、手数料、督促及び延滞金条例（昭和３３年かつらぎ町条

例第３３号）の一部を次の理由により、別案のとおり改正するものとする。 

 

令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則   

 

 

記 

 
 
１ かつらぎ町使用料、手数料、督促及び延滞金条例の一部を改正する条例 

（案文別記） 
 
２ 提案理由 

公の施設における使用料に関する見直しに伴い、既存条例の整備を行うた

め、所要の改正をいたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

かつらぎ町使用料、手数料、督促及び延滞金条例の一部を改正する条例をこ

こに公布する。 

 

令和７年３月  日 

 

 

       かつらぎ町長 

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

かつらぎ町使用料、手数料、督促及び延滞金条例の一部を改正する条例 

 

 

かつらぎ町使用料、手数料、督促及び延滞金条例（昭和３３年かつらぎ町条

例第３３号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１条中「並びに公の施設の利用」を削る。 

別表第１を次のように改める。 

別表第１（第２条関係） 

１ 行政財産の使用料 
種別 使用目的 単位 使用料 
土地 電柱等 (路線を支持するために利用す

るものをいう。) 
1 本につき 年額 

1,500 円

共架電線 (電柱又は電話柱を設置する

者以外の者が当該電柱又は電話柱に

設置する電線をいう。)その他上空に設

ける線類 

長さ 1m につき 年額 

5 円

学校施設の敷地の一部使用 (教職員の

通勤用自動車(自動二輪車を除く。)の
駐車場として使用するものをいう。) 

1 台につき 月額 

1,000 円

その他 1m2 につき 年額 

430 円

建物 庁舎等の一部使用 
(防火対象として建物の一部とみなさ

れる場合を含む。) 

1m2 につき 年額 

2,000 円
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備考 
１ この表の料金によることが不適当と認めるものについては、隣接の土 

地の賃借料等を考慮して、その都度町長が定める。 
２ 使用期間が１年に満たないときは、月割りをもって計算し、使用期間 

が１月に満たないときは、１月として計算する。 
３ 使用の長さが１メートル未満のとき又は１メートル未満の端数がある 

ときは、これを１メートルに、使用面積が１平方メートル未満のとき又 
は１平方メートル未満の端数があるときは、これを１平方メートルとし 
て計算する。 

４ 使用料の額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。 
 

附 則 

この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 
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議案第 ２７ 号 

 

妙寺防災コミュニティセンター設置及び管理に関する条例 

の全部を改正する条例制定について 

 

 

 妙寺防災コミュニティセンター設置及び管理に関する条例（平成３０年かつ

らぎ町条例第２号）の全部を次の理由により、別案のとおり改正するものとす

る。 

 

 令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則    

 

 

記 

 

 

１ 妙寺防災コミュニティセンター設置及び管理に関する条例の全部を改正す

る条例（案文別記） 

 

２ 提案理由 

  妙寺防災コミュニティセンターにおける使用料に関する見直し及び使用許

可の整備等に伴い、全部改正いたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

妙寺防災コミュニティセンター設置及び管理に関する条例をここに公布する。 

 

  令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長 

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

妙寺防災コミュニティセンター設置及び管理に関する条例 

 

 

妙寺防災コミュニティセンター設置及び管理に関する条例（平成３０年かつ

らぎ町条例第１８号）の全部を改正する。 

 

（設置） 

第１条 町民の防災意識の向上のため、災害発生時における災害対策活動の拠

点、平時における防災に関する啓発、教育及び訓練の場並びに地域コミュニテ

ィ活動の場として、妙寺防災コミュニティセンター（以下「センター」という。）

を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

妙寺防災コミュニティセンター かつらぎ町大字妙寺４４５番地の１ 

（職員） 

第３条 センターには、センター長、その他必要な職員を置くことができる。 

２ センター長は、かつらぎ町教育委員会（以下「教育委員会」という。）の

命を受けてセンターの事務を掌握し、所属職員を指揮監督し、センターの任

務達成に努める。 

（事業） 

第４条 センターは、第１条に掲げる目的を達成するため、次に掲げる事業を

行う。 

(1) 非常時の避難場所としての提供に関すること。 
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(2) 防災についての研修及び指導に関すること。 

(3) 防災に関する研修等自主活動に施設を使用させること。 

(4) その他設置目的を達成するために必要なこと。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事業 

 （センターの目的外使用） 

第５条 教育委員会は、前条に定める事業を妨げない範囲において、第１条に

規定する以外の目的に使用させることができる。 

（使用の許可） 

第６条 センターを目的外使用しようとする者は、教育委員会規則で定めると

ころにより使用の申込みを行い、使用の許可を受けなければならない。 

２ センター長は、前項の許可に、管理上必要な範囲内で条件を付することが

できる。 

３ センター長は、次の各号のいずれかに該当するときは、第１項の許可をし

ない。 

(1) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。 

(2) 集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織の利益

になると認めるとき。 

(3) 建物又は附属設備若しくは備品を損傷し、又は滅失するおそれがあると

き。 

(4) 営利を目的として利用するとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、管理上支障があると認めるとき。 

 （事務手続） 

第７条 センターの使用に関する事務は、教育委員会が行うものとする。 

 （使用料） 

第８条 センターの使用の許可を受けた者は、別表に定める使用料を納付しな

ければならない。 

２ 使用料の額は、この表により計算した額に消費税法（昭和６３年法律第１

０８号）に定める消費税の税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）に定める地方消費税の税率を乗じて得た額を加算した額（こ

の額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

３ 既に納付した使用料は、還付しない。ただし、町長が特別の事由があると

認めたときは、その全部又は一部を還付することができる。 

 （使用料の減免） 

第９条 町長は、特に必要があると認めるときは、教育委員会規則で定めると
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ころにより使用料を減額し、又は免除することができる。 

（使用許可の取消し等） 

第１０条 センター長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用の許可

を取り消し、又は使用を制限し、若しくは使用の停止を命ずることができる。 

(1) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(2) 第６条第３項各号のいずれかに該当する事由が生じたとき。 

(3) 偽りその他不正の手段により使用の許可を受けたとき。 

(4) 使用の許可に付した条件に違反したとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、特に必要があると認めるとき。 

２ 前項の許可の取り消しによって使用者に損害が生じても、センター長はそ

の責めを負わない。 

 （立入りの制限等） 

第１１条 センター長は、次の各号のいずれかに該当する者に対して、センタ

ーへの立ち入りを拒絶し、又は退去を命ずることができる。 

(1) 他人に危害を及ぼし、又は他人の迷惑になるおそれのある者 

(2) 他人に危害を及ぼし、又は他人の迷惑になるおそれのある物を携帯する 

 者 

(3) 建物等を損傷し、又は滅失するおそれのある者 

(4) 前３号に掲げるもののほか、管理上支障がある行為をする者 

（使用者の責任） 

第１２条 使用者は建物等の管理保全に努めなければならない。 

２ 使用者は、センターの使用が終了したとき、又は第１０条の規定により使

用の許可の取り消しを受けたときは、直ちに原状に回復しなければならない。 

（損害の賠償） 

第１３条 何人も、建物等を損傷し、又は滅失したときは、その損害を賠償し

なければならない。 

（使用目的の変更等の禁止） 

第１４条 使用者は、許可を受けないで使用目的を変更し、又は使用の権利を

譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

（教育委員会への委任） 

第１５条 センターの管理運営は、かつらぎ町教育委員会が行う。 

（規則への委任） 

第１６条 この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会規則で定める。 
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附 則 

この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

 

別表（第８条関係） 

名称 種別 使用料（１時間につき） 

妙寺防災コミュニティ 

センター 

第１研修室 100 円 

第２研修室 400 円 

調理室 200 円 

備考 

１ 利用時間は、利用のための準備及び利用後の復元のための時間を含む 

ものとする。 

２ １時間未満の利用は、１時間とする。 
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議案第 ２８ 号 

 

かつらぎ町立公民館設置及び管理条例の全部を改正する 

条例制定について 

 

 

 かつらぎ町立公民館設置及び管理条例（昭和３３年かつらぎ町条例第１８号）

の全部を次の理由により、別案のとおり改正するものとする。 

 

 令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則    

 

 

記 

 

 

１ かつらぎ町立公民館設置及び管理条例の全部を改正する条例（案文別記） 

 

２ 提案理由 

  公民館における使用料に関する見直し及び表記の整理等に伴い、全部改正

いたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

かつらぎ町立公民館設置及び管理に関する条例をここに公布する。 

 

  令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長 

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

かつらぎ町立公民館設置及び管理に関する条例 

 

 

かつらぎ町立公民館設置及び管理条例（昭和３３年かつらぎ町条例第１８号） 

の全部を改正する。 

 

 （趣旨） 

第１条 社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第２４条の規定に基づき、本

町の公民館の設置、管理、運営等に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （設置） 

第２条 本町に公民館を設置する。 

２ 社会教育法第２１条第３項の規定に基づき、本町に公民館分館を設置する。 

３ 前２項の規定に基づき設置される公民館及び公民館分館の区分、名称及び

位置は、別表第１のとおりとする。 

 （職員） 

第３条 公民館に館長、主事その他必要な職員を置く。 

 （使用の許可） 

第４条 公民館を使用しようとする者は、教育委員会規則で定めるところによ

り使用の申込みを行い、使用の許可を受けなければならない。 

２ 館長は、前項の許可に、管理上必要な範囲内で条件を付することができる。 

３ 館長は、次の各号のいずれかに該当するときは、第１項の許可をしない。 

(1) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。 

(2) 集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織の利益

になると認めるとき。 

(3) 建物又は附属設備若しくは備品を損傷し、又は滅失するおそれがあると

き。 

(4) 営利を目的として利用するとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、管理上支障があると認めるとき。 

（使用料） 
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第５条 公民館の使用の許可を受けた者は、別表第２に定める使用料を納付し

なければならない。 

２ 使用料の額は、この表により計算した額に消費税法（昭和６３年法律第１

０８号）に定める消費税の税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）に定める地方消費税の税率を乗じて得た額を加算した額（こ

の額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

３ 既に納付した使用料は、還付しない。ただし、町長が特別の事由があると認

めたときは、その全部又は一部を還付することができる。 

 （使用料の減免） 

第６条 町長は、特に必要があると認めるときは、教育委員会規則で定めると

ころにより使用料を減額し、又は免除することができる。 

（使用許可の取消し等） 

第７条 館長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用の許可を取り消

し、又は使用を制限し、若しくは使用の停止を命ずることができる。 

(1) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(2) 第４条第３項各号のいずれかに該当する事由が生じたとき。 

(3) 偽りその他不正の手段により使用の許可を受けたとき。 

(4) 使用の許可に付した条件に違反したとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、特に必要があると認めるとき。 

２ 前項の許可の取消しによって使用者に損害が生じても、館長はその責めを

負わない。 

 （立入りの制限等） 

第８条 館長は、次の各号のいずれかに該当する者に対して、公民館への立ち

入りを拒絶し、又は退去を命ずることができる。 

(1) 他人に危害を及ぼし、又は他人の迷惑になるおそれのある者 

(2) 他人に危害を及ぼし、又は他人の迷惑になるおそれのある物を携帯する  

者 

(3) 建物等を損傷し、又は滅失するおそれのある者 

(4) 前３号に掲げるもののほか、管理上支障がある行為をする者 

（使用者の責任） 

第９条 使用者は、建物等の管理保全に努めなければならない。 

２ 使用者は、公民館の使用が終了したとき、又は第７条の規定により使用の

許可の取消しを受けたときは、直ちに原状に回復しなければならない。 

（損害の賠償） 

第１０条 何人も、建物等を損傷し、又は滅失したときは、その損害を賠償しな

ければならない。 

（使用目的の変更等の禁止） 

第１１条 使用者は、許可を受けないで使用目的を変更し、又は使用の権利を

譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

（運営審議会） 

第１２条 かつらぎ町公民館に統轄する運営審議会（以下「審議会」という。）
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を置くことができる。 

２ 委員は、２０人以内とし、その任期は２年とする。 

３ 審議会は、館長の諮問に応じ、公民館における各種の事業の企画実施につ

き調査審議するものとする。 

４ 委員の報酬及び費用弁償については、かつらぎ町の特別職の職員で非常勤

のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３７年かつらぎ町条例第９号）

の定めるところによる。 

５ 委員は、学校教育及び社会教育の関係者並びに学識経験のある者の中から、

教育委員会が委嘱する。 

 （委任） 

第１３条 この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会規則で定める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

 

別表第１（第２条関係） 

区分 名称 位置 

中央 かつらぎ町公民館 かつらぎ町大字丁ノ町２４５４番地の１ 

地区 かつらぎ町笠田公民館 

(笠田ふるさと交流館) 

かつらぎ町大字笠田東３９６番地の３ 

分館 かつらぎ町笠田公民館 

佐野分館 

かつらぎ町大字佐野５５０番地の１ 

地区 かつらぎ町四郷公民館 かつらぎ町大字広口１１９７番地 

地区 かつらぎ町大谷公民館 かつらぎ町大字大谷２８８番地の５ 

地区 かつらぎ町妙寺公民館 かつらぎ町大字妙寺４４５番地の１ 

地区 かつらぎ町三谷公民館 かつらぎ町大字三谷１６７０番地の２ 

地区 かつらぎ町見好公民館 かつらぎ町大字東渋田５０番地 

地区 かつらぎ町四邑公民館 かつらぎ町大字御所８番地の２ 

地区 かつらぎ町天野公民館 かつらぎ町大字下天野９２４番地の４ 

地区 かつらぎ町志賀公民館 かつらぎ町大字志賀１３４７番地の３ 

地区 かつらぎ町新城公民館 かつらぎ町大字新城２４３番地 

地区 かつらぎ町花園公民館 かつらぎ町大字花園梁瀬６４５番地の４ 

別表第２（第５条関係） 

名称 種別 使用料（１時間につき） 

かつらぎ町笠田公民館 

（笠田ふるさと交流館） 

大ホール 500 円

会議室 200 円

２階会議室１ 100 円

２階会議室２ 100 円

２階和室 100 円

２階調理室 100 円
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かつらぎ町笠田 

公民館佐野分館 

会議室１ 100 円

会議室２ 100 円

調理室 100 円

和室 100 円

２階会議室１ 100 円

２階会議室２ 100 円

２階大ホール 400 円

かつらぎ町大谷 

公民館 

和室 100 円

会議室１ 100 円

会議室２ 100 円

調理室 100 円

２階会議室１ 100 円

２階会議室２ 100 円

２階大ホール 400 円

かつらぎ町妙寺 

公民館 

小会議室 100 円

２階大会議室 300 円

２階和室 100 円

３階中会議室 100 円

かつらぎ町三谷 

公民館 

調理室 100 円

会議室 100 円

大ホール 300 円

２階和室 100 円

かつらぎ町見好 

公民館 

調理室 100 円

会議室 100 円

大ホール 400 円

２階和室１ 100 円

２階和室２ 100 円

２階会議室 100 円

かつらぎ町四邑 

公民館 

会議室１ 100 円

会議室２ 100 円

会議室３ 100 円

多目的ホール 300 円

調理室 200 円

３階大ホール 500 円

備考 

１ 利用時間は、利用のための準備及び利用後の復元のための時間を含む 

ものとする。 

２ １時間未満の利用は、１時間とする。 
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議案第 ２９ 号 

 

かつらぎ町児童遊園等設置及び管理に関する条例制定について 

 

 

 かつらぎ町児童遊園等設置及び管理に関する条例を次の理由により、別案の

とおり制定するものとする。 

 

 令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則    

 

 

記 

 

 

１ かつらぎ町児童遊園等設置及び管理に関する条例（案文別記） 

 

２ 提案理由 

  児童遊園等における設置及び管理について、必要な事項を定めるため、条

例制定いたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

 かつらぎ町児童遊園等設置及び管理に関する条例をここに公布する。 

 

  令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長 

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

かつらぎ町児童遊園等設置及び管理に関する条例 

 

 

（目的） 

第１条 本町は、地域の子供を交通事故から守り、健全な育成を図るため、かつ

らぎ町児童遊園等（以下「児童遊園等」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 児童遊園等の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

笠田東第１ちびっ子広場 かつらぎ町大字笠田東２１８番地の５ 

笠田東第２ちびっ子広場 かつらぎ町大字笠田東４９２番地の１ 

笠田東第３ちびっ子広場 かつらぎ町大字笠田東６０１番地の１ 

丁ノ町第２ちびっ子広場 かつらぎ町大字丁ノ町７７５番地の８ 

丁ノ町第３ちびっ子広場 かつらぎ町大字丁ノ町９０２番地 

妙寺ちびっ子広場 かつらぎ町大字妙寺２４２番地 

西飯降ちびっ子広場 かつらぎ町大字西飯降２９２番地の２ 

中飯降第１ちびっ子広場 かつらぎ町大字中飯降１４８２番地の１ 

中飯降第３ちびっ子広場 かつらぎ町大字中飯降２０番地の１ 

三谷ちびっ子広場 かつらぎ町大字三谷６３１番地 

兄井ちびっ子広場 かつらぎ町大字兄井４７５番地の２ 

新城ちびっ子広場 かつらぎ町大字新城２４２番地 

敷地ちびっ子広場 かつらぎ町大字花園梁瀬５３６番地 

高田児童公園 かつらぎ町大字高田２３番地の２ 

柏木児童公園 かつらぎ町大字柏木３０５番地の１ 

清滝児童公園 かつらぎ町大字花園梁瀬１５３４番地の２ 

北寺児童公園 かつらぎ町大字花園北寺１０４番地 
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（行為の禁止） 

第３条 児童遊園等においては、次に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 児童遊園等内の施設を損傷し、又は汚損すること。 

(2) 竹木を伐採し、又は植物を採取すること。 

(3) 土地の形質を変更すること、又は土石類を採取すること。 

(4) 鳥獣類を捕獲し、又は殺傷すること。 

(5) 貼り紙若しくは貼り札をし、又は広告を表示すること。 

(6) ごみその他の汚物を捨てること。 

(7) 指定された場所以外に車両を乗り入れ、又は止めておくこと。 

(8) 野営をすること。 

(9) 営利を目的とした行為をすること。 

(10) 児童遊園等をその用途以外に使用すること。 

(11) 前各号に掲げるもののほか、公衆の使用に支障のある行為をすること。 

（目的外使用の許可） 

第４条 児童遊園等を第１条に定める目的以外に使用しようとする者は、教育

委員会の許可を得なければならない。 

 （使用の禁止又は制限） 

第５条 教育委員会は、児童遊園等を使用しようとする者（以下「使用者」とい

う。）が、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、児童遊園等の使用

を禁止し、又は制限することができる。 

(1) 使用者が第３条各号のいずれかに該当するに至ったとき。 

(2) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。 

(3) 児童遊園等内の施設を損傷し、又は汚損するおそれがあるとき。 

(4) 管理上支障があるとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が不適当と認めるとき。 

２ 教育委員会は、児童遊園等の損傷その他の理由により、その使用が危険で

あると認められる場合又は児童遊園等の工事のため、やむを得ないと認めら

れる場合においては、児童遊園等を保全し、又はその使用者の危険を防止す

るため、区域を定めて児童遊園等の使用を禁止し、又は制限をすることがで

きる。 

 （本町の免責） 

第６条 前条の規定により児童遊園等の使用を禁止し、又は制限した場合にお

いて、使用者に損害が生ずることがあっても、本町はこれに対して保証の責

任を負わない。 

 （損害の賠償） 

第７条 使用者が、その責めに帰すべき理由により、児童遊園等を破損し、又は

滅失したときは、教育委員会の指示するところに従い、これを原状に回復し、

又はその損害を補償しなければならない。 

 （委任） 
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第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

 

附 則 

この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 
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議案第 ３０ 号 

 

かつらぎ町スポーツ施設設置及び管理に関する条例制定について 

 

 

 かつらぎ町スポーツ施設設置及び管理に関する条例を次の理由により、別案

のとおり制定するものとする。 

 

 令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則    

 

 

記 

 

 

１ かつらぎ町スポーツ施設設置及び管理に関する条例（案文別記） 

 

２ 提案理由 

  町民がスポーツ及びレクリエーション等の場として利用に供し、もって町

民の心身の健全な発達及び健康の増進を図るとともに、利用する方にとって

分かりやすく、かつ、適切なスポーツ施設の管理を行うため、新たに条例を制

定いたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

 かつらぎ町スポーツ施設設置及び管理に関する条例をここに公布する。 

 

 令和７年３月  日 

 

 

                  かつらぎ町長 

 

 

令和７年度かつらぎ町条例第   号 

 

かつらぎ町スポーツ施設設置及び管理に関する条例 

 

 

（設置） 

第１条 町民がスポーツ及びレクリエーション等の場として利用に供し、もっ

て町民の心身の健全な発達及び健康の増進に資することを目的として、かつ

らぎ町スポーツ施設（以下「スポーツ施設」という。）を設置する。 

（施設の種類） 

第２条 スポーツ施設の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

かつらぎ公園体育センター かつらぎ町大字丁ノ町２５２７番地 

かつらぎ公園グラウンド かつらぎ町大字丁ノ町２５２７番地 

かつらぎ公園スポーツセンター 

町民プール 

かつらぎ町大字丁ノ町２５２７番地 

かつらぎ公園テニスコート かつらぎ町大字丁ノ町２５２７番地 

かつらぎ河川グラウンド第１コート かつらぎ町大字丁ノ町２５２７番地先 

かつらぎ河川グラウンド第２コート かつらぎ町大字丁ノ町２５２７番地先 

西部公園パークゴルフ場 かつらぎ町大字窪３９２番地の６ 

西部公園レクリエーション広場 かつらぎ町大字窪３９２番地の６ 

西部公園ウォーキング広場 かつらぎ町大字窪３９２番地の６ 

中飯降公園グラウンド かつらぎ町大字中飯降１３４４番地の３ 
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河南公園グラウンド かつらぎ町大字東渋田６２６番地の３ 

笠田東少年スポーツ広場 かつらぎ町大字笠田東６０１番地先 

スポーツ施設に附帯するその他の設備 

（利用時間等） 

第３条 スポーツ施設の利用時間並びに休館日及び休場日は、教育委員会規則

で定める。 

（利用の許可） 

第４条 スポーツ施設を利用しようとする者は、あらかじめかつらぎ町教育委

員会（以下「教育委員会」という。)の許可を受けなければならない。ただ

し、かつらぎ公園スポーツセンター町民プール並びに西部公園パークゴルフ

場各コース内を貸切利用できるのは、全国大会及び同等規模の大会若しくは

それらの大会に係る予選にあたる大会並びにかつらぎ町及びかつらぎ町教育

委員会が主となる大会のみとする。 

２ 教育委員会規則で定めるスポーツ施設については、利用の許可の申請を省

略することができる。 

３ 教育委員会は、第１項の許可にスポーツ施設の管理上必要な条件を付ける

ことができる。 

４ 第１項の許可を受けた者は、許可を受けた事項を変更しようとするとき

は、当該事項を記載した申請書を教育委員会に提出してその許可を受けなけ

ればならない。 

５ 教育委員会は、スポーツ施設の利用が次のいずれかに該当する場合は、利

用を許可しないものとする。 

(1) スポーツ施設における秩序を乱し、又は公益を害するおそれがあると

き。 

(2) スポーツ施設の設置の目的に反するとき。 

(3) スポーツ施設の管理上支障があるとき。 

(4) その他教育委員会が必要と認めたとき。 

（特別な設備設置の許可） 

第５条 前条第１項又は第４項の規定により許可を受けた者（以下「利用者」

という。）は、スポーツ施設に特別な設備を設置しようとするときは、あら

かじめ教育委員会の許可を受けなければならない。 

２ 前条第３項及び第５項の規定は、前項の許可について準用する。 

３ スポーツ施設に特別な設備を設置した者が、スポーツ施設の使用を終了し
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たときは、直ちに、これを撤去し、原状に回復しなければならない。 

（物品販売等の許可） 

第６条 利用者は、スポーツ施設において次に掲げる行為をしようとするとき

は、あらかじめ教育委員会の許可を受けなければならない。 

(1) 物品の販売その他これに類する行為 

(2) 寄付の勧誘 

(3) 広告物の掲示及び配布 

(4) 業として写真又は映画を撮影 

(5) 展示会、撮影会その他これらに類する催し 

(6) 前各号に掲げるもののほか、第１条の目的を逸脱して、スポーツ施設 

の全部又は一部を独占する行為 

（許可の手続） 

第７条 第４条第１項及び第４項、第５条第１項並びに前条の許可の手続につ

いて必要な事項は、教育委員会規則で定める。 

（権利の譲渡等の禁止） 

第８条 第４条第１項若しくは第４項、第５条第１項又は第６条の規定により

許可を受けた者は、その許可を受けた目的以外に利用し、又はその権利を他

人に譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

（許可の取消し） 

第９条 教育委員会は、利用者が次のいずれかに該当する場合は、第４条第１

項若しくは第４項、第５条第１項又は第６条の規定による許可を取り消し、

又はスポーツ施設の利用を制限し、若しくは停止させることができる。 

(1) 第４条第５項各号又は前条のいずれかに該当するに至ったとき。 

(2) この条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反したとき。 

(3) この条例に基づく許可の条件に違反したとき。 

２ 前項の規定により教育委員会が許可を取り消し、又はスポーツ施設の利用

を制限し、若しくは停止を命じた場合において、利用者が損害を被ることが

あっても、教育委員会は賠償の責を負わない。 

（損害の賠償) 

第１０条 何人も、施設、備品等を損傷し、又は滅失したときは、その損害を

賠償しなければならない。 

（使用料） 

第１１条 利用者は、別表第１、別表第２及び別表第３に定める使用料を納付

しなければならない。 
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２ 使用料は、この表により計算した額に消費税法（昭和６３年法律第１０８

号）に定める消費税の税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）に定める地方消費税の税率を乗じて得た額を加算した額（この額

に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

３ 既に納付した使用料は、還付しない。ただし、町長が天災その他やむを得

ない理由があると認めたときは、その全部又は一部を還付することができ

る。 

（使用料の減免） 

第１２条 町長は、特に必要があると認めるときは、教育委員会規則で定める

ところにより使用料を減額し、又は免除することができる。 

（指定管理者による管理） 

第１３条 教育委員会は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第３項の規定により、法人その他の団体であって教育委員会が指定する

もの（以下「指定管理者」という。）に、スポーツ施設の管理に関する業務

のうち、次に掲げるものを行わせることができる。 

(1) 第４条第１項又は第４項、第５条第１項及び第６条の規定による行為 

の許可に関する業務 

(2) 施設又は附属設備若しくは備品（以下「施設等」という。）の維持管 

理に関する業務 

(3) 前２号に掲げるもののほか、教育委員会が特に必要と認める業務 

２ 前項の規定により教育委員会が指定管理者に同項各号に掲げる業務(以下

「管理業務」という。)を行わせる場合は、第３条の規定にかかわらず、当

該指定管理者は、必要があると認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認

を得て、利用時間を変更し、休館日及び休場日を変更し、又は別に休館日及

び休場日を定めることができる。 

３ 第１項の規定により教育委員会が指定管理者に管理業務を行わせる場合に

おける第４条から第６条まで及び第９条の規定の適用については、これらの

規定中「教育委員会」とあるのは、「指定管理者」と読み替えるものとす

る。 

４ 第１項の規定により教育委員会が指定管理者に管理業務を行わせる場合に

おいて、当該指定管理者が管理業務を行うこととされた期間前にされた第４

条第１項若しくは第４項、第５条第１項又は第６条（前項の規定により読み

替えて適用される場合を含む。）の規定による許可の申請は、当該指定管理

者にされた許可の申請とみなす。 
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５ 第１項の規定により教育委員会が指定管理者に管理業務を行わせる場合に

おいて、当該指定管理者が管理業務を行うこととされた期間前に第４条第１

項若しくは第４項、第５条第１項又は第６条（第３項の規定により読み替え

て適用される場合を含む。）の規定による許可を受けている者は、当該指定

管理者の利用の許可を受けた者とみなす。 

（利用料金） 

第１４条 第４条第１項の規定にかかわらず、前条第１項の規定により教育委

員会が指定管理者に管理業務を行わせる場合においては、利用者は、当該施

設の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を指定管理者に前納しな

ければならない。ただし、指定管理者が特別の理由があると認めるときは、

この限りでない。 

２ 利用料金の額は、別表第１及び別表第２に定める額の範囲内において、あ

らかじめ教育委員会の承認を得て、指定管理者が定めるものとする。 

３ 指定管理者は、前項の規定により利用料金の額を定めたときは、速やかに

これを公表するものとする。 

４ 教育委員会は、利用料金を、指定管理者に自らの収入として収受させるこ

とができる。 

５ 既納の利用料金は、返還しない。ただし、指定管理者が特別の理由がある

と認めるときは、その全部又は一部を還付することができる。 

６ 指定管理者は、第１２条の基準により、利用料金を減額し、又は免除する

ことができる。 

（指定管理者の指定） 

第１５条 指定管理者の指定を受けようとする者は、教育委員会規則で定める

ところにより、教育委員会に申請しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の規定による申請があったときは、次に掲げる基準に

より最も適切に管理業務を行うことができると認める者を指定管理者に指定

するものとする。 

(1) 管理業務を行うに当たり、町民の平等な利用が確保できること。 

(2) 公園の効用を最大限に発揮させるとともに、管理経費の縮減を図るこ 

とができること。 

(3) 管理業務を安定して行う物的能力及び人的能力を有していること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、教育委員会規則で定める基準 

３ 教育委員会は、前項の規定による指定をするときは、効率的な管理運営を

考慮し、指定の期間を定めるものとする。 

- 92 -



（管理の基準等） 

第１６条 指定管理者は、次に掲げる基準により、管理業務を行わなければな

らない。 

(1) 関係法令及び条例の規定を遵守し、適正な管理運営を行うこと。 

(2) 利用者に対して適切なサービスの提供を行うこと。 

(3) 施設等の維持管理を適切に行うこと。 

(4) 管理業務に関連して取得した個人に関する情報を適切に取り扱うこ

と。 

２ 教育委員会は、次に掲げる事項について、指定管理者と協定を締結するも

のとする。 

(1) 前項各号に掲げる基準に関し必要な事項 

(2) 管理業務の実施に関する事項 

(3) 管理業務の実績報告に関する事項 

(4) 前３号に掲げるもののほか、管理業務に関し必要な事項 

（報告、調査及び指示） 

第１７条 教育委員会は、スポーツ施設の管理の適正を期するため必要がある

と認めるときは、指定管理者に対し、その管理の業務、経理の状況等につい

て報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をすることができる。 

（指定管理者の指定の取消し等） 

第１８条 教育委員会は、指定管理者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、第１５条第２項の規定による指定を取り消し、又は期間を定めて管理業

務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

(1) 管理業務に関する教育委員会の指示に従わないとき。 

(2) 第１５条第２項各号に掲げる基準を満たさなくなったと認めるとき。 

(3) 第１６条第１項各号に掲げる基準を遵守しないとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、当該指定管理者による管理を継続するこ 

とが適当でないと認めるとき。 

２ 前項の規定により教育委員会が指定を取り消し、若しくは停止を命じた場

合において、指定管理者が損害を被ることがあっても、教育委員会は賠償の

責を負わない。 

（指定管理者の公表） 

第１９条 教育委員会は、指定管理者を指定し、若しくは指定を取り消したと

き、又は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を命じたときは、

遅滞なくその旨を告示するものとする。 
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（委任） 

第２０条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、教育委員会規則で定

める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

（かつらぎ町社会体育施設等設置条例及びかつらぎ町体育センター設置及び 

管理条例の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

(1) かつらぎ町社会体育施設等設置条例（昭和５０年かつらぎ町条例第７ 

号） 

(2) かつらぎ体育センター設置及び管理条例（昭和５４年かつらぎ町条例 

第２号） 

 

別表第１(第１１条関係) 

施設名 区分 
使用料 

１時間につき 

夜間照明設備料 

１時間につき 

かつらぎ公園 

体育センター 

町内 
半面 250 円  

全面 500 円  

町外 
半面 500 円  

全面 1,000 円  

かつらぎ公園 

グラウンド 

町内 400 円 500 円 

町外 800 円 500 円 

かつらぎ公園 

テニスコート 

町内 １面 100 円 300 円 

町外 １面 200 円 300 円 

かつらぎ公園 

スポーツセンター町

民プール 

無料  

かつらぎ公園のスポ

ーツ施設に附帯する

その他の園地 

別表第３に定める額  

かつらぎ河川グラウ

ンド第１コート 

町内 400 円 
 

町外 800 円 

町内 400 円  
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かつらぎ河川グラウ

ンド第２コート 
町外 800 円 

中飯降公園グラウン

ド 

町内 500 円 900 円 

町外 1,000 円 900 円 

河南公園グラウンド 
町内 500 円 

 
町外 1,000 円 

笠田東少年スポーツ

広場 

町内 400 円 
 

町外 800 円 

スポーツ施設に設置

する自動販売機 
１台につき 

売上金額の 10％

以上 25％以内 
 

備考 

１ 利用時間は、利用のための準備及び利用後の復元のための時間を含む 

ものとする。 

２ １時間未満の利用は、１時間とする。 

３ 利用者がスポーツ以外の目的で使用する場合の使用料は、当該使用料 

の額に２を乗じた額とする。ただし、商業宣伝、営業又はこれらに類す 

る目的をもって利用するときの使用料は、当該使用料の額に４を乗じた 

額とする。 

４ かつらぎ公園体育センター及びかつらぎ公園テニスコートについて 

は、和歌山県橋本市及び大阪府和泉市に住所を有する者が使用した場合 

における使用料は、町内の区分の使用料の額とする。 

５ かつらぎ公園グラウンド、中飯降公園グラウンド及び河南公園グラウ 

ンドについては、和歌山県橋本市に住所を有する者が使用した場合にお 

ける使用料は、町内の区分の使用料の額とする。 

６ かつらぎ公園グラウンドの夜間照明設備については、１回につき３時 

間の利用とする。 

別表第２(第１１条関係) 

施設名 区分 
単

位 

料金 

１ラウンド ２ラウンド 終日 

西部公

園パー

クゴル

フ場 

町

内 

大人 人 546 円 819 円 1,091 円 

小人 人 273 円 364 円 546 円 

身体等に障

害のある方 
人 455 円 637 円 900 円 
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高齢者(６

５歳以上) 

町

外 

大人 人 728 円 1,000 円 1,273 円 

小人 人 364 円 455 円 637 円 

身体に障害

のある方 
人 637 円 819 円 1,091 円 

高齢者(６

５歳以上) 

西部公

園レク

リエー

ション

広場 

１㎡ 日 100 円 

西部公

園ウォ

ーキン

グ広場 

１㎡ 日 100 円 

西部公

園のそ

の他の

園地 

別表第３に定める額 

備考 

和歌山県橋本市及び大阪府和泉市に住所を有する者が使用した場合におけ 

る使用料は、町内の区分の使用料の額とする。 

別表第３(第１１条関係) 

種別 単位 使用料 

行商、募金その他これらに類する行為をす

るとき。 

１平方メートル 

１日につき 
10 円 

業として写真又は映画を撮影するとき。 １日につき 1,000 円 

興行を行うとき。 
１平方メートル 

１日につき 
2 円 

競技会、集会、展示会、博覧会その他これ

らに類する催しのためスポーツ施設の敷地

の全部又は一部を独占して利用するとき。 

１平方メートル 

１日につき 
2 円 

上記に定めるもののほか、町長の指定する

行為 

１平方メートル 

１日につき 
10 円 
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議案第 ３１ 号 

 

かつらぎ町児童館設置及び管理条例の全部を改正する 

条例制定について 

 

 

 かつらぎ町児童館設置及び管理条例（平成８年かつらぎ町条例第９号）の全

部を次の理由により、別案のとおり改正するものとする。 

 

 令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則    

 

 

記 

 

 

１ かつらぎ町児童館設置及び管理条例の全部を改正する条例（案文別記） 

 

２ 提案理由 

  児童館における使用料に関する見直し及び表記の整備等に伴い、全部改正

いたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

 かつらぎ町立児童館設置及び管理に関する条例をここに公布する。 

 

  令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長 

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

かつらぎ町立児童館設置及び管理に関する条例 

 

 

かつらぎ町児童館設置及び管理条例（平成８年かつらぎ町条例第９号）の全

部を改正する。 

 

 （設置） 

第１条 児童福祉法(昭和２２年法律第１６４号)第４０条の規定に基づき、児

童の健全育成を図るため、本町に児童館を設置する。 

２ 前項の規定に基づき設置される児童館の名称及び位置は、別表第１のとお

りとする。 

 （事業） 

第２条 児童館は、次に掲げる事業を行う。 

(1) 児童の健全な遊びを通して、児童の集団的及び個別的指導を実施するこ

と。 

(2) 子ども会、育成会等の地域組織活動の育成助長を図ること。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、地域の児童の健全育成に必要な活動を行う

こと。 

 （児童館の目的外使用） 

第３条 教育委員会は、前条に定める事業を妨げない範囲において、第１条に 

規定する以外の目的に使用させることができる。 

 （使用の許可） 

第４条 児童館を目的外使用しようとする者は、教育委員会規則で定めるとこ 

ろにより使用の申込みを行い、使用の許可を受けなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の許可に、管理上必要な範囲内で条件を付することが 

できる。 

３ 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、第１項の許可をし 
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ない。 

(1) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。 

(2) 集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織の利益

になると認めるとき。 

(3) 建物又は附属設備若しくは備品を損傷し、又は滅失するおそれがあると

き。 

(4) 営利を目的として利用するとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、管理上支障があると認めるとき。 

（使用料） 

第５条 児童館の使用料は、無料とする。ただし、前条の規定に基づき使用する

場合は、別表第２に定める使用料を納付しなければならない。 

２ 使用料の額は、この表により計算した額に消費税法（昭和６３年法律第１

０８号）に定める消費税の税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）に定める地方消費税の税率を乗じて得た額を加算した額（こ

の額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

３ 既に納付した使用料は、還付しない。ただし、町長が特別の事由があると認

めたときは、その全部又は一部を還付することができる。 

（使用料の減免） 

第６条 町長は、特に必要があると認めるときは、教育委員会規則で定めると

ころにより使用料を減額し、又は免除することができる。 

（使用許可の取消し等） 

第７条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用の許可を

取り消し、又は使用を制限し、若しくは使用の停止を命ずることができる。 

(1) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(2) 第４条第３項各号のいずれかに該当する事由が生じたとき。 

(3) 偽りその他不正の手段により使用の許可を受けたとき。 

(4) 使用の許可に付した条件に違反したとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、特に必要があると認めるとき。 

２ 前項の許可の取消しによって使用者に損害が生じても、教育委員会はその

責めを負わない。 

 （立入りの制限等） 

第８条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当する者に対して、児童館へ

の立ち入りを拒絶し、又は退去を命ずることができる。 

(1) 他人に危害を及ぼし、又は他人の迷惑になるおそれのある者 

(2) 他人に危害を及ぼし、又は他人の迷惑になるおそれのある物を携帯する 

 者 

(3) 建物等を損傷し、又は滅失するおそれのある者 

(4) 前３号に掲げるもののほか、管理上支障がある行為をする者 

（使用者の責任） 
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第９条 使用者は、建物等の管理保全に努めなければならない。 

２ 使用者は、児童館の使用が終了したとき、又は第７条の規定により使用の

許可の取消しを受けたときは、直ちに原状に回復しなければならない。 

（損害の賠償） 

第１０条 何人も、建物等を損傷し、又は滅失したときは、その損害を賠償しな

ければならない。 

（使用目的の変更等の禁止） 

第１１条 使用者は、許可を受けないで使用目的を変更し、又は使用の権利を

譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

 （委任） 

第１２条 この条例の施行に関し、必要な事項は、教育委員会規則で定める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

 

別表第１（第１条関係） 

名称 位置 

丁ノ町児童館 かつらぎ町大字丁ノ町２９７番地の１ 

西渋田児童館 かつらぎ町大字西渋田６１番地の１ 

大谷児童館 かつらぎ町大字大谷１４７番地の１ 

笠田西部児童館 かつらぎ町大字萩原６５番地の１ 

山崎児童館 かつらぎ町大字山崎１８４番地 

四郷児童館 かつらぎ町大字広口１１９７番地 

高田児童館 かつらぎ町大字高田６７番地の２ 

平沼田児童館 かつらぎ町大字平沼田１８２番地 

名山児童館 かつらぎ町大字東渋田６２０番地の１ 

中飯降児童館 かつらぎ町大字中飯降２８４番地の１ 

笠田東児童館 かつらぎ町大字笠田東３５３番地の１ 

妙寺児童館 かつらぎ町大字妙寺４４５番地の１ 

別表第２（第６条関係） 

名称 種別 使用料（１時間につき） 

丁ノ町児童館 調理室 100 円 

集会室 100 円 

図書室 100 円 

遊戯室 100 円 

西渋田児童館 調理室 100 円 
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会議室 100 円 

図書室 100 円 

遊戯室 100 円 

和室 100 円 

山崎児童館 調理室 100 円 

集会室(大) 100 円 

集会室(小) 100 円 

図書室 100 円 

読書室 100 円 

遊戯室 100 円 

高田児童館 調理室 100 円 

集会室 100 円 

図書室 100 円 

遊戯室 100 円 

平沼田児童館 調理室 100 円 

集会室 100 円 

和室 100 円 

名山児童館 調理室 100 円 

集会室 100 円 

図書室 100 円 

遊戯室 100 円 

中飯降児童館 調理室 100 円 

集会室(大) 100 円 

集会室(小) 100 円 

図書室 100 円 

遊戯室 100 円 

笠田東児童館 調理室 100 円 

集会室 200 円 

図書室 100 円 

学習室 100 円 

和室(大) 100 円 

和室(小) 100 円 

オープンスペース 100 円 

備考 

１ 利用時間は、利用のための準備及び利用後の復元のための時間を含む 

ものとする。 

２ １時間未満の利用は、１時間とする。 
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議案第 ３２ 号 

 

老人憩の家設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 老人憩の家設置及び管理に関する条例（平成２８年かつらぎ町条例第４１号）

の一部を次の理由により、別案のとおり改正するものとする。 

 

令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則  

 

 

記 

 

 

１ 老人憩の家設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例（案文別記） 

 

２ 提案理由 

  公の施設における使用料に関する見直し及び「花園老人憩の家 紫翠荘」の

用途変更に伴い、所要の改正をいたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

老人憩の家設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長 

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

老人憩の家設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

 老人憩の家設置及び管理に関する条例（平成２８年かつらぎ町条例第４１号） 

の一部を次のように改正する。 

 

第２条の表花園老人憩の家 紫翠荘の項を削る。 

第８条に次の１項を加える。 

２ 使用料の額は、この表により計算した額に消費税法（昭和６３年法律第１

０８号）に定める消費税の税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）に定める地方消費税の税率を乗じて得た額を加算した額（こ

の額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

第１０条中「、使用料」を「、規則で定めるところにより使用料」に改める。 

別表を次のように改める。 

別表(第８条関係) 

種別 使用料(１時間につき) 
１階広間 100円

２階和室（中） 100円

２階和室（１） 100円

２階和室（２） 100円

２階和室（３） 100円

備考 
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１ 利用時間は、利用のための準備及び利用後の復元のための時間を含むも 

のとする。 

２ １時間未満の利用は、１時間とする。 

 

附 則 

この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 
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議案第 ３３ 号 
 

花園野外活動総合施設設置及び管理に関する条例の一部を改正する 
条例制定について 

 
 
 花園野外活動総合施設設置及び管理に関する条例（平成２１年かつらぎ町条例第１６号）

の一部を次の理由により、別案のとおり改正するものとする。 
 
  令和７年２月２７日提出 
 
 
                   かつらぎ町長 中 阪 雅 則 
 
 

記 
 
 
１ 花園野外活動総合施設設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

（案文別記） 
 
２ 提案理由 

施設の廃止及び公の施設使用料の見直しに伴い、所要の改正をいたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 
 
花園野外活動総合施設設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例をここに公布

する。 
 
  令和７年３月  日 
 
 
                   かつらぎ町長 
 
 
令和７年かつらぎ町条例第   号 
 

花園野外活動総合施設設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 
 
 
 花園野外活動総合施設設置及び管理に関する条例（平成２１年かつらぎ町条例第１６号）

の一部を次のように改正する。 
 
第２条の表花園屋内ゲートボール施設の項を削る。 
第３条第２号エ中「野球場」を「多目的広場」に改め、同号オを削り、同条第３号を削 

る。 
第８条に次の１項を加える。 

２ 使用料の額は、この表により計算した額に消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に 
定める消費税の税率を乗じて得た額及び地方消費税法（昭和２５年法律第２２６号）に 
定める地方消費税の税率を乗じて得た額を加算した額（この額に１円未満の端数がある 
ときは、これを切り捨てた額）とする。 
第１０条中「公益上必要があると認めるときは、使用料」を「特に必要があると認める 

ときは、規則で定めるところにより使用料」に改める。 
別表を次のように改める。 

別表（第８条関係） 
花園野外活動総合施設使用料（３歳未満無料） 
(1) 新子ふるさと村 

施設名 区分 使用料（1人につき） 

宿舎 宿泊 1,000円 
  (2) 金剛緑地広場 

施設名 区分 使用料 

（1時間につき） 

夜間照明 

（１時間につき） 
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多目的広場 町内 1,000円 2,000円 

町外 1,500円 2,000円 

備考 
１ 利用時間は、利用のための準備及び利用後の復元のための時間を含むものとする。 

２ １時間未満の利用は、１時間とする。 

 
   附 則 
 この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 
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議案第 ３４ 号 

 

かつらぎ町都市公園条例の全部を改正する条例制定について 
 
 

かつらぎ町都市公園条例（昭和４５年かつらぎ町条例第９号）の全部を次の

理由により、別案のとおり改正するものとする。 

 

令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則   

 

 

記 

 
 
１ かつらぎ町都市公園条例の全部を改正する条例（案文別記） 
 
２ 提案理由 

都市公園の明記及びかつらぎ町教育委員会に管理を委任するスポーツ関係

施設の整理等のため、全部改正いたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

かつらぎ町都市公園条例をここに公布する。 

 

令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長 

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

かつらぎ町都市公園条例 

 

 

かつらぎ町都市公園条例（昭和４５年かつらぎ町条例第９号）の全部を改正

する。 

 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 都市公園の配置及び規模に関する技術的基準（第２条－第５条） 

第３章 公園の管理（第６条－第１８条） 

第４章 工作物等の保管の手続等（第１９条－第２３条） 

第５章 雑則（第２４条－第２８条） 

第６章 罰則（第２９条－第３２条） 

附則 

 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、都市公園法（昭和３１年法律第７９号。以下「法」とい

う。）及び法に基づく命令に定めるもののほか、都市公園の設置及び管理に

つき必要な事項等を定めるものとする。 

第２章 都市公園の配置及び規模に関する技術的基準 

（都市公園の配置及び規模に関する技術的基準） 

第２条 法第３条第１項の条例で定める基準は、この章の定めるところによ

る。 

（住民１人当たりの都市公園の敷地面積の標準） 
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第３条 町の区域内の都市公園の住民１人当たりの敷地面積の標準は１０平方

メートル以上とし、市街地の都市公園の当該市街地の住民１人当たりの敷地

面積の標準は５平方メートル以上とする。 

（町が設置する都市公園の配置及び規模の基準） 

第４条 町が次に掲げる都市公園を設置する場合においては、それぞれその特

質に応じて町における都市公園の分布の均衡を図り、かつ、防火、避難等災

害の防止に資するよう考慮するほか、次に掲げるところによりその配置及び

規模を定めるものとする。 

(1) 主として街区内に居住する者の利用に供することを目的とする都市公

園は、街区内に居住する者が容易に利用することができるように配置し、

その敷地面積は、０．２５ヘクタールを標準として定めること。 

(2) 主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする都市公園

は、近隣に居住する者が容易に利用することができるように配置し、その

敷地面積は、２ヘクタールを標準として定めること。 

(3) 主として徒歩圏域内に居住する者の利用に供することを目的とする都

市公園は、徒歩圏域内に居住する者が容易に利用することができるように

配置し、その敷地面積は、４ヘクタールを標準として定めること。 

(4) 主として町の区域内に居住する者の休息、観賞、散歩、遊戯、運動等

総合的な利用に供することを目的とする都市公園及び主として運動の用に

供することを目的とする都市公園は、容易に利用することができるように

配置し、それぞれその利用目的に応じて都市公園としての機能を十分発揮

することができるようにその敷地面積を定めること。 

２ 主として公害又は災害を防止することを目的とする緩衝地帯としての都市

公園、主として風致の享受の用に供することを目的とする都市公園、主とし

て動植物の生息地又は生育地である樹林地等の保護を目的とする都市公園、

主として市街地の中心部における休息又は観賞の用に供することを目的とす

る都市公園等前項各号に掲げる都市公園以外の都市公園を設置する場合にお

いては、それぞれその設置目的に応じて都市公園としての機能を十分発揮す

ることができるように配置し、及びその敷地面積を定めるものとする。 

（名称及び位置） 

第５条 都市公園の名称及び位置は、別表第１のとおりとする。 

第３章 公園の管理 

（公園施設として設けられる建築物の建築面積に関する基準） 

第６条 法第４条第１項の条例で定める一の都市公園に公園施設として設けら

れる建築物（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規定

する建築物をいう。以下同じ。）の建築面積（国立公園又は国定公園の施設

たる建築物の建築面積を除く。以下同じ。）の総計の当該都市公園の敷地面

積に対する割合は、１００分の２とする。 
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２ 都市公園法施行令（昭和３１年政令第２９０号。以下「令」という。）第

６条第１項第１号に掲げる場合に関する法第４条第１項ただし書の条例で定

める範囲は、同号に規定する建築物に限り、都市公園の敷地面積の１００分

の１０を限度として前項の規定により認められる建築面積を超えることがで

きることとする。 

３ 令第６条第１項第２号に掲げる場合に関する法第４条第１項ただし書の条

例で定める範囲は、同号に規定する建築物に限り、都市公園の敷地面積の１

００分の２０を限度として第１項の規定により認められる建築面積を超える

ことができることとする。 

４ 令第６条第１項第３号に掲げる場合に関する法第４条第１項ただし書の条

例で定める範囲は、同号に規定する建築物に限り、都市公園の敷地面積の１

００分の１０を限度として前３項の規定により認められる建築面積を超える

ことができることとする。 

５ 令第６条第１項第４号に掲げる場合に関する法第４条第１項ただし書の条

例で定める範囲は、同号に規定する建築物に限り、都市公園の敷地面積の１

００分の２を限度として前各項の規定により認められる建築面積を超えるこ

とができることとする。 

（運動施設の敷地面積に関する制限） 

第７条 令第８条第１項の条例で定める割合は１００分の５０とする。 

（行為の制限） 

第８条 公園において、次の各号に掲げる行為をしようとする者は、町長の許

可を受けなければならない。 

(1) 行商、募金その他これらに類する行為をすること。 

(2) 業として写真又は映画を撮影すること。 

(3) 興行を行うこと。 

(4) 競技会、集会、展示会、博覧会その他これらに類する催しのため公園 

の全部又は一部を独占して利用すること。 

(5) 前各号に定めるもののほか、町長の指定する行為 

２ 前項の許可を受けようとする者は、行為の目的、行為の期間、行為を行う

場所又は公園施設、行為の内容その他町長の指示する事項を記載した申請書

を町長に提出しなければならない。 

３ 第１項の許可を受けた者は、許可を受けた事項を変更しようとするとき

は、当該事項を記載した申請書を町長に提出して許可を受けなければならな

い。 

４ 町長は、第１項各号に掲げる行為が公衆の公園の利用に支障を及ぼさない

と認める場合に限り、第１項又は前項の許可を与えることができる。 

５ 町長は、第１項又は第３項の許可に公園の管理上必要な範囲内で条件を付

することができる。 

（許可の特例） 
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第９条 法第６条第１項又は第３項の許可を受けた者は、当該許可に係る事項

については、前条第１項又は第３項の許可を受けることを要しない。 

（行為の禁止） 

第１０条 公園において次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただし、法

第５条第１項、法第６条第１項若しくは第３項又は第８条第１項若しくは第

３項の許可に係るものについては、この限りでない。 

(1) 公園を損傷し、又は汚損すること。 

(2) 竹木を伐採し、又は植物を採取すること。 

(3) たき火その他危険な行為をすること。 

(4) 土地の形質を変更すること。 

(5) 鳥獣類を捕獲し、又は殺傷すること。 

(6) 貼紙若しくは貼札をし、又は広告を表示すること。 

(7) 立入禁止区域に立ち入ること。 

(8) 風紀をみだし、その他公園の利用者に著しく迷惑をかけること。 

(9) 禁止区域へ車両を乗り入れ、又は止めおくこと。 

(10) 風致を害すること。 

(11) 前各号に掲げるもののほか、公園の利用を妨げる行為をすること。 

（利用の禁止又は制限） 

第１１条 町長は、公園の損壊その他の理由によりその利用が危険であると認

められる場合又は公園に関する工事のためやむを得ないと認められる場合に

おいては、公園を保全し、又はその利用者の危険を防止するため区域を定め

て公園の利用を禁止し、又は制限することができる。 

（管理等の委任） 

第１２条 公園施設のうち、別表第２にあるスポーツ関係施設の管理運営は、

かつらぎ町教育委員会に委任するものとする。 

（かつらぎ町平和祈念施設の管理運営） 

第１３条 公園施設のうち、別表第３にあるかつらぎ町平和祈念施設の管理運

営については、別に定める。 

（公園施設の設置若しくは管理又は占用の許可の申請書の記載事項） 

第１４条 法第５条第１項の条例で定める事項は、次の各号に掲げるものとす

る。 

(1) 公園施設を設けようとするときは、次に掲げる事項 

ア 氏名及び住所 

イ 設置の目的 

ウ 設置の期間 

エ 設置の場所 

オ 公園施設の構造 

カ 公園施設の管理の方法 

キ 工事実施の方法 
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ク 工事の着手及び完了の時期 

ケ 公園の復旧方法 

コ その他町長の指示する事項 

(2) 公園施設を管理しようとするときは、次に掲げる事項 

ア 氏名及び住所 

イ 管理の目的 

ウ 管理の期間 

エ 管理する公園施設 

オ 管理の方法 

カ 町長の指示する事項 

(3) 許可を受けた事項を変更しようとするときは、当該事項 

２ 法第６条第２項の条例で定める事項は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 氏名及び住所 

(2) 占用物件の管理の方法 

(3) 工事実施の方法 

(4) 工事の着手及び完了の時期 

(5) 公園の復旧方法 

(6) その他町長の指示する事項 

（法第６条第３項ただし書の条例で定める軽易な変更） 

第１５条 法第６条第３項ただし書の条例で定める軽易な変更は、次に掲げる

ものとする。 

(1) 占用物件の模様替えで当該占用物件の外観又は構造の著しい変更を伴

わないもの 

(2) 占用物件に対する物件の添加で当該占用者が当該占用の目的に付随し

て行うもの 

（設計書等） 

第１６条 公園施設の設置若しくは公園の占用の許可を受けようとする者又は

それらの許可を受けた事項の一部を変更しようとする者は、当該許可の申請

書に設計書、仕様書及び図面を添付しなければならない。 

（使用料等） 

第１７条 法第５条第１項、法第６条第１項若しくは第３項又は第８条第１項

若しくは第３項の許可を受けた者は、別表第４に定める額若しくはかつらぎ

町道路占用料徴収条例（昭和６３年かつらぎ町条例第２号）別表の例による

額を使用料又は占用料（以下「使用料等」という。）として納付しなければ

ならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第６条

の規定により非課税とされるものを除くものについての使用料等の額は、前

項に規定する額に消費税法に定める消費税の税率を乗じて得た額及びその額
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に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に定める地方消費税の税率を乗じ

て得た額を合算した額を加算した額とする。 

３ 町長は、規則に定められている基準に従い使用料等の全部又は一部を免除

し、又は還付することができる。 

（監督処分） 

第１８条 町長は、次の各号のいずれかに該当する者に対して、この条例の規

定によってした許可を取り消し、その効力を停止し、若しくはその条件を変

更し、又は行為の中止、原状回復若しくは都市公園からの退去を命ずること

ができる。 

(1) この条例又はこの条例の規定に基づく処分に違反している者 

(2) この条例の規定による許可に付した条件に違反している者 

(3) 偽りその他不正な手段によりこの条例の規定による許可を受けた者 

２ 町長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、この条例の規定

による許可を受けた者に対し、前項に規定する処分をし、又は同項に規定す

る必要な措置を命ずることができる。 

(1) 公園に関する工事のためやむを得ない必要が生じた場合 

(2) 公園の保全又は公衆の公園の利用に著しい支障が生じた場合 

(3) 公園の管理上の理由以外の理由に基づく公益上やむを得ない必要が生 

じた場合 

第４章 工作物等の保管の手続等 

（工作物等を保管した場合の公示事項） 

第１９条 法第２７条第５項の条例で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 保管した工作物その他の物件又は施設（以下この章において「工作物

等」という。）の名称又は種類、形状及び数量 

(2) 保管した工作物等の放置されていた場所及び当該工作物等を除却した

日時 

(3) その工作物等の保管を始めた日時及び保管の場所 

(4) 前３号に掲げるもののほか、保管した工作物等を返還するため必要と 

認められる事項 

（工作物等を保管した場合の公示の方法） 

第２０条 法第２７条第５項の規定による公示は、次に掲げる方法により行わ

なければならない。 

(1) 前条各号に掲げる事項を、保管を始めた日から起算して１４日間、規

則で定める場所に掲示すること。 

(2) 前号の掲示に係る工作物等のうち特に貴重と認められる工作物等につ

いては、同号の掲示の期間が満了しても、なおその工作物等の所有者、占

有者その他当該工作物等について権原を有する者（第２３条において「所

有者等」という。）の氏名及び住所を知ることができないときは、その掲

示の要旨を広報に掲載すること。 
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２ 町長は、前項に規定する方法による公示を行うとともに、規則で定める様

式による保管工作物等一覧簿を規則で定める場所に備え付け、かつ、これを

いつでも関係者に自由に閲覧させなければならない。 

（工作物等の価額の評価の方法） 

第２１条 法第２７条第６項の規定による工作物等の価額の評価は、取引の実

例価格、当該工作物等の使用年数、損耗の程度その他当該工作物等の価額の

評価に関する事情を勘案するものとする。町長は、必要があると認めるとき

は、工作物等の価額の評価に関し専門的知識を有する者の意見を聴くことが

できる。 

（保管した工作物等を売却する場合の手続） 

第２２条 法第２７条第６項の規定により保管した工作物等について、規則で

定める方法により売却するものとする。 

（工作物等を返還する場合の手続） 

第２３条 町長は、保管した工作物等（法第２７条第６項の規定により売却し

た代金を含む。）を当該工作物等の所有者等に返還するときは、返還を受け

る者にその氏名及び住所を証するに足りる書類を提示させる等の方法によっ

てその者がその工作物等の返還を受けるべき工作物等の所有者等であること

を証明させ、かつ、規則で定める様式による受領書と引換えに返還するもの

とする。 

第５章 雑則 

（届出） 

第２４条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該行為をした者

は速やかにその旨を町長に届け出なければならない。 

(1) 法第５条第１項又は法第６条第１項若しくは第３項の許可を受けた者

が公園施設の設置又は都市公園の占用に関する工事を完了したとき。 

(2) 前号に掲げる者が、公園施設の設置若しくは管理又は公園の占用を廃

止したとき。 

(3) 第１号に掲げる者が、法第１０条第１項の規定により公園を原状に回

復したとき。 

(4) 法第２６条第２項又は第４項の規定によりこれらの項又は第２項の規

定により同条第１項に規定する必要な措置を命ぜられた者が命ぜられた工

事を完了したとき。 

(5) 法第２７条第１項又は第２項の規定により同条第１項に規定する必要

な措置を命ぜられた者が、命ぜられた工事を完了したとき。 

（使用料等の徴収） 

第２５条 使用料等は、公園施設の設置若しくは管理、公園の占用、第８条第

１項各号に掲げる行為の期間が３か月を超えない場合においては、公園の使

用の許可の際、徴収する。ただし、町長が特別の理由があると認める場合

は、この限りでない。 
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（都市公園の区域の変更及び廃止） 

第２６条 町長は、都市公園の区域を変更し、又は都市公園を廃止するとき

は、当該都市公園の名称、位置、変更又は廃止に係る区域その他必要と認め

る事項を明らかにしてその旨を公告しなければならない。 

（公園予定区域及び予定公園施設についての準用） 

第２７条 第６条から前条までの規定は、法第３３条第４項に規定する公園予

定区域又は予定公園施設について準用する。 

（委任） 

第２８条 この条例の施行につき必要な事項は、町長が定める。 

第６章 罰則 

第２９条 次の各号のいずれかに該当する者に対しては、５０，０００円以下

の過料を科する。 

(1) 第８条第１項又は第３項（第２７条においてこれらの規定を準用する

場合を含む。）の規定に違反して同条第１項各号に掲げる行為をした者 

(2) 第１０条（第２７条において準用する場合を含む。）の規定に違反して

同条各号に掲げる行為をした者 

(3) 第１８条第１項又は第２項（第２７条においてこれらの規定を準用す

る場合を含む。）の規定による町長の命令に違反した者 

第３０条 偽りその他不正な手段により使用料等の徴収を免れた者に対して

は、その徴収を免れた額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する金額が

５万円を超えないときは、５万円とする。）以下の過料を科する。 

第３１条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者

が、その法人又は人の業務に関し、前２条の違反行為をしたときは、行為者

を罰するほか、その法人又は人に対して各本条の過料を科する。 

第３２条 法第５条の１１の規定により町長に代ってその権限を行うものは、

この章の適用については町長とみなす。 

 

附 則 

この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

 

別表第１（第５条関係） 

名称 位置 

芝ノ前公園 かつらぎ町大字笠田東２９番地１ 

丁ノ町公園 かつらぎ町大字丁ノ町４５９番地５ 

蛭子前公園 かつらぎ町大字笠田東６６６番地２ 

河南公園 かつらぎ町大字東渋田６２６番地３ 

中飯降公園 かつらぎ町大字中飯降１３４４番地３ 
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佐野公園 かつらぎ町大字佐野８１１番地１ 

下窪田公園 かつらぎ町大字大谷８５１番地４ 

かつらぎ公園 かつらぎ町大字丁ノ町２５２７番地 

かつらぎ西部公園 かつらぎ町大字窪３９２番地６ 

別表第２（第１２条関係） 

名称 スポーツ関係施設 

河南公園 グラウンド、その他附帯設備 

中飯降公園 グラウンド、その他附帯設備 

かつらぎ公園 体育センター、スポーツセンター町民プー

ル、テニスコート、グラウンド、その他附帯

設備 

かつらぎ西部公園 パークゴルフ場、管理棟、レクリエーション

広場、ウォーキング広場、その他附帯設備 

別表第３（第１３条関係） 

名称 かつらぎ町平和祈念施設 

かつらぎ公園 かつらぎ町平和祈念館、かつらぎ町平和祈念

像施設 

別表第４（第１７条関係） 

園地使用料 

種別 単位 使用料 

行商、募金その他これらに類する

行為をするとき。 

1 平方メートル

1 日につき 

10 円 

業として写真又は映画を撮影する

とき。 

1 日につき 1,000 円 

興行を行うとき。 1 平方メートル

1 日につき 

2 円 

競技会、集会、展示会、博覧会そ

の他これらに類する催しのため公

園の全部又は一部を独占して利用

するとき。 

1 平方メートル

1 日につき 

2 円 

上記に定めるもののほか、町長の

指定する行為 

1 平方メートル

1 日につき 

10 円 
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議案第 ３５ 号 

 

かつらぎ町森林環境譲与税基金条例制定について 

 

 

 かつらぎ町森林環境譲与税基金条例を次の理由により、別案のとおり制定す

るものとする。 

 

  令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則 

 
 

記 
 
 
１ かつらぎ町森林環境譲与税基金条例（案文別記） 
 
２ 提案理由 

   森林の整備に関する施策並びに森林の有する公益的機能に関する普及啓発、

木材の利用の促進その他の森林の整備の促進に関する施策に要する経費の財

源に充てる基金の設置及びその管理について必要な事項を定めるため、制定

いたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

 かつらぎ町森林環境譲与税基金条例をここに公布する。 

 

  令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長 

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

かつらぎ町森林環境譲与税基金条例 

 

 

（設置） 

第１条 森林の整備に関する施策並びに森林の整備を担うべき人材の育成及び

確保、森林の有する公益的機能に関する普及啓発、木材の利用の促進その他

の森林の整備の促進に関する施策に要する経費の財源に充てるため、かつら

ぎ町森林環境譲与税基金（以下「基金」という。）を設置する。 

（積立金額） 

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算に定める額とする。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方

法により保管しなければならない。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、こ

の基金に編入するものとする。 

（繰替運用） 

第５条 町長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間

及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用すること

ができる。 

（処分） 

第６条 基金は、第１条の目的に係る事業の財源に充てるときは、その全部又

は一部を処分することができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、町長

が別に定める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

- 119 -



議案第 ３６ 号 

 

国道４８０号沿地域振興交流施設整備基金条例制定について 

 

 

 国道４８０号沿地域振興交流施設整備基金条例を次の理由により、別案のと

おり制定するものとする。 

 

  令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則 

 
 

記 
 
 
１ 国道４８０号沿地域振興交流施設整備基金条例（案文別記） 
 
２ 提案理由 

   国道４８０号沿地域振興交流施設の整備及び維持管理を図り、本町の農産

物販売及び加工、地域食材の提供並びに地域情報の発信に資する経費の財源

に充てる基金の設置及びその管理について必要な事項を定めるため、制定い

たしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

 国道４８０号沿地域振興交流施設整備基金条例をここに公布する。 

 

  令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長 

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

国道４８０号沿地域振興交流施設整備基金条例 

 

 

（設置） 

第１条 国道４８０号沿地域振興交流施設の整備及び維持管理を図り、本町の

農産物販売及び加工、地域食材の提供並びに地域情報の発信に資する経費の

財源に充てるため、国道４８０号沿地域振興交流施設整備基金（以下「基金」

という。）を設置する。 

（積立金額） 

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算に定める額とする。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方

法により保管しなければならない。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、こ

の基金に編入するものとする。 

（繰替運用） 

第５条 町長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間

及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用すること

ができる。 

（処分） 

第６条 基金は、第１条の目的に係る事業の財源に充てるときは、その全部又

は一部を処分することができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、町長

が別に定める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 ３７ 号 

 

かつらぎ町青少年健全育成基金条例制定について 

 

 

かつらぎ町青少年健全育成基金条例を次の理由により、別案のとおり制定す

るものとする。 

 

令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則    

 

 

記 

 

 

１ かつらぎ町青少年健全育成基金条例（案文別記） 

 

２ 提案理由 

青少年の健全育成に資するため実施する様々な施策を複数年にわたって実

施できるよう、その財源に充てる基金の設置及びその管理・運用について、必

要な事項を定めるため、条例制定いたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

 かつらぎ町青少年健全育成基金条例をここに公布する。 

 

  令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長  

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

かつらぎ町青少年健全育成基金条例 

 

 

（設置） 

第１条 青少年の健全育成を図るため、かつらぎ町青少年健全育成基金（以下

「基金」という。）を設置する。 

（積立金額） 

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算に定める額とす

る。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方

法により保管しなければならない。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、こ

の基金に編入するものとする。 

（繰替運用） 

第５条 町長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期

間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用するこ

とができる。 

（処分） 

第６条 基金は、第 1 条の目的に係る事業の財源に充てるときは、その全部又

は一部を処分することができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、町長

が別に定める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 ３８ 号 

 

かつらぎ町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

の一部を改正する条例制定について 

 

 

かつらぎ町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年か

つらぎ町条例第３６号）の一部を次の理由により、別案のとおり改正するものとする。 

 

令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則    

 

 

記 

 

 

１ かつらぎ町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例（案文別記） 

 

２ 提案理由 

  家庭的保育事業の設備及び運営に関する基準の一部改正及び栄養士法の改正に伴い、

所要の改正をいたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

かつらぎ町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例をここに公布する。 

 

令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長  

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

かつらぎ町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

の一部を改正する条例 

 

 

かつらぎ町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年か

つらぎ町条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

 

第６条第１項中「第７条の３第２項」を「第７条の３第１項」に改め、「並びに附則第

３条」を削り、「。第３号」を「。以下この条」に改め、同項第１号中「支援を行う」を

「支援（次項において「保育内容支援」という。）を実施する」に改め、同項第３号中

「この号」の次に「及び第６項第１号」を加え、同条第２項及び第３項を次のように改め

る。 
２ 町長は、家庭的保育事業等による保育内容支援の実施に係る連携施設の確保が著しく

困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満たすと認めるとき

は、前項第１号の規定を適用しないこととすることができる。 
(1) 家庭的保育事業等が保育内容支援連携協力者を適切に確保すること。 

(2) 次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。 
ア 家庭的保育事業等と保育内容支援連携協力者との間でそれぞれの役割の分担及び

責任の所在が明確化されていること。 
イ 保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするための

措置が講じられていること。 
３ 前項各号の保育内容支援連携協力者とは、第２７条に規定する小規模保育事業A 型若

しくは小規模保育事業B 型又は事業所内保育事業を行う者（第５項において「小規模保
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育事業A 型事業者等」という。）であって、第１項第１号に掲げる事項に係る連携協力

を行うものをいう。 
第６条中第５項を第７項とし、第４項を第６項とし、第３項の次に次の２項を加え

る。 
４ 町長は、家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施設の確保が著しく困

難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件のいずれかを満たすときは、第

１項第２号の規定を適用しないこととすることができる。 
(1) 家庭的保育事業等が代替保育連携協力者を適切に確保した場合には、次のア及び

イに掲げる要件を満たすと町長が認めること。 
ア 家庭的保育事業等と代替保育連携協力者との間でそれぞれの役割の分担及び責任

の所在が明確化されていること。 
イ 代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするための措 

置が講じられていること。 
(2) 町長が家庭的保育事業等による代替保育連携協力者の確保の促進のために必要な

措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の確保が著しく困難であること。 
５ 前項各号の代替保育連携協力者とは、第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行

う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるものを

いう。 
(1) 家庭的保育事業者等が家庭的保育事業等を行う場合又は事業所（次号において「事

業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において代替保育が提供される場合 小

規模保育事業A 型事業等 
(2) 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘案して小規

模保育事業A 型事業者等と同等の能力を有するものと町が認める者 
第１６条第１項第２号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 

附則第３条中「１０年」を「１５年」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第 ３９ 号 

 

かつらぎ町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準 

を定める条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

かつらぎ町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例（平成２６年かつらぎ町条例第２８号）の一部を次の理由により、別案のとおり改正す

るものとする。 

 

令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則    

 

 

記 

 

 

１ かつらぎ町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例（案文別記） 

 

２ 提案理由 

  特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の

運営に関する基準の改正に伴い、所要の改正をいたしたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 127 -



かつらぎ町告示第   号 

 

かつらぎ町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長  

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

かつらぎ町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する 

基準を定める条例の一部を改正する条例 

 

 

かつらぎ町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例（平成２６年かつらぎ町条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

 

第１条中「第３４条第２項」を「第３４条第３項」に、「第４６条第２項」を「第４６

条第３項」に改める。 
第３７条第１項中「第２７条」を「第２８条」に、「第４２条第３項第１号」を「第４

２条第３項」に改め、「第４２条第３項第１号において同じ。」を削り、「附則第４条」

を「附則第３条」に改める。 
第４２条第１項中「第５項」を「第７項」に改め、同項第１号中「支援を行う」を「支

援（次項において「保育内容支援」という。）を実施する」に改め、同項第３号中「この

号」の次に「及び第６項第１号」を加え、同条第２項及び第３項を次のように改める。 
２ 町長は、特定地域型保育事業者による保育内容支援の実施に係る連携施設の確保が著

しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満たすと認める

ときは、前項第１号の規定を適用しないこととすることができる。 
(1) 特定地域型保育事業者が保育内容支援連携協力者を適切に確保すること。 
(2) 次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。 

  ア 特定地域型保育事業者と保育内容支援連携協力者との間でそれぞれの役割の分担

及び責任の所在が明確化されていること。 
  イ 保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするための
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措置が講じられていること。 
３ 前項各号の保育内容支援連携協力者とは、小規模保育事業A 型若しくは小規模保育 
事業B 型又は事業所内保育事業を行う者（第５項において「小規模保育事業A 型事業者 
等」という。）であって、第１項第１号に掲げる事項に係る連携協力を行うものをいう。 
第４２条中第９項を第１１項とし、第４項から第８項までを２項ずつ繰り下げ、第３項 

の次に次の２項を加える。 
４ 町長は、特定地域型保育事業者による代替保育の提供に係る連携施設の確保が著しく

困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件のいずれかを満たすときは、

第１項第２号の規定を適用しないこととすることができる。 
(1) 特定地域型保育事業者が代替保育連携協力者を適切に確保した場合には、次のア

及びイに掲げる要件を満たすと町長が認めること。 
  ア 特定地域型保育事業と代替保育連携協力者との間でそれぞれの役割の分担及び責

任の所在が明確化されていること。  
  イ 代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするための措置

が講じられていること。 
(2) 町長が特定地域型保育事業者による代替保育連携協力者の確保の促進のために必

要な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の確保が著しく困難であること。 
５ 前項各号の代替保育連携協力者とは、第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力を 
行う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるもの 
をいう。 
(1) 特定地域型保育事業者が特定地域型保育事業を行う場所又は事業所（次号におい

て「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において代替保育が提供される場

合 小規模保育事業A 型事業者等 
(2) 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘案して小規

模保育事業A 型事業者等と同等の能力を有すると町が認める者 
附則第４条中「１０年」を「１５年」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第 ４０ 号 

 

かつらぎ町地域食材供給施設設置及び管理に関する条例制定について 

 

 

 かつらぎ町地域食材供給施設設置及び管理に関する条例を次の理由により、

別案のとおり制定するものとする。 

 

  令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則 

 
 

記 
 
 
１ かつらぎ町地域食材供給施設設置及び管理に関する条例（案文別記） 
 
２ 提案理由 

かつらぎ町地域食材供給施設設置及び管理について、必要な事項を定める

ため、制定いたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

 かつらぎ町地域食材供給施設設置及び管理に関する条例をここに公布する。 

 

  令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長 

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

かつらぎ町地域食材供給施設設置及び管理に関する条例 

 

 

（設置） 

第１条 本町の農産物販売及び加工、地域食材の提供を行い、都市と農村の交

流を促進するとともに、産業の振興及び地域の活性化を図るため、地域食材

供給施設を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 地域食材供給施設の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

地域食材供給施設 かつらぎ町大字窪４８７番地の２ 

（施設） 

第３条 地域食材供給施設は、次に掲げる施設その他当該施設に付随するもの

をもって構成する。 

(1) 物産販売施設 

(2) 飲食提供施設 

(3) 情報提供施設 

（開館日及び開館時間） 

第４条 地域食材供給施設の開館日及び開館時間については、別に規則で定め

る。 

（業務） 

第５条 地域食材供給施設は、設置の目的を達成するために、次に掲げる業務

を行う。 

(1) 農産物及び地域特産品の紹介及び販売、地域食材の提供、農産物加工販

売を行い、都市と農村の交流を促進すること。 

(2) 前号に掲げるもののほか、目的を達成するために必要な業務 

（施設の管理） 
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第６条 地域食材供給施設の管理は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。

以下「法」という。）第２４４条の２第３項の規定により、法人その他の団体

であって町長が指定する者（以下「指定管理者」という。）に行わせることが

できる。 

（指定管理者が行う業務） 

第７条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

(1) 地域食材供給施設の維持管理に関する業務 

(2) 来館者へのサービス向上のための物品販売、飲食の提供等に関する業務 

(3) 前２号に掲げるもののほか、第５条に規定する業務のうち、町長のみの 

権限に属する事務を除く業務 

（管理の基準）  

第８条 指定管理者は、次に掲げる基準に基づき、前条に定める業務（以下「指

定管理業務」という。）を行わなければならない。 

(1) 関係法令及び条例の規定を遵守すること。 

(2) 地域食材供給施設及び設備の維持管理を適切に行うこと。 

(3) 来館者に対して平等かつ適正なサービスを行うこと。 

(4) 指定管理業務に関連して取得した個人に関する情報を適切に扱うこと。 

（指定管理者の指定の期間） 

第９条 指定管理者が指定を受けて地域食材供給施設の管理を行う期間は、５

年以内とする。ただし、再指定を妨げない。 

（指定管理者の指定手続） 

第１０条 指定管理者の指定手続等については、かつらぎ町公の施設の指定管

理者の指定の手続に関する条例（平成１８年かつらぎ町条例第１号）の定め

るところによる。 

（入館の制限） 

第１１条 指定管理者は、地域食材供給施設へ来館しようとする者が次の各号

のいずれかに該当するときは、入館を禁止し、又は退館を命ずることができ

る。 

(1) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあると認められるとき。 

(2) 他人に危害を及ぼし、又は迷惑をかけるおそれがあると認められるとき。 

(3) 地域食材供給施設等を破損するおそれがあると認められるとき。 

(4) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法 

律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又は集団的に若しく 

は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織の利益になると認めら 

れるとき。 

(5) 前各号に掲げる場合のほか、地域食材供給施設の管理上支障があると認

められるとき。 

（原状回復義務） 

第１２条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は法第２４４条
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の２第１１項の規定により指定を取り消され、若しくは期間を定めて管理の

業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その管理しなくなった

施設等を速やかに原状に回復しなければならない。ただし、町長の承認を得

たときは、この限りでない。 

（損害賠償） 

第１３条 地域食材供給施設の来館に際して、故意若しくは過失により地域食

材供給施設及び設備を毀損し、又は滅失した者は、これによって生じた損害

を賠償しなければならない。ただし、町長がやむを得ない理由があると認め

るときは、この限りでない。 

（指定管理者の指定を取り消した場合等の特例） 

第１４条 町長は、法第２４４条の２第１１項の規定により指定管理者の指定

を取り消したとき、期間を定めて指定管理業務の停止を命じたとき、その他

やむを得ない事由により町長が地域食材供給施設の管理を行うときは、第１

１条の規定を準用する。この場合において、第１１条中「指定管理者」とある

のは「町長」と読み替えるものとする。 

（委任） 

第１５条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（かつらぎ町地域食材供給施設整備基金条例の一部改正） 

２ かつらぎ町地域食材供給施設整備基金条例（平成１３年かつらぎ町条例第

２５号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「一般社団法人道の駅紀の川万葉の里からの寄付金で」を削る。 

  第６条中「とき、処分」を「ときは、その全部又は一部を処分」に改める。 

  第 7 条中「管理に」の次に「関し」を加える。 
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議案第 ４１ 号 

 

かつらぎ町水道の布設工事監督者が監督業務を行う水道の布設工事等を 

定める条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

かつらぎ町水道の布設工事監督者が監督業務を行う水道の布設工事等を定める条例の

一部を改正する条例（令和６年かつらぎ町条例第２５号）の一部を次の理由により、別案

のとおり改正するものとする。 

 

令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則    

 

 

記 

 

 

１ かつらぎ町水道の布設工事監督者が監督業務を行う水道の布設工事等を定める条例の

一部を改正する条例の一部を改正する条例（案文別記） 

 

２ 提案理由 

水道法施行規則の改正規定に対する一部改正に伴い、所要の改正をいたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

かつらぎ町水道の布設工事監督者が監督業務を行う水道の布設工事等を定める条例の

一部を改正する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長 

 

 

令和７年かつらぎ町条例第   号 

 

かつらぎ町水道の布設工事監督者が監督業務を行う水道の布設工事等を 

定める条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例 

 

 

 かつらぎ町水道の布設工事監督者が監督業務を行う水道の布設工事等を定める条例の一

部を改正する条例（令和６年かつらぎ町条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３条第１項に１号を加える改正規定中「第３４条第１項及び第２項」を「第３７条第

１項及び第２項」に改め、第４条第１項に２号を加える改正規定中「第３４条第１項及び

第２項」を「第３７条第１項及び第２項」に改める。 

 

   附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第 ４２ 号 
 

かつらぎ町消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を 
改正する条例制定について 

 
 
 かつらぎ町消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭和４０年かつら

ぎ町条例第２４号）の一部を次の理由により、別案のとおり改正するものとする。 
 
  令和７年２月２７日提出 
 
 
                    かつらぎ町長 中 阪 雅 則 
 
 

記 
 
 
１ かつらぎ町消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正する

条例（案文別記） 
 
２ 提案理由 

地域防災力の向上を目的として、消防団員の確保を図るため、所要の改正をいた

したい。 
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かつらぎ町告示第   号 
 

かつらぎ町消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正する

条例をここに公布する。 
 

 令和７年３月  日 
 
 

かつらぎ町長        
 
 
令和７年かつらぎ町条例第   号 
 

かつらぎ町消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例 
の一部を改正する条例 

 
 
かつらぎ町消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭和４０年かつ

らぎ町条例第２４号）の一部を次のように改正する。 
 
第３条中「次に掲げる」を「次の各号の」に改め、同条第１号中「居住し、

水害、火災その他の災害の発生を知ったときは、直ちに出動し勤務に従事でき

る者」を「居住、又は勤務する者」に改める。 

第１２条を次のように改める。 

（報酬及び費用弁償） 

第１２条 団員の報酬及び費用弁償は、かつらぎ町の特別職の職員で非常勤の

ものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３７年かつらぎ町条例第９号）

の定めるところによる。 

 

   附 則 
 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第 ４３ 号 

 

かつらぎ町消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例制定について 
 
 

かつらぎ町消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年かつらぎ町条例第２４

号）の一部を次の理由により、別案のとおり改正するものとする。 

 

令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則   

 

 

記 

 
 
１ かつらぎ町消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例（案文別記） 
 
２ 提案理由 

非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部改正に伴い、

所要の改正をいたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

かつらぎ町消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例をここに公布

する。 

 

令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長 

 

 

令和７年かつらぎ町条例第  号 

 

かつらぎ町消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

 

 

かつらぎ町消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年かつらぎ町条例第２４

号）の一部を次のように改正する。 

 

第５条第２項第２号中「９，１００円」を「９，７００円」に改め、同号ただ

し書中「１４，２００円」を「１４，５００円」に改め、同条第３項中「及び第

３号から第６号までのいずれか」を削り、「２１７円」を「１００円」に、「３

３３円」を「３８３円を、第３号から第６号までのいずれかに該当する扶養親族

については１人につき２１７円」に改め、同条第４項中「（以下「特定期間」と

いう。）」を削り、「特定期間に」を「当該期間に」に改める。 
別表第１中「１２，５００円」を「１２，９００円」に、「１３，３５０円」

を「１３，７００円」に、「１４，２００円」を「１４，５００円」に、「１０，

８００円」を「１１，３００円」に、「１１，６５０円」を「１２，１００円」

に、「９，１００円」を「９，７００円」に、「９，９５０円」を「１０，５００

円」に改める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後のかつらぎ町消防団員等公務災害補償条例第５条第

２項及び第３項並びに別表第１の規定は、この条例の施行の日以後に支給す

べき事由の生じたかつらぎ町消防団員等公務災害補償条例第５条第１項に規

定する損害補償（以下「損害補償」という。）並びに同日前に支給すべき事由
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の生じた同日以後の期間に係る同条例第４条第３号に規定する傷病補償年金、

同条第４号アに規定する障害補償年金及び同条第６号アに規定する遺族補償

年金（以下「傷病補償年金等」という。）について適用し、同日前に支給すべ

き事由の生じた損害補償（傷病補償年金等を除く。）及び同日前に支給すべき

事由の生じた同日前の期間に係る傷病補償年金等については、なお従前の例

による。 
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議案第 ４４ 号 

 

かつらぎ町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例 
の一部を改正する条例制定について 

 
 

かつらぎ町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭和３９

年かつらぎ町条例第１３号）の一部を次の理由により、別案のとおり改正する

ものとする。 

 

令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則   

 

 

記 

 
 
１ かつらぎ町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を

改正する条例（案文別記） 
 
２ 提案理由 

消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の一部を改正す

る政令の公布に伴い、所要の改正をいたしたい。 
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かつらぎ町告示第   号 

 

かつらぎ町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改

正する条例をここに公布する。 

 

令和７年３月  日 

 

 

かつらぎ町長 

 

 

令和７年かつらぎ町条例第  号 

 

かつらぎ町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例 
の一部を改正する条例 

 

 

かつらぎ町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭和３９

年かつらぎ町条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

 

別表を次のように改める。 

別表(第２条関係) 

退職報償金支給額表 

階級 勤務年数 

5 年以上

10 年未満 

10 年以上

15 年未満 

15 年以上

20 年未満 

20 年以上

25 年未満 

25 年以上

30 年未満 

30 年以上

35 年未満 

35 年以上 

団長   円 

239,000 

  円 

344,000 

  円 

459,000 

  円 

594,000 

  円 

779,000 

  円 

979,000 

  円 

1,079,000 

副団長 229,000 329,000 429,000 534,000 709,000 909,000 1,009,000 

分団長 219,000 318,000 413,000 513,000 659,000 849,000 949,000 

副分団長 214,000 303,000 388,000 478,000 624,000 809,000 909,000 

部長・ 

班長 

204,000 283,000 358,000 438,000 564,000 734,000 834,000 

団員 200,000 264,000 334,000 409,000 519,000 689,000 789,000 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この条例による改正後の別表の規定は、令和７年４月１日以後に退職した

非常勤消防団員について適用し、同日前に退職した非常勤消防団員について

は、なお従前の例による。 
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議案第 ４５ 号 
 

工事請負契約の締結について 
 
 令和７年２月６日付け制限付一般競争入札に付した、かつらぎ町大字星山地

内、令和６年度 令和６年災 第３４１－１２号 公共土木施設災害復旧事業 町
道四邑１３号線道路災害復旧工事については、下記のとおり請負契約を締結す

るものとする。 
 

令和７年２月２７日提出 
 
 
かつらぎ町長 中 阪 雅 則 

 
 

記 
 
１ 契 約 の 目 的   令和６年度 
           令和６年災 第３４１－１２号 

公共土木施設災害復旧事業 
町道四邑１３号線道路災害復旧工事 

 
 
２ 契 約 の 方 法  制限付一般競争入札 
 
 
３ 契 約 の 金 額  １８３，５９０，０００円 
 
 
４ 契 約 の 相 手 先  和歌山県伊都郡かつらぎ町大字星山４９番地 
            株式会社 平岡広建設 
             代表取締役 平岡 昌高 
             
 
５ 支 出 科 目   １１款  災害復旧費 
             ２項  公共土木施設災害復旧費 
             １目  現年発生公共土木施設補助災害 

復旧事業費 
            １４節  工事請負費 
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議案第 ４６ 号 

 

工事請負契約金額変更契約の締結について 

 

 

令和６年度林道災害復旧事業林道井出の谷線道路災害復旧工事の請負契約金

額に変更が生じたので、下記のとおり変更請負契約を締結するものとする。 

 

令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則 

 

 

記 

 

 

１ 事   業   名 令和６年度 

         林道災害復旧事業 

         林道井出の谷線道路災害復旧工事 

 

２ 工 事 場 所  かつらぎ町大字花園中南地内 

 

３ 契  約  者 和歌山県伊都郡かつらぎ町大字兄井１１８番地の２ 

          株式会社 共栄産業 

           代表取締役 森下 満有子 

 

４ 契約の金額  変更前請負契約金額   ６７，８０４，０００円 

         変更後請負契約金額  １２３，５７０，７００円 

差       引   ５５，７６６，７００円増 

 

変更理由 

  災害査定を受けた被災範囲より、法面の崩壊範囲が広いことが判明し、復

旧範囲を広げて工事を施工する必要が生じたため。 
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議案第 ４７ 号 

 

かつらぎ町過疎地域持続的発展計画の変更について 

 

 

かつらぎ町過疎地域持続的発展計画を次のとおり変更することについて、過

疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第１９号）第８

条第１０項において準用する同条第１項の規定により、議会の議決を求める。 

 

令和７年２月２７日提出 

 

  

かつらぎ町長 中 阪 雅 則 

 

 

かつらぎ町過疎地域持続的発展計画第９項第３号の表中 

「 

 

」を 

「 

 

」に 

 

改める。 

（１）学校教育関連施設 

 給食施設 

大 谷 小 学 校 給 食 調 理 室 整 備 事 業

  

かつらぎ町  

（４）過疎地域持続的発

展特別事業 

 幼児教育 

子育て講座（トリプル P）事業 かつらぎ町  

（１）学校教育関連施設 

 給食施設 

大 谷 小 学 校 給 食 調 理 室 整 備 事 業

  

かつらぎ町  

（３）集会施設、体育施

設等 

 公民館 

三谷公民館整備事業 かつらぎ町  

（４）過疎地域持続的発

展特別事業 

 幼児教育 

子育て講座（トリプル P）事業 かつらぎ町  
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議案第 ４８ 号 

 

辺地総合整備計画の変更について 

 

 

 辺地に係る公共的施設の総合整備計画を次のとおり変更し、施行するものとする。 

 
 

  令和７年２月２７日提出 

 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則  
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総 合 整 備 計 画 書 
 
 

和歌山県伊都郡かつらぎ町   志賀辺地  
（辺地の人口 １６９人 面積 １１．６ｋ㎡） 

 
 
１ 辺地の概況 

（１） 辺地を構成する町又は字の名称        志賀 

（２） 地域の中心の位置                 旧天野村役場跡(上志賀集会所) 

（３） 辺地度点数                     １６２点 

 

 
２ 公共的施設の整備を必要とする事情 
 本辺地内は、簡易水道からの水の供給を受けておらず、主に谷水や井戸水を飲料水として利用

しているため、水量や水質が安定せず、枯渇や水濁の恐れがあるのが現状です。 

 これに対応するため、本施設を整備することにより、地域住民への安全で安定した飲料水の供給

を図ります。 

 
 
３ 公共的施設の整備計画 

  (変更後) 

令和４年度から令和８年度まで５年間 

 

  (変更前) 

令和４年度から令和７年度まで４年間 

 
(単位：千円）  

 

                   区  分 
 
 
施設名           事業主体名 

 
 

事業費 

財 源 内 訳  
一 般 財 源 のう ち 
辺 地 対 策 事 業 債 
の 予 定 額 

特 定 
財 源 

一 般 
財 源 

 
 
（飲料水供給施設） 
下志賀地区飲料水供

給施設整備事業 

 
 
 
かつらぎ町 
 

 
(変更後) 

622,154 
 
(変更前) 

511,423 

 
 

243,896 
 
 

209,519 

 
 

378,258 
 
 

301,904 

 
 

377,300 
 
 

301,800 
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議案第 ４９ 号 
 

電子情報処理組織による戸籍事務の事務委託に関する規約廃止 
に関する協議について 

 
 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第２項の規定によ

り、かつらぎ町と高野町、湯浅町、橋本市及び九度山町との間の電子情報処理組

織による戸籍事務の事務委託に関する規約を廃止することについて、同条第３項

において準用する同法第２５２条の２の２第３項の規定に基づき、議会の議決を

求める。 
 

令和７年２月２７日提出 
 
 

                   かつらぎ町長 中 阪 雅 則   
 
 

記 
 
１ 電子情報処理組織による戸籍事務の事務委託に関する規約を廃止する規約 
 
２ 平成２７年から運用している戸籍情報システムの共同利用に係る事務委託を

終了するための規約廃止について、地方自治法第２５２条の１４第３項におい

て準用する同法第２５２条の２の２第３項の規定により議会の議決を求める。 
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かつらぎ町告示第   号 
 
 電子情報処理組織による戸籍事務の事務委託に関する規約を廃止する規約を次

のように定める。 
 
 令和７年３月  日 

 
 

電子情報処理組織による戸籍事務の事務委託に関する規約 
を廃止する規約 

 
 

次に揚げる規約は、廃止する。 
(1) 電子情報処理組織による戸籍事務の事務委託に関する規約（高野町） 

                     （平成２６年告示第１５６号）

(2) 電子情報処理組織による戸籍事務の事務委託に関する規約（湯浅町） 
                     （平成２６年告示第１５６号） 

(3) 電子情報処理組織による戸籍事務の事務委託に関する規約（橋本市） 
                     （平成２８年告示第２０８号） 

(4) 電子情報処理組織による戸籍事務の事務委託に関する規約（九度山町） 
                     （令和元年告示第１６１号） 
 

附 則 
この規約は、令和７年１１月１日から施行する。 
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議案第 ５０ 号 
 

令和６年度かつらぎ町一般会計補正予算（第１０号） 
 
 
 令和６年度かつらぎ町一般会計補正予算（第１０号）は、次のとおりとする。 
 

（歳入歳出予算の補正） 
第１条 歳入歳出予算の総額からそれぞれ２６７，３５７千円を減額し、歳入

歳出それぞれ１２，１０５，０４１千円とする。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳 

入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
（債務負担行為の補正） 
第２条 債務負担行為の変更は、「第２表 債務負担行為補正」による。 
（地方債の補正） 
第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 
 
  令和７年２月２７日提出 
 
 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則   
 
 
提案理由 
  普通地方交付税の追加交付、補助金等の決定に伴う精算及び国の補正予算

に伴う事業費の増額等を予算措置いたしたい。 
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3
0
,
0
7
5

２
財
産

運
用

収
入

1
8
,
0
5
4

△
9
8
9

1
7
,
0
6
5

１
財
産

売
払

収
入

3
4
,
5
7
7

△
2
7
0

１
７

財
産
収

入
5
2
,
6
3
1

△
1
,
2
5
9

5
1
,
3
7
2

3
4
,
3
0
7

３
県
委

託
金

4
0
0
,
6
2
6

２
県
補

助
金

3
9
8
,
9
4
3

△
7
8
,
9
5
4

3
1
9
,
9
8
9

１
県
負

担
金

4
0
6
,
7
1
5

△
6
,
0
8
9

2
1
,
4
9
8

4
,
2
3
5

2
5
,
7
3
3

１
６

県
支
出

金
8
2
7
,
1
5
6

△
8
0
,
8
0
8

7
4
6
,
3
4
8

1
,
7
4
9
,
9
6
4

△
9
1
,
0
4
1

7
9
4
,
8
5
0

△
6
0
,
4
1
4

7
3
4
,
4
3
6

３
国
庫

委
託

金
2
4
,
0
7
4

5
1
1

2
4
,
5
8
5

（
単
位

：
千

円
）

款
項

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　
　

正
　

　
額

計

２
国
庫

補
助

金

1
,
6
5
8
,
9
2
3

１
国
庫

負
担

金
9
3
1
,
0
4
0

△
3
1
,
1
3
8

8
9
9
,
9
0
2

１
５

国
庫
支

出
金
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2
3
,
8
8
3

４
選
　

挙
　

費
2
5
,
9
2
2

△
2
,
0
3
9

３
戸
籍

住
民

基
本
台
帳

費
6
2
,
2
7
5

△
3
2
3

6
1
,
9
5
2

２
徴
　

税
　

費

1
,
7
2
6
,
0
5
7

１
総
務

管
理

費
1
,
3
8
9
,
7
3
0

△
6
,
7
3
6

1
,
3
8
2
,
9
9
4

２
総

　
務

　
費

1
,
7
3
7
,
1
8
8

△
1
1
,
1
3
1

2
4
8
,
4
2
0

△
2
,
0
3
3

2
4
6
,
3
8
7

9
9
,
1
9
1

１
議
　

会
　

費
1
0
5
,
9
0
5

△
6
,
7
1
4

9
9
,
1
9
1

１
議

　
会

　
費

1
0
5
,
9
0
5

△
6
,
7
1
4

款
項

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　
　

正
　

　
額

計

9
8
9
,
0
0
0

補
 
 
正
 
 
さ

 
 
れ
 
 
な
 
 
か
 
 
っ

 
 
た

 
 
款
 
 
項
 
 
に

 
 
か

 
 
か
 
 
る
 
 
分

9
0
0
,
6
7
4

9
0
0
,
6
7
4

歳
 
 
 
 
 
 
 
 
 
入

 
 
 
 
 
 
 
 
 
合

 
 
 
 
 
 
 
 
 
計

1
2
,
3
7
2
,
3
9
8

△
2
6
7
,
3
5
7

1
2
,
1
0
5
,
0
4
1

１
町
　

　
　

債
1
,
0
9
2
,
4
0
0

△
1
0
3
,
4
0
0

1
8
2
,
5
8
4

２
２

町
　
　

　
債

1
,
0
9
2
,
4
0
0

△
1
0
3
,
4
0
0

9
8
9
,
0
0
0

（
 
歳
　

出
 
）

（
単
位

：
千

円
）

５
雑
　

　
　

入

2
,
2
7
4

４
受
託

事
業

収
入

9
,
2
5
0

△
1
7

9
,
2
3
3

１
延
滞

金
加

算
金
及
び

過
料

1
,
6
7
4

6
0
0

1
8
3
,
7
8
1

△
1
,
1
9
7

（
単
位

：
千

円
）

款
項

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　
　

正
　

　
額

計
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1
,
0
0
8

1
8
,
1
4
3

４
都
市

計
画

費
4
4
9
,
5
3
4

△
1
0
,
1
0
1

３
河
　

川
　

費
1
7
,
1
3
5

4
3
9
,
4
3
3

２
道
路

橋
梁

費

8
2
0
,
4
0
2

１
土
木

管
理

費
3
8
,
3
5
0

△
5
3
5

3
7
,
8
1
5

８
土

　
木

　
費

8
3
4
,
1
1
6

△
1
3
,
7
1
4

2
7
1
,
2
6
9

△
1
,
5
0
9

2
6
9
,
7
6
0

２
観
光

事
業

振
興
費

3
9
,
5
8
6

△
2
3

3
9
,
5
6
3

１
商
　

工
　

費
2
0
7
,
2
7
8

△
9
,
3
5
4

７
商

　
工

　
費

2
4
6
,
8
6
4

△
9
,
3
7
7

2
3
7
,
4
8
7

1
9
7
,
9
2
4

２
林
　

業
　

費

3
4
8
,
0
2
0

１
農
　

業
　

費
2
9
4
,
8
1
4

△
2
4
,
3
5
8

2
7
0
,
4
5
6

６
農

林
水

産
業

費
3
8
0
,
6
2
2

△
3
2
,
6
0
2

8
5
,
8
0
8

△
8
,
2
4
4

7
7
,
5
6
4

２
清
　

掃
　

費
4
2
9
,
5
8
0

△
1
0
,
3
9
0

4
1
9
,
1
9
0

１
保
健

衛
生

費
6
3
7
,
1
0
3

△
2
5
,
4
6
7

４
衛

　
生

　
費

1
,
0
6
6
,
6
8
3

△
3
5
,
8
5
7

1
,
0
3
0
,
8
2
6

6
1
1
,
6
3
6

２
児
童

福
祉

費

3
,
3
1
1
,
4
5
0

１
社
会

福
祉

費
2
,
2
6
4
,
2
8
6

△
3
8
,
3
9
0

2
,
2
2
5
,
8
9
6

３
民

　
生

　
費

3
,
3
0
0
,
4
0
1

1
1
,
0
4
9

1
,
0
2
5
,
1
8
4

4
9
,
4
3
9

1
,
0
7
4
,
6
2
3

款
項

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　
　

正
　

　
額

計

（
単
位

：
千

円
）
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補
 
 
正
 
 
さ

 
 
れ
 
 
な
 
 
か
 
 
っ

 
 
た

 
 
款
 
 
項
 
 
に

 
 
か

 
 
か
 
 
る
 
 
分

1
,
4
3
5
,
4
4
8

1
,
4
3
5
,
4
4
8

歳
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出

 
 
 
 
 
 
 
 
 
合

 
 
 
 
 
 
 
 
 
計

1
2
,
3
7
2
,
3
9
8

△
2
6
7
,
3
5
7

1
2
,
1
0
5
,
0
4
1

3
0
,
0
8
4

１
予
　

備
　

費
3
0
,
0
8
3

1
3
0
,
0
8
4

１
４

予
　
備

　
費

3
0
,
0
8
3

1

5
8
7
,
9
4
3

１
基
　

金
　

費
5
4
4
,
6
1
0

4
3
,
3
3
3

5
8
7
,
9
4
3

１
３

諸
支
出

金
5
4
4
,
6
1
0

4
3
,
3
3
3

1
9
1
,
7
6
8

２
公
共

土
木

施
設
災
害

復
旧
費

8
5
9
,
2
8
5

△
1
2
8
,
3
3
5

7
3
0
,
9
5
0

１
農
林

業
施

設
災
害
復

旧
費

2
3
9
,
6
0
0

△
4
7
,
8
3
2

１
１

災
害
復

旧
費

1
,
0
9
8
,
8
8
5

△
1
7
6
,
1
6
7

9
2
2
,
7
1
8

△
1
1
,
5
4
4

3
6
5
,
5
3
9

６
保
健

体
育

費
5
9
,
2
7
1

△
1
,
6
7
6

7
3
,
3
1
1

５
社
会

教
育

費
3
7
7
,
0
8
3

5
7
,
5
9
5

３
中
学

校
費

3
5
7
,
2
8
9

２
小
学

校
費

2
0
3
,
7
2
3

△
1
5
,
2
9
1

1
8
8
,
4
3
2

１
教
育

総
務

費
3
6
2
,
7
3
5

△
5
,
4
4
6

8
0
,
9
7
4

△
7
,
6
6
3

4
8
9
,
4
5
5

１
０

教
　
育

　
費

1
,
1
0
7
,
5
8
0

△
4
1
,
6
2
0

1
,
0
6
5
,
9
6
0

１
消
　

防
　

費
4
8
4
,
0
1
3

5
,
4
4
2

5
5
,
2
5
1

９
消

　
防

　
費

4
8
4
,
0
1
3

5
,
4
4
2

4
8
9
,
4
5
5

５
住
　

宅
　

費
5
7
,
8
2
8

△
2
,
5
7
7

款
項

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　
　

正
　

　
額

計

（
単
位

：
千

円
）
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2
2
町
　

　
　
債

1
,
0
9
2
,
4
0
0

△
1
0
3
,
4
0
0

9
8
9
,
0
0
0

補
 
正

 
さ

 
れ
 
な
 
か

 
っ

 
た

 
款

 
項

 
に

 
か

 
か

 
る

 
分

9
0
0
,
6
7
4

9
0
0
,
6
7
4

 
2
1
諸
　

収
　
入

1
9
6
,
2
2
5

△
6
1
4

1
9
5
,
6
1
1

歳
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
入
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
合

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
計

1
2
,
3
7
2
,
3
9
8

△
2
6
7
,
3
5
7

1
2
,
1
0
5
,
0
4
1

 
1
8
寄
　

附
　
金

3
3
6
,
9
3
2

3
0
,
0
7
5

3
6
7
,
0
0
7

 
1
9
繰
　

入
　
金

7
0
9
,
6
9
8

△
1
5
4
,
3
5
4

5
5
5
,
3
4
4

 
1
6
県
支

出
金

8
2
7
,
1
5
6

△
8
0
,
8
0
8

7
4
6
,
3
4
8

 
1
7
財
産

収
入

5
2
,
6
3
1

△
1
,
2
5
9

5
1
,
3
7
2

 
1
4
使
用

料
及
び

手
数
料

1
4
9
,
4
2
6

△
1
1
,
0
5
3

1
3
8
,
3
7
3

 
1
5
国
庫

支
出
金

1
,
7
4
9
,
9
6
4

△
9
1
,
0
4
1

1
,
6
5
8
,
9
2
3

 
1
1
地
方

交
付
税

4
,
2
5
7
,
4
8
1

1
1
9
,
9
5
5

4
,
3
7
7
,
4
3
6

 
1
3
分
担

金
及
び

負
担
金

8
,
1
5
1

△
1
,
0
5
0

7
,
1
0
1

 
 
2
地
方

譲
与
税

1
4
7
,
9
2
1

2
,
5
9
2

1
5
0
,
5
1
3

 
 
8
ゴ
ル

フ
場
利

用
税
交

付
金

1
0
,
3
0
4

△
6
0
0

9
,
7
0
4

歳
入

歳
出

補
正

予
算

事
項

別
明

細
書

 
(
第

 
１

０
 
号

)
１
.
総

 
括
 
表

(
 
歳

　
入

 
)

（
単
位

：
千

円
）

款
補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　
正

　
額

計

 
 
1
町
　

　
　
税

1
,
9
3
3
,
4
3
5

2
4
,
2
0
0

1
,
9
5
7
,
6
3
5
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歳
 
 
 
 
 
出

 
 
 
 
 
合

 
 
 
 
 
計

1
2
,
3
7
2
,
3
9
8

△
2
6
7
,
3
5
7

1
2
,
1
0
5
,
0
4
1

△
1
4
5
,
9
5
5

△
1
0
3
,
4
0
0

2
2
,
1
0
4

△
4
0
,
1
0
6

 
 
 
補
正

さ
れ
な

か
っ

た
款
項

に
か

か
る

分
1
,
4
3
5
,
4
4
8

1
,
4
3
5
,
4
4
8

 
1
4
予
　

備
　
費

3
0
,
0
8
3

1
3
0
,
0
8
4

1

 
1
3
諸
支

出
金

5
4
4
,
6
1
0

4
3
,
3
3
3

5
8
7
,
9
4
3

3
0
,
7
4
5

1
2
,
5
8
8

7
,
6
0
0

△
1
4

△
3
7
,
9
6
4

 
1
1
災
害

復
旧
費

1
,
0
9
8
,
8
8
5

△
1
7
6
,
1
6
7

9
2
2
,
7
1
8

△
8
8
,
2
7
6

△
1
0
2
,
7
0
0

 
1
0
教
　

育
　
費

1
,
1
0
7
,
5
8
0

△
4
1
,
6
2
0

1
,
0
6
5
,
9
6
0

△
1
1
,
2
4
2

△
1
,
1
0
0

1
5
,
9
0
9

 
 
9
消
　

防
　
費

4
8
4
,
0
1
3

5
,
4
4
2

4
8
9
,
4
5
5

1
1
,
1
7
0

4
,
3
0
0

△
1
,
3
9
1

△
8
,
6
3
7

 
 
8
土
　

木
　
費

8
3
4
,
1
1
6

△
1
3
,
7
1
4

8
2
0
,
4
0
2

8
8
0

△
2
,
7
0
0

△
7
,
3
1
0

△
4
,
5
8
4

△
2
,
0
5
7

△
1
3
,
2
4
9

 
 
7
商
　

工
　
費

2
4
6
,
8
6
4

△
9
,
3
7
7

2
3
7
,
4
8
7

△
7
5
6

 
 
6
農
林

水
産
業

費
3
8
0
,
6
2
2

△
3
2
,
6
0
2

3
4
8
,
0
2
0

△
1
7
,
2
9
6

1
8
6

△
8
,
8
0
7

 
 
4
衛
　

生
　
費

1
,
0
6
6
,
6
8
3

△
3
5
,
8
5
7

1
,
0
3
0
,
8
2
6

1
,
2
1
1

△
9
,
5
0
0

△
3
,
7
3
0

△
2
3
,
8
3
8

 
 
3
民
　

生
　
費

3
,
3
0
0
,
4
0
1

1
1
,
0
4
9

3
,
3
1
1
,
4
5
0

△
3
3
,
6
2
0

△
4
0
0

6
,
5
8
1

3
8
,
4
8
8

△
6
,
7
1
4

 
 
2
総
　

務
　
費

1
,
7
3
7
,
1
8
8

△
1
1
,
1
3
1

1
,
7
2
6
,
0
5
7

△
8
,
0
2
6

 
 
1
議
　

会
　
費

1
0
5
,
9
0
5

△
6
,
7
1
4

9
9
,
1
9
1

1
9
4

△
3
,
2
9
9

補
　
　

正
　

　
額

　
　

の
　

　
財
　

　
源

　
　

内
　
　
訳

款
補

 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計

特
 
　
　

 
 
 
定

 
　

 
 
 
 
財
 
 
 
 
 
 
源

一
般
財

源
国
 
県

 
支

 
出
 
金

地
 
方
 
債

そ
 
 
の
 
 
他

(
 
歳

　
出

 
)

（
単
位

：
千

円
）
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2
滞
納

繰
越

分
5
,
0
0
0
１

３
，

８
７

１
－

８
，

８
７

１

９
７
１

，
８

２
４

－
９

６
６

，
８
２

４
現

年
課

税
分

 
 
1
現
年

課
税

分
5
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0

9
8
6
,
0
9
6

 
 
1
固

定
資

産
税

9
7
6
,
0
9
6

1
0
,
0
0
0

9
8
6
,
8
5
4

 
 
2

固
定
資

産
税

9
7
6
,
8
5
4

１
３
，

８
７

３
－

３
，

８
７

３
過

年
度

分
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
1
0
,
0
0
0

５
０
，

１
１

５
－

４
７

，
１

１
５

法
人
税

割
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

3
,
0
0
0

３
３
，

１
６

３
－

３
２

，
１

６
３

 
 
1
現
年

課
税

分
1
4
,
0
0
0
均

等
割

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

1
,
0
0
0

9
7
,
3
0
2

 
 
2
法

　
　

　
人

8
3
,
3
0
2

1
4
,
0
0
0

 
 
2
滞
納

繰
越

分
1
,
2
0
0
５

，
４

６
４

－
４

，
２

６
４

５
３
０

，
９

３
７

－
５

２
４

，
９
３

７
所

得
割

 
 
1
現
年

課
税

分
6
,
0
0
0

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

7
,
2
0
0

5
6
3
,
8
0
3

 
 
1
個

　
　

　
人

5
5
6
,
6
0
3

2
1
,
2
0
0

6
6
1
,
1
0
5

１
．
歳

　
入

町
　
　
　

税
補

 
正
 
第

　
１

０
号

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計

1
,
9
5
7
,
6
3
5

 
 
1

町
　
民

　
税

6
3
9
,
9
0
5

 
 
1

町
　
　

　
税

1
,
9
3
3
,
4
3
5

2
4
,
2
0
0

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明

区
　

　
分
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補
 
正
 
第

　
１

０
号

 
 
1
森
林

環
境

譲
与
税

2
,
5
9
2
４

０
，

４
１

３
－

３
７

，
８

２
１

4
0
,
4
1
3

 
 
1
森

林
環

境
譲

与
税

3
7
,
8
2
1

2
,
5
9
2

 
 
3

森
林
環

境
譲

与
税

3
7
,
8
2
1

2
,
5
9
2

4
0
,
4
1
3

８
，
５

８
３

－
９

，
５

８
３

 
 
2

地
方
譲

与
税

1
4
7
,
9
2
1

2
,
5
9
2

1
5
0
,
5
1
3 
 
1
現
年

課
税

分
△
1
,
0
0
0

△
1
,
0
0
0

8
,
5
8
3

 
 
1
入

　
湯

　
税

9
,
5
8
3

△
1
,
0
0
0

8
,
5
8
3 
 
2
滞
納

繰
越

分
1
,
0
0
0
２

，
０

９
６

－
１

，
０

９
６

 
 
6

入
　
湯

　
税

9
,
5
8
3

９
６
，

５
１

１
－

９
５

，
５

１
１

 
 
1
現
年

課
税

分
1
,
0
0
0
現

年
課

税
分

9
8
,
6
3
8

 
 
1
都

市
計

画
税

9
6
,
6
3
8

2
,
0
0
0

9
8
,
6
3
8

 
 
5

都
市
計

画
税

9
6
,
6
3
8

2
,
0
0
0

 
 
1
現
年

課
税

分
△
8
,
0
0
0
１

１
７

，
０

２
５

－
１

２
５

，
０
２

５

1
1
7
,
0
2
5

 
 
1
町

た
ば

こ
税

1
2
5
,
0
2
5

△
8
,
0
0
0

1
1
7
,
0
2
5

 
 
4

町
た
ば

こ
税

1
2
5
,
0
2
5

△
8
,
0
0
0

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

町
　
　
　

税

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計
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担
金

5
0

1
7
5

 
 
1
農

林
水

産
業

費
分

1
2
5

 
 
1

分
　
担

　
金

1
,
2
2
5

△
1
,
0
5
0

1
7
5

金

３
，
９

４
３

，
４

３
６

－
３

，
８
２

３
，

４
８

１

 
1
3

分
担
金

及
び

負
担

8
,
1
5
1

△
1
,
0
5
0

7
,
1
0
1

1
1
9
,
9
5
5

4
,
3
7
7
,
4
3
6

 
 
1
地

方
交

付
税

4
,
2
5
7
,
4
8
1

 
 
1
地
方

交
付

税
1
1
9
,
9
5
5
普

通
地

方
交

付
税

1
1
9
,
9
5
5

4
,
3
7
7
,
4
3
6

4
,
3
7
7
,
4
3
6

 
 
1

地
方
交

付
税

4
,
2
5
7
,
4
8
1

 
1
1

地
方
交

付
税

4
,
2
5
7
,
4
8
1

1
1
9
,
9
5
5

交
付

金
 
 
1
ゴ
ル

フ
場

利
用
税

△
6
0
0
９

，
７

０
４

－
１

０
，

３
０

４

交
付
金

△
6
0
0

9
,
7
0
4

 
 
1
ゴ

ル
フ

場
利

用
税

1
0
,
3
0
4

9
,
7
0
4

交
付
金

 
 
1

ゴ
ル
フ

場
利

用
税

1
0
,
3
0
4

△
6
0
0

9
,
7
0
4

交
付
金

 
 
8

ゴ
ル
フ

場
利

用
税

1
0
,
3
0
4

△
6
0
0

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

ゴ
ル
フ
場

利
用
税

交
付

金
補

 
正
 
第

　
１

０
号

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計
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補
 
正
 
第

　
１

０
号

ー
使

用
料

 
 
2
地
域

福
祉

セ
ン
タ

△
3
3
０

－
３

３

4
,
4
5
5

 
 
2
民

生
使

用
料

4
,
4
9
5

△
4
0

８
２
５

－
１

，
０

８
０

住
宅

使
用

料
 
 
4
田
舎

暮
ら

し
体
験

△
2
5
5

△
2
5
5

2
,
9
2
6

 
 
1
総

務
使

用
料

3
,
1
8
1

△
6
,
6
7
1

1
0
8
,
3
8
5

 
 
1

使
　
用

　
料

1
1
5
,
0
5
6

料
△
1
1
,
0
5
3

1
3
8
,
3
7
3

　
０
－

７
５

０

 
1
4

使
用
料

及
び

手
数

1
4
9
,
4
2
6

　
農
業

用
施

設
　

　
　

　
　

　
　
　

　
　

　
　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
7
5
0

　
０
－

３
５

０
業
分

担
金

　
農
地

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
3
5
0

 
 
1
補
助

災
害

復
旧
事

△
1
,
1
0
0
現

年

金
1
,
1
0
0

△
1
,
1
0
0

0
 
 
2
災

害
復

旧
費

分
担

負
担

金
 
 
1
た
め

池
改

修
事
業

5
0
１

７
５

－
１

２
５説

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計

分
担
金
及

び
負
担

金

- 162 -



2
9
,
9
8
8

 
 
2

手
　
数

　
料

3
4
,
3
7
0

△
4
,
3
8
2

１
４
－

３
か

つ
ら

ぎ
公

園
河

川
グ

ラ
ウ

ン
ド
使

用
料

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
1
1

用
料

２
９
－

６
０

 
 
4
有
料

公
園

施
設
使

△
2
0
テ

ニ
ス

コ
ー

ト
使

用
料

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
3
1

８
０
－

０
共

架
電

線
設

置
料

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
8
0

６
－
１

 
 
1
行
政

財
産

使
用
料

8
5
か

つ
ら

ぎ
公

園
第

２
河

川
広

場
使
用

料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

5

3
,
0
2
5

 
 
9
教

育
使

用
料

2
,
9
6
0

6
5

用
料

１
６
，

０
０

０
－

２
２

，
４

４
０

 
1
1
有
料

公
園

施
設
使

△
6
,
4
4
0
パ

ー
ク

ゴ
ル

フ
場

使
用

料

9
0
,
7
5
6

△
6
,
4
4
0

8
4
,
3
1
6

 
 
8
土

木
使

用
料

ン
タ

ー
使

用
料

 
 
2
東
谷

ふ
る

さ
と
セ

△
1
０

－
１

1
 
 
5
山

振
施

設
使

用
料

2
△
1

 
 
7
児
童

館
使

用
料

3
８

－
５

用
料

ニ
テ

ィ
ホ

ー
ム
使

△
1
0
０

－
１

０
千

円
 
 
4
ゆ
う

ゆ
う

コ
ミ
ュ

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

使
用
料
及

び
手
数

料
補

 
正
 
第

　
１

０
号

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明
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補
 
正
 
第

　
１

０
号

料
２

０
０

－
１

，
０

７
０

 
 
2
開
発

許
可

等
手
数

△
8
7
0
開

発
許

可
等

手
数

料

1
,
1
9
8

△
8
7
1

3
2
7

 
 
6
土

木
手

数
料

０
－
１

 
 
2
諸
証

明
手

数
料

△
1
そ

の
他

証
明

手
数

料

1
 
 
5
林

業
手

数
料

2
△
1

等
手

数
料

 
 
4
化
製

場
設

置
許
可

△
7
０

－
７

４
０
２

－
４

３
２

粗
大
ご

み
収

集
手

数
料

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
3
0

１
９
５

－
２

０
０

事
業
所

ご
み

収
集

手
数

料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

5
料

１
９
，

８
３

２
－

２
３

，
２

５
０

 
 
3
じ
ん

芥
収

集
手
数

△
3
,
4
5
3
ご

み
袋

手
数

料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

3
,
4
1
8

2
1
,
2
2
4

 
 
3
衛

生
手

数
料

2
4
,
6
8
4

△
3
,
4
6
0

数
料

情
報

に
関

す
る
手

５
５
７

－
６

０
７

 
 
1
地
籍

図
及

び
土
地

△
5
0
土

地
情

報
管

理
シ

ス
テ

ム
及

び
座
標

値
一

覧
表

交
付
手
数

料

8
,
4
1
1

 
 
1
総

務
手

数
料

8
,
4
6
1

△
5
0

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計

使
用
料
及

び
手
数

料
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金
△
1
,
3
9
9

2
1
,
0
6
0

 
 
1
総

務
費

国
庫

補
助

2
2
,
4
5
9

△
6
0
,
4
1
4

7
3
4
,
4
3
6

２
２
２

，
７

４
５

－
２

０
０

，
１
０

０

 
 
2

国
庫
補

助
金

7
9
4
,
8
5
0

過
年
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
2
2
,
6
4
5

１
６
１

，
６

４
１

－
２

２
１

，
７
７

７
現

年
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
6
0
,
1
3
6

旧
費

負
担

金
 
 
1
土
木

施
設

災
害
復

△
3
7
,
4
9
1

3
8
4
,
3
8
6

負
担
金

 
 
3
災

害
復

旧
費

国
庫

4
2
1
,
8
7
7

△
3
7
,
4
9
1

 
 
6
児
童

手
当

負
担
金

6
,
4
0
1
１

５
３

，
５

１
０

－
１

４
７

，
１
０

９

５
４
，

５
９

０
－

５
４

，
６

３
８

事
業

費
等

負
担
金

 
 
4
障
害

児
通

所
支
援

△
4
8

5
0
8
,
5
3
1

金
 
 
1
民

生
費

国
庫

負
担

5
0
2
,
1
7
8

6
,
3
5
3

8
9
9
,
9
0
2

 
 
1

国
庫
負

担
金

9
3
1
,
0
4
0

△
3
1
,
1
3
8

△
9
1
,
0
4
1

1
,
6
5
8
,
9
2
3

料

 
1
5

国
庫
支

出
金

1
,
7
4
9
,
9
6
4

住
宅

認
定

等
手
数

 
 
5
優
良

宅
地

、
優
良

△
1
０

－
１

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

使
用
料
及

び
手
数

料
補

 
正
 
第

　
１

０
号

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計
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補
 
正
 
第

　
１

０
号

金
 
 
7
浄
化

槽
設

置
交
付

△
1
,
8
7
0
３

，
４

２
８

－
５

，
２

９
８

２
１
４

－
３

５
６

検
査

事
業

補
助
金

 
 
2
緊
急

風
し

ん
抗
体

△
1
4
2

7
6
,
1
1
9

金
 
 
3
衛

生
費

国
庫

補
助

7
8
,
1
3
1

△
2
,
0
1
2

援
事

業
費

補
助
金

 
 
5
保
育

対
策

総
合
支

1
,
5
3
6
２

，
９

３
２

－
１

，
３

９
６

補
助

金
支
援

交
付

金
事
業

７
，
２

１
４

－
２

，
９

９
８

 
 
2
子
ど

も
・

子
育
て

4
,
2
1
6
利

用
者

支
援

事
業

業
費

等
補

助
金

 
 
1
地
域

生
活

支
援
事

△
1
,
0
8
5
１

６
，

６
８

２
－

１
７

，
７

６
７

金
5
3
,
6
5
7

4
,
6
6
7

5
8
,
3
2
4

 
 
2
民

生
費

国
庫

補
助

補
助

金
ー
ド

交
付

事
務
費

 
 
4
マ
イ

ナ
ン

バ
ー
カ

7
0
8
８

，
４

３
１

－
７

，
７

２
３

整
備

事
業

補
助
金

２
６
－

２
，

１
３

３
 
 
1
住
宅

市
街

地
総
合

△
2
,
1
0
7
空

き
家

対
策

総
合

支
援

事
業

費
補
助

金

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

国
庫
支
出

金

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計
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学
奨

励
費

補
助
金

１
１
６

－
２

４
５

 
 
1
特
別

支
援

教
育
就

△
2
3
4
小

学
校

特
別

支
援

教
育

就
学

奨
励
費

補
助

金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
1
2
9

金
9
0
,
1
8
7

△
1
6
,
3
6
3

7
3
,
8
2
4

 
 
6
教

育
費

国
庫

補
助

付
金

生
活

環
境

創
生
交

８
，
９

８
５

－
０

 
 
3
新
し

い
地

方
経
済

8
,
9
8
5
地

域
防

災
緊

急
整

備
型

備
費

補
助

金
 
 
2
消
防

防
災

施
設
整

2
,
5
0
6
７

，
９

９
２

－
５

，
４

８
６

事
業

費
補

助
金

全
ス

ト
ッ

ク
形
成

 
 
1
住
宅

・
建

築
物
安

△
3
2
1
１

７
９

－
５

０
０

金
5
,
9
8
6

1
1
,
1
7
0

1
7
,
1
5
6

 
 
5
消

防
費

国
庫

補
助

事
業

費
補

助
金

全
ス

ト
ッ

ク
形
成

 
 
3
住
宅

・
建

築
物
安

△
7
0
5
２

，
４

８
７

－
３

，
１

９
２

合
交

付
金

１
７
，

４
７

５
－

１
５

，
０

０
０

 
 
1
社
会

資
本

整
備
総

2
,
4
7
5
か

つ
ら

ぎ
西

部
公

園
整

備
事

業

金

千
円

 
 
4
土

木
費

国
庫

補
助

9
4
,
6
6
0

1
,
7
7
0

9
6
,
4
3
0

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

国
庫
支
出

金
補

 
正
 
第

　
１

０
号

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明
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補
 
正
 
第

　
１

０
号

臨
時
交

付
金

点
支
援

地
方

創
生

4
4
2
,
7
4
8

△
5
6
,
8
0
6

3
8
5
,
9
4
2

 
 
8
物

価
高

騰
対

応
重

４
，
４

４
０

－
４

，
９

５
８

金
デ

ジ
タ

ル
田

園
都

市
国

家
構

想
交
付

金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
5
1
8

市
国

家
構

想
交
付

１
，
１

４
１

－
２

，
０

６
４

 
 
1
デ
ジ

タ
ル

田
園
都

△
1
,
4
4
1
地

方
創

生
推

進
交

付
金

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
9
2
3

金

5
,
5
8
1

市
国
家

構
想

交
付

 
 
7
デ

ジ
タ

ル
田

園
都

7
,
0
2
2

△
1
,
4
4
1

整
備

事
業

補
助
金

５
４
，

３
８

８
－

５
９

，
２

６
０

 
 
8
住
宅

市
街

地
総
合

△
4
,
8
7
2
空

き
家

対
策

総
合

支
援

事
業

補
助
金

業
費

補
助

金
等
保

存
・

活
用
事

 
 
7
国
宝

重
要

文
化
財

2
6
6
５

，
３

３
６

－
５

，
０

７
０

備
事

業
費

補
助
金

ラ
ブ

活
動

体
制
整

 
 
4
地
域

ス
ポ

ー
ツ
ク

△
1
1
,
5
2
3
０

－
１

１
，

５
２

３

９
１
－

１
９

６
中

学
校

特
別

支
援

教
育

就
学

奨
励
費

補
助

金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
1
0
5

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

国
庫
支
出

金

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計
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2
民

生
費

県
負

担
金

3
3
8
,
9
0
4

△
6
,
3
7
7

3
3
2
,
5
2
7 
 
1
県
税

徴
収

交
付
金

1
,
0
0
0

1
,
0
0
0

2
2
,
7
1
4

 
 
1
総

務
費

県
負

担
金

2
1
,
7
1
4

△
6
,
0
8
9

4
0
0
,
6
2
6

7
4
6
,
3
4
8

 
 
1

県
負
担

金
4
0
6
,
7
1
5

 
1
6

県
支
出

金
8
2
7
,
1
5
6

△
8
0
,
8
0
8

管
理

費
委

託
金

 
 
1
か
つ

ら
ぎ

西
Ｐ
Ａ

3
4
3
道

の
駅

か
つ

ら
ぎ

西
管

理
委

託
金

１
４
，

５
６

４
－

１
４

，
２

２
１

金
1
4
,
2
2
1

3
4
3

1
4
,
5
6
4

 
 
4
土

木
費

国
庫

委
託

委
託

金
９

，
６

８
０

－
９

，
５

１
２

 
 
1
観
光

施
設

管
理
費

1
6
8
道

の
駅

紀
の

川
万

葉
の

里
管

理
委
託

金

金
1
6
8

9
,
6
8
0

 
 
3
商

工
費

国
庫

委
託

9
,
5
1
2

5
1
1

2
4
,
5
8
5

臨
時

交
付

金
給

付
金

・
定

額
減

税
枠

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
△
3
4
,
6
2
1

 
 
3

国
庫
委

託
金

2
4
,
0
7
4

１
５
０

，
７

３
９

－
１

８
５

，
３
６

０

点
支

援
地

方
創
生

３
５
，

７
５

７
－

５
７

，
９

４
２

△
5
6
,
8
0
6
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創
生

臨
時

交
付

金
 
 
 
 
 
 
△
2
2
,
1
8
5

千
円

 
 
1
物
価

高
騰

対
応
重

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

国
庫
支
出

金
補

 
正
 
第

　
１

０
号

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明

２
２
，

７
１

４
－

２
１

，
７

１
４
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補
 
正
 
第

　
１

０
号

２
１
－

２
６

事
務
費

補
助

金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

5
２

４
８

－
３

０
８

審
査
支

払
手

数
料

補
助

金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
6
0

１
６
，

１
８

０
－

１
９

，
９

５
６

重
度
心

身
障

害
児

者
医

療
費

補
助
金

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

3
,
7
7
6

者
医

療
費

補
助
金

 
 
9
重
度

心
身

障
害
児

△
3
,
8
4
1

△
3
,
8
4
1

7
5
,
8
5
8

事
業

費
補

助
金

 
 
2
民

生
費

県
補

助
金

7
9
,
6
9
9

３
５
０

－
０

活
交

通
確

保
支
援

 
 
2
和
歌

山
県

地
域
生

3
5
0

3
5
0

3
6
2

 
 
1
総

務
費

県
補

助
金

1
2

 
 
2

県
補
助

金
3
9
8
,
9
4
3

△
7
8
,
9
5
4

3
1
9
,
9
8
9

３
９
，

４
８

９
－

４
０

，
２

０
１

接
支

払
交

付
金

 
 
1
中
山

間
地

域
等
直

△
7
1
2

3
9
,
4
8
9

負
担
金

 
 
3
農

林
水

産
業

費
県

4
0
,
2
0
1

△
7
1
2

 
 
6
児
童

手
当

負
担
金

△
6
,
3
5
3
２

７
，

４
５

４
－

３
３

，
８

０
７

事
業

費
等

負
担
金

 
 
5
障
害

児
通

所
支
援

△
2
4
２

７
，

２
９

５
－

２
７

，
３

１
９

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計

県
支
出
金
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２
，
０

５
７

－
２

，
５

０
７

付
金

 
 
1
農
業

委
員

会
等
交

△
4
5
0

6
3
,
3
1
5

補
助
金

 
 
4
農

林
水

産
業

費
県

7
9
,
8
9
3

△
1
6
,
5
7
8

設
置

補
助

金
 
 
9
合
併

処
理

浄
化
槽

△
1
,
8
7
0
３

，
４

２
８

－
５

，
２

９
８

業
補

助
金

ア
ク

セ
ス

支
援
事

 
 
8
和
歌

山
県

妊
産
婦

△
9
9
４

４
－

１
４

３

業
費

補
助

金
進
員

活
動

助
成
事

 
 
2
和
歌

山
県

健
康
推

△
7
8
８

２
－

１
６

０

7
,
4
7
7

 
 
3
衛

生
費

県
補

助
金

9
,
5
2
4

△
2
,
0
4
7

援
事

業
費

補
助
金

 
1
7
保
育

対
策

総
合
支

△
5
1
2
６

８
４

－
１

，
１

９
６

補
助

金
支
援

交
付

金
事
業

１
，
８

０
３

－
７

４
９

 
1
6
子
ど

も
・

子
育
て

1
,
0
5
4
利

用
者

支
援

事
業

業
費

等
補

助
金

 
1
1
地
域

生
活

支
援
事

△
5
4
2
８

，
３

４
１

－
８

，
８

８
３

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

県
支
出
金

補
 
正
 
第

　
１

０
号

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計

- 171 -



補
 
正
 
第

　
１

０
号

業
等

補
助

金
 
1
0
有
害

鳥
獣

捕
獲
事

△
7
4
7
２

，
２

７
９

－
３

，
０

２
６

推
進

事
業

補
助
金

 
 
9
耕
作

放
棄

地
対
策

△
2
6
5
０

－
２

６
５

９
７
－

１
０

０
補
助

金
狩

猟
免

許
取

得
支

援
事

業
補

助
金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

3
止
総

合
対

策
事
業

１
４
５

－
１

３
８

 
 
8
農
作

物
鳥

獣
害
防

4
防

護
柵

設
置

支
援

事
業

補
助

金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

7

交
付

金
接
支

払
推

進
事
業

 
 
7
中
山

間
地

域
等
直

△
1
3
8
１

５
４

－
２

９
２

事
業

補
助

金
 
 
6
病
害

虫
防

除
対
策

3
1
１

７
８

－
１

４
７

０
－
１

１
，

２
５

０
助
金

経
営
発

展
支

援
事

業
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
1
1
,
2
5
0

総
合

対
策

事
業
補

６
，
０

０
０

－
６

，
７

５
０

 
 
5
新
規

就
農

者
育
成

△
1
2
,
0
0
0
経

営
開

始
資

金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
7
5
0

交
付

金
 
 
3
農
地

利
用

最
適
化

6
1
9
１

，
２

２
７

－
６

０
８

金化
対

策
事

業
補
助

１
８
３

－
５

２
０

 
 
2
農
地

集
積

・
集
約

△
3
3
7
機

構
集

積
支

援
事

業
補

助
金

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計

県
支
出
金
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1
,
5
3
6

 
 
6
土

木
費

県
補

助
金

2
,
7
6
9

△
1
,
2
3
3

設
整

備
補

助
金

 
 
2
和
歌

山
県

観
光
施

△
1
５

９
９

－
６

０
０

2
,
8
9
2

△
1

2
,
8
9
1

 
 
5
商

工
費

県
補

助
金

対
策

交
付

金
ス
テ

ム
戦

略
緊
急

 
1
9
み
ど

り
の

食
料
シ

△
2
,
2
0
6
３

，
６

９
８

－
５

，
９

０
４

補
助

金
策
等

推
進

事
業
費

 
1
6
経
営

所
得

安
定
対

△
3
3
７

１
７

－
７

５
０

補
助

金
進
緊

急
対

策
事
業

 
1
5
地
域

計
画

策
定
推

△
1
8
５

８
－

７
６

交
付

金
 
1
4
多
面

的
機

能
支
払

△
6
2
7
７

，
９

６
３

－
８

，
５

９
０

推
進

事
業

補
助
金

 
1
3
多
面

的
機

能
支
払

△
2
8
５

９
８

－
６

２
６

金合
対

策
事

業
補
助

２
，
８

６
６

－
３

，
２

４
９

△
3
8
3
緊

急
捕

獲
活

動
支

援
事

業
補

助
金

千
円

 
1
1
鳥
獣

被
害

防
止
総

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

県
支
出
金

補
 
正
 
第

　
１

０
号

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明
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補
 
正
 
第

　
１

０
号

助
金

2
0
2
,
0
0
0

△
5
0
,
7
8
5

1
5
1
,
2
1
5

 
 
9
災

害
復

旧
費

県
補

事
業

補
助

金
校
給

食
費

無
償
化

 
1
2
和
歌

山
県

公
立
学

△
3
,
7
0
9
１

２
，

２
１

５
－

１
５

，
９

２
４

事
業

費
補

助
金

校
情

報
機

器
整
備

 
1
1
和
歌

山
県

公
立
学

△
1
5
８

７
－

１
０

２

営
費

補
助

金
９

８
－

１
６

０
 
 
9
補
導

セ
ン

タ
ー
運

△
6
2
青

少
年

セ
ン

タ
ー

県
補

助
金

保
護

費
補

助
金

 
 
7
和
歌

山
県

文
化
財

2
6
９

８
４

－
９

５
８

費
補

助
金

 
 
4
部
活

動
推

進
事
業

△
5
7
０

－
５

７

事
業

補
助

金
 
 
1
紀
の

国
緑

育
推
進

△
9
9
6
９

０
６

－
１

，
９

０
２

1
5
,
5
0
8

 
 
8
教

育
費

県
補

助
金

2
0
,
3
2
1

△
4
,
8
1
3

補
助

金
震
化

促
進

事
業
費

 
 
1
和
歌

山
県

住
宅
耐

△
1
,
2
3
3
１

，
５

３
６

－
２

，
７

６
９

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

県
支
出
金

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計

- 174 -



備
事

業
委

託
金

ラ
ブ

活
動

体
制
整

 
 
2
地
域

ス
ポ

ー
ツ
ク

6
,
2
2
5
６

，
２

２
５

－
０

１
４
，

４
８

４
－

１
６

，
４

７
４

 
 
3
教

育
費

県
委

託
金

3
1
3

6
,
2
2
5

6
,
5
3
8 
 
3
総
選

挙
委

託
金

△
1
,
9
9
0

△
1
,
9
9
0

1
8
,
3
7
8

 
 
1
総

務
費

県
委

託
金

2
0
,
3
6
8

２
５
５

－
２

６
１

 
 
3

県
委
託

金
2
1
,
4
9
8

4
,
2
3
5

2
5
,
7
3
3

農
地
法

許
可

等
事

務
交

付
金

務
市

町
村

交
付
金

 
 
1
和
歌

山
県

移
譲
事

△
6

7
5
2

務
市
町

村
交

付
金

 
1
0
和

歌
山

県
移

譲
事

7
5
8

△
6

　
１
５

１
，

２
１

５
－

１
８

０
，
０

０
０

　
林
道

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
　

　
　

　
　

　
　
　
　

△
2
8
,
7
8
5

過
年

　
０
－

４
，

５
０

０
　

林
道

　
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

　
　

　
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

4
,
5
0
0

　
０
－

１
３

，
５

０
０

　
農
業

用
施

設
 
 
 
 
 
 
 
　
　

　
　
　

　
　

　
　

　
 
 
 
　

△
1
3
,
5
0
0

　
０
－

４
，

０
０

０
金

　
農
地

 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

　
　
　

　
　
　

　
　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

4
,
0
0
0

△
5
0
,
7
8
5
現

年
千

円
 
 
1
災
害

復
旧

費
補
助

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

県
支
出
金

補
 
正
 
第

　
１

０
号

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明
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補
 
正
 
第

　
１

０
号

定
住
促

進
住

宅
整

備
基

金
預

金
利
子

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
3
3

５
０
－

１
７

２
７
７

－
２

２
８

ふ
る
さ

と
か

つ
ら

ぎ
基

金
預

金
利
子

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
4
9

１
４
２

－
４

４
公

立
学

校
施

設
整

備
基

金
預

金
利
子

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
9
8

４
－
１

か
つ
ら

ぎ
町

地
域

食
材

供
給

施
設
整

備
基

金
預

金
利
子
 
 
 
 
 
 
 
　

3
１

，
２

２
３

－
４

０
０

財
政
調

整
基

金
預

金
利

子
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
8
2
3

５
６
－

２
４

減
債
基

金
預

金
利

子
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
3
2

 
 
1
利
子

及
び

配
当
金

1
,
2
6
3

1
,
2
6
3

2
,
1
7
4

 
 
1
利

子
及

び
配

当
金

9
1
1

△
9
8
9

1
7
,
0
6
5

 
 
2

財
産
運

用
収

入
1
8
,
0
5
4

１
１
０

－
１

８
０

 
 
1
生
産

物
売

払
収
入

△
7
0
コ

ン
テ

ナ

資
源
ご

み

 
 
3
生

産
物

売
払

収
入

2
0
,
5
6
6

△
7
0

2
0
,
4
9
6 
 
1
物
品

売
払

収
入

△
2
0
0
８

０
０

－
１

，
０

０
０

△
2
0
0

1
3
,
5
1
1

 
 
2
物

品
売

払
収

入
1
3
,
7
1
1

△
2
7
0

3
4
,
3
0
7

5
1
,
3
7
2

 
 
1

財
産
売

払
収

入
3
4
,
5
7
7

 
1
7

財
産
収

入
5
2
,
6
3
1

△
1
,
2
5
9

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

財
産
収
入

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計
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5
9
3

6
0
3

 
 
1
一

般
寄

附
金

1
0

3
0
,
0
7
5

3
6
7
,
0
0
7

3
6
7
,
0
0
7

 
 
1

寄
　
附

　
金

3
3
6
,
9
3
2

 
1
8

寄
　
附

　
金

3
3
6
,
9
3
2

3
0
,
0
7
5

６
１
２

－
２

，
９

４
６

か
つ
ら

ぎ
西

Ｐ
Ａ

地
域

産
品

販
売
施

設
用

地
賃

貸
料
 
 
 
　

△
2
,
3
3
4

８
０
－

１
０

丁
ノ
町

大
型

共
同

作
業

場
賃

貸
料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
7
0

３
８
－

２
６

 
 
1
財
産

貸
付

収
入

△
2
,
2
5
2
コ

ピ
ー

代
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
1
2

1
4
,
8
9
1

 
 
2
財

産
貸

付
収

入
1
7
,
1
4
3

△
2
,
2
5
2

９
－
４

企
業
版

ふ
る

さ
と

納
税

基
金

預
金
利

子
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

5
５

－
１

ふ
る
さ

と
の

森
づ

く
り

基
金

預
金
利

子
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

4
６

－
１

預
金
利

子
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

5
か

つ
ら

ぎ
西

パ
ー

キ
ン

グ
エ

リ
ア
上

り
線

地
域

振
興
施
設

整
備

基
金

５
９
－

２
６

災
害
対

策
基

金
預

金
利

子
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
3
3

３
０
２

－
１

２
８

庁
舎
建

設
基

金
預

金
利

子
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
1
7
4

５
－
１

文
化
財

保
護

基
金

預
金

利
子

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

4

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

財
産
収
入

補
 
正
 
第

　
１

０
号

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計
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補
 
正
 
第

　
１

０
号

計
繰

入
金

 
 
1
介
護

保
険

事
業
会

1
6
8
２

３
，

９
４

１
－

２
３

，
７

７
３

計
繰
入

金
1
6
8

2
3
,
9
4
1

 
 
3
介

護
保

険
事

業
会

2
3
,
7
7
3

1
6
8

6
7
,
5
3
0

5
5
5
,
3
4
4

 
 
1

特
別
会

計
繰

入
金

6
7
,
3
6
2

 
1
9

繰
　
入

　
金

7
0
9
,
6
9
8

△
1
5
4
,
3
5
4

３
，
０

０
０

－
０

 
 
1
教
育

費
寄

附
金

3
,
0
0
0
か

つ
ら

ぎ
町

青
少

年
健

全
育

成
基
金

寄
附

金

8
,
0
0
0

 
 
5
教

育
費

寄
附

金
5
,
0
0
0

3
,
0
0
0

１
０
，

５
０

０
－

６
，

６
０

０
納
税

 
 
1
企
業

版
ふ

る
さ
と

3
,
9
0
0

1
0
,
5
0
0

納
税

 
 
3
企

業
版

ふ
る

さ
と

6
,
6
0
0

3
,
9
0
0

３
４
５

，
９

０
３

－
３

２
３

，
３
２

１
ぎ
寄

附
金

 
 
1
ふ
る

さ
と

か
つ
ら

2
2
,
5
8
2

3
4
5
,
9
0
3

ぎ
寄
附

金
 
 
2
ふ

る
さ

と
か

つ
ら

3
2
3
,
3
2
1

2
2
,
5
8
2

 
 
1
一
般

寄
附

金
5
9
3
６

０
３

－
１

０

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計

寄
　
附
　

金
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5

雑
　
　

　
入

1
8
3
,
7
8
1

△
1
,
1
9
7

1
8
2
,
5
8
4

４
２
５

－
４

４
２

受
託

金
 
 
1
農
業

者
年

金
事
務

△
1
7

4
2
5

託
金

 
 
2
農

林
水

産
業

費
受

4
4
2

△
1
7

２
，
２

７
４

－
１

，
６

７
４

 
 
4

受
託
事

業
収

入
9
,
2
5
0

△
1
7

9
,
2
3
3 
 
1
延
滞

金
6
0
0

6
0
0

2
,
2
7
4

 
 
1
延

　
滞

　
金

1
,
6
7
4

2
,
2
7
4

び
過
料

 
 
1

延
滞
金

加
算

金
及

1
,
6
7
4

6
0
0

△
6
1
4

1
9
5
,
6
1
1

納
税

基
金

繰
入
金

２
，
６

４
２

－
２

，
０

６
４

 
2
1

諸
　
収

　
入

1
9
6
,
2
2
5

 
 
3
企
業

版
ふ

る
さ
と

5
7
8
企

業
版

ふ
る

さ
と

納
税

基
金

繰
入
金

入
金

 
 
1
財
政

調
整

基
金
繰

△
1
5
5
,
1
0
0
２

１
１

，
２

０
０

－
３

６
６

，
３
０

０

 
 
1
基

金
繰

入
金

6
4
2
,
3
3
6

△
1
5
4
,
5
2
2

4
8
7
,
8
1
4

千
円

 
 
2

基
金
繰

入
金

6
4
2
,
3
3
6

△
1
5
4
,
5
2
2

4
8
7
,
8
1
4

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

繰
　
入
　

金
補

 
正
 
第

　
１

０
号

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明
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補
 
正
 
第

　
１

０
号

　
４
８

，
３

０
０

－
５

２
，

６
０
０

　
水
道

事
業

　
　

　
　

　
　

　
　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

4
,
3
0
0

一
般
会

計
出

資
　

５
，

７
０

０
－

９
，

３
０

０
　

ご
み

収
集

車
購

入
　

　
　

　
　
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

3
,
6
0
0

　
２
０

０
－

７
０

０
　

高
齢

者
肺

炎
球

菌
予

防
接

種
　
　

　
　

　
　

　
 
 
 
 
 
 
 
　

△
5
0
0

　
３
，

７
０

０
－

２
，

９
０

０
　

合
併

処
理

浄
化

槽
設

置
補

助
金
　

　
　

　
　

　
　
 
 
 
 
 
 
 
　
8
0
0

 
 
1
衛
生

債
△
9
,
5
0
0
過

疎
対

策
事

業

1
5
8
,
2
0
0

 
 
3
衛

　
生

　
債

1
6
7
,
7
0
0

△
9
,
5
0
0

　
４
，

２
０

０
－

４
，

６
０

０
　

地
域

福
祉

セ
ン

タ
ー

障
害

者
等
用

駐
車

場
整

備
事
業

 
 
1
民
生

債
△
4
0
0
合

併
特

例
事

業

2
8
,
7
0
0

 
 
2
民

　
生

　
債

2
9
,
1
0
0

△
4
0
0

9
8
9
,
0
0
0

 
 
1

町
　
　

　
債

1
,
0
9
2
,
4
0
0

△
1
0
3
,
4
0
0

△
1
0
3
,
4
0
0

9
8
9
,
0
0
0

地
域
活

性
化

セ
ン

タ
ー

助
成

金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
9
0

 
2
2

町
　
　

　
債

1
,
0
9
2
,
4
0
0

公
衆
電

話
手

数
料

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

1
か

つ
ら

ぎ
西

Ｐ
Ａ

地
域

振
興

施
設
指

定
管

理
納

付
金
 
 
 
 
 
 
 
　
2
4
5

紀
の
川

樋
門

操
作

委
託

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

1
,
3
9
1

 
 
1
雑
　

　
入

△
1
,
1
9
7
建

物
共

済
掛

金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
3
8

1
8
2
,
5
8
4

 
 
1
雑

　
　

　
入

1
8
3
,
7
8
1

△
1
,
1
9
7

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計

諸
　
収
　

入
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８
，

９
０

０
－

０
　

ト
イ

レ
カ

ー
購

入
　

　
　

　
　
　

　
　

　
　

　
　
 
 
 
 
 
　

8
,
9
0
0

一
般
補

助
施

設
整

備
等

事
業

　
１
２

，
８

０
０

－
１

７
，

９
０
０

　
防
災

基
盤

整
備

　
　

　
　

　
　
　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

5
,
1
0
0

　
消
防

施
設

整
備

　
　

　
　

　
　
　

　
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
5
0
0

 
 
1
消
防

債
4
,
3
0
0
緊

急
防

災
・

減
災

事
業

　
３
１

，
６

０
０

－
３

１
，

１
０
０

4
9
,
0
0
0

4
,
3
0
0

5
3
,
3
0
0

 
 
6
消

　
防

　
債

　
１
，

２
０

０
－

０
　

急
傾

斜
地

崩
壊

対
策

事
業

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

1
,
2
0
0

防
災
・

減
災

・
国

土
強

靱
化

緊
急
対

策
事

業
　

２
０

，
５

０
０

－
１

７
，

１
０
０

　
か
つ

ら
ぎ

西
部

公
園

整
備

事
業
　

　
　

　
　

　
　
 
 
 
 
 
　

3
,
4
0
0

　
１
１

，
０

０
０

－
３

，
７

０
０

過
疎
対

策
事

業

　
公
共

下
水

道
事

業
　

　
　

　
　
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

7
,
3
0
0

 
 
1
土
木

債
△
2
,
7
0
0
過

疎
対

策
事

業

　
９
３

，
２

０
０

－
９

４
，

８
０
０

1
1
1
,
9
0
0

 
 
5
土

　
木

　
債

1
1
4
,
6
0
0

△
2
,
7
0
0

　
飲
料

水
供

給
施

設
整

備
事

業
　
　

　
　

　
　

　
 
 
 
 
 
　

△
1
,
6
0
0

辺
地
対

策
事

業
　

１
，

９
０

０
－

２
，

２
０

０
　

斎
場

空
調

機
器

更
新

事
業

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
3
0
0

公
共
施

設
等

適
正

管
理

推
進

事
業

千
円

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

町
　
　
　

債
補

 
正
 
第

　
１

０
号

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明
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補
 
正
 
第

　
１

０
号

　
２
２

，
０

０
０

－
０

　
小
学

校
空

調
改

修
事

業
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
2
2
,
0
0
0

防
災
・

減
災

・
国

土
強

靭
化

緊
急
対

策
事

業
　

０
－

４
０

０
　

中
学

校
体

育
館

照
明

改
修

事
業
　

　
　

　
　

　
　
　
　

 
　

△
4
0
0

脱
炭
素

化
推

進
事

業
 
 
０

－
２

２
，

３
０
０

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
小

学
校

空
調

改
修
事

業
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
2
2
,
3
0
0

学
校
教

育
施

設
等

整
備

事
業

 
 
１

２
０

０
－

０
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　
か
つ

ら
ぎ

体
育

セ
ン

タ
ー

改
修
事

業
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

1
,
2
0
0

公
共
施

設
等

適
正

管
理

推
進

事
業

 
 
 
２
，

３
０
０

－
１

，
７
０

０
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　
中
学

校
体

育
館

ト
イ

レ
改

修
事
業

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
6
0
0

　
１
３

，
２

０
０

－
１

３
，

５
０
０

　
公
民

館
ト

イ
レ

改
修

事
業

　
　
　

　
　

　
　

　
　
　
 
 
 
　

△
3
0
0

緊
急
防

災
・

減
債

事
業

　
３
，

１
０

０
－

４
，

６
０

０
　

小
学

校
給

食
調

理
室

整
備

事
業
　

　
　

　
　

　
　
 
 
 
　

△
1
,
5
0
0

　
６
６

，
１

０
０

－
５

８
，

３
０
０

　
文
化

財
拠

点
施

設
整

備
事

業
　
　

　
　

　
　

　
 
 
 
 
 
 
 
　

7
,
8
0
0

　
２
６

，
４

０
０

－
２

５
，

９
０
０

　
ス
ク

ー
ル

バ
ス

運
行

費
　

　
　
　

　
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
5
0
0

 
 
1
教
育

債
7
,
6
0
0
過

疎
対

策
事

業

1
2
8
,
6
0
0

7
,
6
0
0

1
3
6
,
2
0
0

 
 
7
教

　
育

　
債

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

町
　
　
　

債

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計
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1
2
,
1
0
5
,
0
4
1

歳
 
入
 
合

 
計

1
2
,
3
7
2
,
3
9
8

△
2
6
7
,
3
5
7

　
１
７

２
，

９
０

０
－

１
７

３
，
０

０
０

　
公
共

土
木

施
設

　
　

　
　

　
　
　

　
　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
1
0
0

過
年

　
３
２

，
９

０
０

－
４

０
，

０
０
０

　
公
共

土
木

施
設

　
　

　
　

　
　
　

　
　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

7
,
1
0
0

　
１
０

０
－

１
，

２
０

０
　

林
道

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
　

　
　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

1
,
1
0
0

 
 
2
単
独

災
害

復
旧
債

△
8
,
6
0
0
現

年
　

農
業

用
施

設
　

　
　

　
　

　
　
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
3
0
0

　
０
－

３
０

０

　
４
８

，
３

０
０

－
９

６
，

４
０
０

　
公
共

土
木

施
設

　
　

　
　

　
　
　

　
　

　
　

　
　
 
 
　

△
4
8
,
1
0
0

　
１
４

，
５

０
０

－
２

０
，

０
０
０

　
林
道

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

5
,
5
0
0

過
年

　
７
７

，
８

０
０

－
１

１
６

，
２
０

０
　

公
共

土
木

施
設

　
　

　
　

　
　
　

　
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
3
8
,
4
0
0

　
０
－

５
０

０
　

林
道

補
助

　
　

　
　

　
　

　
　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
5
0
0

　
０
－

１
，

０
０

０
　

農
業

用
施

設
　

　
　

　
　

　
　
　

　
　

　
　

　
 
 
 
 
 
　

△
1
,
0
0
0

　
０
－

６
０

０
　

農
地

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
6
0
0

 
 
1
補
助

災
害

復
旧
債

△
9
4
,
1
0
0
現

年

千
円

 
 
8
災

害
復

旧
債

4
4
9
,
2
0
0

△
1
0
2
,
7
0
0

3
4
6
,
5
0
0

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

町
　
　
　

債
補

 
正
 
第

　
１

０
号

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の
 
額

補
　

正
　

額
計

説
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
明
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補
 
正
 
第

　
１

０
号

議
会
広

報
編

集
委

託
料

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
7
2
7

速
記
委

託
料

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
3
8
2

 
1
2
委

 
 
託
 
 
料

△
1
,
1
0
9

交
通
傷

害
保

険
料

 
1
1
役

 
 
務
 
 
費

△
2

議
会
及

び
議

長
交

際
費

 
 
9
交

 
 
際
 
 
費

△
5
0

議
会
モ

ニ
タ

ー
謝

礼
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
1
2
1

議
員
研

修
講

師
謝

金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

3
0

報
 
 
償
 
 
費

△
1
8
1
手

話
通

訳
謝

礼
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

3
0

 
 
7

共
 
 
済
 
 
費

△
8
7
9
議

員
共

済
負

担
金

 
 
4

議
員
期

末
手

当
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
7
0
1

 
 
3
職

員
手

当
等

△
7
6
1
通

勤
手

当
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

6
0

 
 
2
給

 
 
 
 
　

料
8
職

員
給

議
員
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

2
,
9
4
0

千
円

千
円

千
円

副
議
長

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

9
△

2
,
9
6
0
議

長
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

1
1

 
 
1
報

 
 
　
 
 
酬

△
6
,
7
1
4

特
　

　
定

　
　
財
　

　
源

説
　
　

　
　

　
　

明
一
般

財
源

区
　
　

分
金

　
　

額
国
県

支
出

金
地
 
方

 
債

そ
　

の
　

他

２
．
歳

　
出

議
　
会

　
費

補
　

正
　

額
　
の
　

財
　
源

　
内
　

訳
節

補
　

正
　

前
の

　
額

款
項

目
補

　
正

　
額

計

 
 
1
議

　
会

　
費

1
0
5
,
9
0
5

△
6
,
7
1
4

9
9
,
1
9
1

△
6
,
7
1
4

 
 
1

議
　
会

　
費

1
0
5
,
9
0
5

△
6
,
7
1
4

9
9
,
1
9
1

△
6
,
7
1
4

千
円

千
円

 
 
1

議
　
会

　
費

1
0
5
,
9
0
5

△
6
,
7
1
4

9
9
,
1
9
1

千
円

千
円

千
円

千
円
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災
害
対

策
費

用
保

険
料

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

1
3

総
合
賠

償
補

償
保

険
料

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

2
9

自
賠
責

保
険

料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

2
車

共
済

費
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

1
9

車
登
録

手
数

料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

5
 
1
1
役

 
 
務
 
 
費

△
6
8

職
員
旅

費
 
 
8
旅

 
 
 
 
　

費
△

9
1

非
常
勤

公
務

災
害

負
担

金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

5
地

方
公

務
員

災
害

補
償

基
金

負
担
金

 
 
 
　

△
1
7
6

共
 
 
済
 
 
費

△
1
,
2
8
1
職

員
共

済
組

合
負

担
金

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

1
,
1
0
0

 
 
4

地
域
手

当
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

1
期

末
勤

勉
手

当
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

2
,
2
5
7

通
勤
手

当
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
3
4
3

児
童
手

当
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
1
0
0

職
員
手

当
等

△
3
,
2
8
4
扶

養
手

当
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
5
8
3

 
 
3

給
 
 
 
 
　

料
2
5
職

員
給

 
 
2

△
1

△
4
,
1
7
5

 
 
1
一

般
管

理
費

4
6
5
,
1
0
0

△
4
,
1
7
6

4
6
0
,
9
2
4

△
2
,
2
7
5

1
9
4

△
4
,
6
5
5

 
 
1

総
務
管

理
費

1
,
3
8
9
,
7
3
0

△
6
,
7
3
6

1
,
3
8
2
,
9
9
4

1
,
7
2
6
,
0
5
7

△
8
,
0
2
6

1
9
4

△
3
,
2
9
9

 
 
2

総
　
務

　
費

1
,
7
3
7
,
1
8
8

△
1
1
,
1
3
1

金助
及
び

交
付

△
7
8
0
政

務
活

動
費

 
1
8
負

担
金

、
補

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

計
特
　

　
定

　
　
財
　

　
源

説
　
　

　
　

　
　

明
一
般

財
源

区
　
　

分
金

　
　

額
国
県

支
出

金
地
 
方

 
債

そ
　

の
　

他

議
　
会

　
費

補
 
正
 
第

　
１

０
号

補
　

正
　

額
　
の
　

財
　
源

　
内
　

訳
節

補
　

正
　

前
の

　
額

款
項

目
補

　
正

　
額
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補
 
正
 
第

　
１

０
号

7
5
,
0
2
3

△
1
,
2
0
4

 
 
3
庁

舎
管

理
費

7
6
,
2
2
7

△
1
,
2
0
4

金助
及
び

交
付

 
1
8
負

担
金

、
補

△
1
8
研

修
負

担
金

賃
借
料

有
料
道

路
通

行
料

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

2
0

駐
車
料

金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

3
 
1
3
使

用
料

及
び

△
2
3

職
員
健

康
検

査
委

託
料

 
1
2
委

 
 
託
 
 
料

△
5
0
0

燃
料
費

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

1
5

△
2
7
消

耗
品

費
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

1
2

 
1
0
需

 
 
用
 
 
費

△
6
9
職

員
旅

費
 
 
8
旅

 
 
 
 
　

費

手
話
通

訳
謝

礼
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
1
3
4

報
 
 
償
 
 
費

△
1
6
4
講

師
謝

金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

3
0

 
 
7

△
8
0
1

6
,
7
3
9

△
8
0
1

5
,
9
3
8

 
 
2
人

事
管

理
費

金助
及
び

交
付

8
1
3
退

職
手

当
負

担
金

 
1
8
負

担
金

、
補

△
2
4
公

用
車

 
1
7
備

品
購

入
費

△
2
6
6
行

政
不

服
審

査
事

務
委

託
料

 
1
2
委

 
 
託
 
 
料

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

特
　

　
定

　
　
財
　

　
源

説
　
　

　
　

　
　

明
一
般

財
源

区
　
　

分
金

　
　

額
国
県

支
出

金
地
 
方

 
債

そ
　

の
　

他

総
　
務

　
費

補
　

正
　

額
　
の
　

財
　
源

　
内
　

訳
節

補
　

正
　

前
の

　
額

款
項

目
補

　
正

　
額

計
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報
 
 
償
 
 
費

△
1
6
手

話
通

訳
謝

礼
 
 
7

△
1
,
7
5
7

4
,
4
0
1

職
員
共

済
組

合
負

担
金

 
 
7
企

　
画

　
費

3
6
4
,
0
9
6

2
,
6
4
4

3
6
6
,
7
4
0

 
 
4
共

 
 
済
 
 
費

△
7
0
0

通
勤
手

当
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

6
6

住
居
手

当
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
1
0
4

児
童
手

当
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

3
0

 
 
3
職

員
手

当
等

△
3
7
8
扶

養
手

当
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
1
7
8

 
 
2
給

 
 
 
 
　

料
△

1
,
0
2
6
職

員
給

7
1
,
6
4
2

△
2
,
1
0
4

決
済
シ

ス
テ

ム
利

用
料

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

6
6

 
 
5
会

計
管

理
費

7
3
,
7
4
6

△
2
,
1
0
4

賃
借
料

使
用
料

及
び

△
7
1
7
Ｌ

Ｉ
Ｎ

Ｅ
機

能
拡

張
シ

ス
テ

ム
利
用

料
 
　

△
6
5
1

 
1
3

委
 
 
託
 
 
料

△
1
7
公

金
ク

レ
ジ

ッ
ト

カ
ー

ド
決

済
導
入

業
務
委

託
料

 
1
2

△
7
1
6

2
4
,
7
8
1

△
7
3
4

2
4
,
0
4
7

△
5
1
8

5
0
0

 
 
4
広

　
報

　
費

務
委
託

料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
4
5
5

庁
舎
障

害
者

等
用

駐
車

場
整

備
工
事

設
計
監

理
業

△
9
6
5
庁

舎
用

地
測

量
委

託
料

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
5
1
0

 
1
2
委

 
 
託
 
 
料

庁
舎
建

設
検

討
委

員
会

委
員

報
償
費

 
 
 
　

△
1
1
0

報
 
 
償
 
 
費

△
2
3
9
手

話
通

訳
謝

礼
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
1
2
9

 
 
7

千
円

千
円

千
円

千
円

そ
　

の
　

他
千

円
千

円
千
円

千
円

千
円

目
補

　
正

　
額

計
特
　

　
定

　
　
財
　

　
源

説
　
　

　
　

　
　

明
一
般

財
源

区
　
　

分
金

　
　

額
国
県

支
出

金
地
 
方

 
債

総
　
務

　
費

補
 
正
 
第

　
１

０
号

補
　

正
　

額
　
の
　

財
　
源

　
内
　

訳
節

補
　

正
　

前
の

　
額

款
項
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補
 
正
 
第

　
１

０
号

報
 
 
　
 
 
酬

△
5
7
生

活
安

全
推

進
協

議
会

委
員

 
 
1

△
7
3

7
,
9
2
1

△
7
3

出
金

 
1
2
諸

　
　

　
費

7
,
9
9
4

 
2
7
繰

 
 
出
 
 
金

7
8
2
花

園
地

域
交

流
推

進
施

設
運

営
事
業

特
別
会

計
繰

 
 
4
共

 
 
済
 
 
費

△
3
0
0
職

員
共

済
組

合
負

担
金

 
 
3
職

員
手

当
等

△
1
7
1
通

勤
手

当

1
4
1
,
8
1
1

3
1
1

交
通
指

導
員

退
職

記
念

品
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

7
0

 
1
1
支

　
所

　
費

1
4
1
,
5
0
0

3
1
1

報
 
 
償
 
 
費

△
2
0
0
交

通
指

導
員

退
職

報
償

費
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
1
3
0

 
 
7

△
2
0
0

策
費

5
,
0
6
9

△
2
0
0

4
,
8
6
9

 
 
8
交

通
安

全
対

金
空

き
家

登
記

費
用

補
助

金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
1
6
3

空
き
家

改
修

事
業

補
助

金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

1
,
0
0
0

助
及
び

交
付

△
1
,
1
6
8
全

国
過

疎
地

域
連

盟
会

費
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

5
 
1
8
負

担
金

、
補

自
分
ご

と
化

会
議

業
務

委
託

料
 
 
 
 
 
 
 
 
　
△

1
2

企
業
版

ふ
る

さ
と

納
税

支
援

業
務
委

託
料
 
　
4
4
0

地
域
優

良
住

宅
整

備
支

援
委

託
料
 
 
 
　

△
2
,
6
0
0

託
料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

6
,
0
0
0

3
,
8
2
8
ふ

る
さ

と
か

つ
ら

ぎ
寄

附
金

特
産
品

送
付
業

務
委

 
1
2
委

 
 
託
 
 
料

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

計
特
　

　
定

　
　
財
　

　
源

説
　
　

　
　

　
　

明
一
般

財
源

区
　
　

分
金

　
　

額
国
県

支
出

金
地
 
方

 
債

そ
　

の
　

他

総
　
務

　
費

補
　

正
　

額
　
の
　

財
　
源

　
内
　

訳
節

補
　

正
　

前
の

　
額

款
項

目
補

　
正

　
額

- 188 -



収
費

△
4
,
4
6
9

2
,
4
3
6

 
 
1
税

務
賦

課
徴

2
4
8
,
4
2
0

△
2
,
0
3
3

2
4
6
,
3
8
7

△
4
,
4
6
9

2
,
4
3
6

△
4
0
電

気
料

 
 
2

徴
　
税

　
費

2
4
8
,
4
2
0

△
2
,
0
3
3

2
4
6
,
3
8
7

 
1
0
需

 
 
用
 
 
費

△
4
2
入

居
者

選
考

委
員

会
委

員
報

償
費

 
 
7
報

 
 
償
 
 
費

理
費

体
験
住

宅
管

1
,
3
9
1

△
2
5
5

1
7
3

地
籍
成

果
更

新
業

務
委

託
料
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△
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7
,
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8

△
2
,
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7
7
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5
,
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5
1
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び
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1
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負
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△
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ー
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ル
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認
定
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負
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借
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物

使
用

料
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び
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1
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費

 
1
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ッ
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△
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△
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△
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西
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西
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△
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3
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△
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,
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4
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5
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料
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△
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△
4
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酬

費
△
5
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7

 
 
2
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常
備

消
防

1
1
3
,
3
5
3

△
5
,
7
1
7
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0
7
,
6
3
6

1
1
,
1
7
0

4
,
3
0
0

△
1
,
3
9
1

△
8
,
6
3
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3
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2
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9
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5
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8
9
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4
5
5

1
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1
7
0

4
,
3
0
0

△
1
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3
9
1

△
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6
3
7

 
 
9
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防

　
費

4
8
4
,
0
1
3
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住
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助
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△
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住
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△
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付
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造
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△
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△
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1
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△
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円
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千
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１

０
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0
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△
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△
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9
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△
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5
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△
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△
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△
5
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△
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△
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△
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△
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千
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円
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△
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付
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退
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△
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△
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△
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△
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付

△
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△
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付
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△
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6
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△
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△
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△
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△
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第　２　表　債務負担行為補正

期　　　間 限　度　額 期　　　間 限　度　額

令和６年度

～

令和１１年度

事　　項
補　正　前 補　正　後

一般廃棄物収集運搬業
務委託料

２６１，５８０
千円

- 233 -



第　３　表　　地 方 債 補 正

起債の

目　的 限度額 起債の方法 利　率 償還方法 限度額 起債の方法 利　率 償還方法
千円 千円

4,600 4,200

飲料水供給
施設整備事
業

94,800 〃 〃 〃 93,200 〃 〃 〃

合併処理浄
化槽設置補
助金

2,900 〃 〃 〃 3,700 〃 〃 〃

ごみ収集車
購入事業

9,300 〃 〃 〃 5,700 〃 〃 〃

高齢者肺炎
球菌ワクチン
接種事業

700 〃 〃 〃 200 〃 〃 〃

一般会計出
資債（水道事
業）

52,600 〃 〃 〃 48,300 〃 〃 〃

斎場空調機
器更新事業

2,200 〃 〃 〃 1,900 〃 〃 〃

下水道事業
会計繰出金

11,000 〃 〃 〃 3,700 〃 〃 〃

かつらぎ西
部公園整備
事業

17,100 〃 〃 〃 20,500 〃 〃 〃

防災基盤整
備事業

17,900 〃 〃 〃 12,800 〃 〃 〃

補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

地域福祉セ
ンター障害
者等用駐車
場整備事業

普通貸借又
は証券発行

６.０％以内
(ただし、利
率見直し方
式で借り入
れる場合
は、利率見
直しを行っ
た後におい
ては、当該
見直し後の
利率）

　政府資金銀
行その他より
融通を受ける
場合は、融通
先の融通条件
による。ただ
し、町財政の
都合により、据
置期間及び償
還期限を短縮
し、若しくは、
低利に借り換
えることができ
る。

普通貸借又
は証券発行

６.０％以内
(ただし、利
率見直し方
式で借り入
れる場合
は、利率見
直しを行っ
た後におい
ては、当該
見直し後の
利率）

　政府資金銀
行その他より
融通を受ける
場合は、融通
先の融通条件
による。ただ
し、町財政の
都合により、据
置期間及び償
還期限を短縮
し、若しくは、
低利に借り換
えることができ
る。
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第　３　表　　地 方 債 補 正

起債の

目　的 限度額 起債の方法 利　率 償還方法 限度額 起債の方法 利　率 償還方法

補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

消防施設整
備

31,100
普通貸借又
は証券発行

６.０％以内
(ただし、利
率見直し方
式で借り入
れる場合
は、利率見
直しを行っ
た後におい
ては、当該
見直し後の
利率）

　政府資金銀
行その他より
融通を受ける
場合は、融通
先の融通条件
による。ただ
し、町財政の
都合により、据
置期間及び償
還期限を短縮
し、若しくは、
低利に借り換
えることができ
る。

31,600
普通貸借又
は証券発行

６.０％以内
(ただし、利
率見直し方
式で借り入
れる場合
は、利率見
直しを行っ
た後におい
ては、当該
見直し後の
利率）

　政府資金銀
行その他より
融通を受ける
場合は、融通
先の融通条件
による。ただ
し、町財政の
都合により、据
置期間及び償
還期限を短縮
し、若しくは、
低利に借り換
えることができ
る。

スクールバス
運行委託料

25,900 〃 〃 〃 26,400 〃 〃 〃

文化財拠点
施設整備事
業

58,300 〃 〃 〃 66,100 〃 〃 〃

公民館トイレ
改修事業

13,500 〃 〃 〃 13,200 〃 〃 〃

中学校体育
館トイレ改修
事業

1,700 〃 〃 〃 2,300 〃 〃 〃

小学校給食
調理室整備
事業

4,600 〃 〃 〃 3,100 〃 〃 〃

災害復旧事
業

449,200 〃 〃 〃 346,500 〃 〃 〃

学校教育施
設等整備事
業（小学校空
調改修）

22,300 〃 〃 〃

中学校体育
館照明改修
事業

400 〃 〃 〃
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第　３　表　　地 方 債 補 正

起債の

目　的 限度額 起債の方法 利　率 償還方法 限度額 起債の方法 利　率 償還方法

補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

急傾斜地崩
壊対策事業

1,200
普通貸借又
は証券発行

６.０％以内
(ただし、利
率見直し方
式で借り入
れる場合
は、利率見
直しを行っ
た後におい
ては、当該
見直し後の
利率）

　政府資金銀
行その他より
融通を受ける
場合は、融通
先の融通条件
による。ただ
し、町財政の
都合により、据
置期間及び償
還期限を短縮
し、若しくは、
低利に借り換
えることができ
る。

トイレカー購
入

8,900 〃 〃 〃

かつらぎ体
育センター
改修事業

1,200 〃 〃 〃

防災・減災・
国土強靭化
緊急対策事
業（小学校空
調改修）

22,000 〃 〃 〃
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議案第 ５１ 号 
 
  令和６年度かつらぎ町シビックセンター特別会計補正予算（第２号） 
 
 
 令和６年度かつらぎ町シビックセンター特別会計補正予算（第２号）は、次の

とおりとする。 
 

（歳入歳出予算の補正） 
第１条 歳入歳出予算の総額からそれぞれ８，２２４千円を減額し、歳入歳出

それぞれ１５４，５７７千円とする。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 
 
  令和７年２月２７日提出 
 
 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則    
 
 

提案理由 
  電気料の増額及び事業費の減額等を予算措置いたしたい。 
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第　２　表　　地 方 債 補 正

起債の

目　的 限度額 起債の方法 利　率 償還方法 限度額 起債の方法 利　率 償還方法
千円 千円

95,600 88,600

総合文化会
館障害者等
用駐車場整
備事業

7,100 〃 〃 〃 6,900 〃 〃 〃

補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

総合文化会
館改修事業

普通貸借又
は証券発行

６.０％以内
(ただし、利
率見直し方
式で借り入
れる場合
は、利率見
直しを行っ
た後におい
ては、当該
見直し後の
利率）

　政府資金銀
行その他より
融通を受ける
場合は、融通
先の融通条件
による。ただ
し、町財政の
都合により、据
置期間及び償
還期限を短縮
し、若しくは、
低利に借り換
えることができ
る。

普通貸借又
は証券発行

６.０％以内
(ただし、利
率見直し方
式で借り入
れる場合
は、利率見
直しを行っ
た後におい
ては、当該
見直し後の
利率）

　政府資金銀
行その他より
融通を受ける
場合は、融通
先の融通条件
による。ただ
し、町財政の
都合により、据
置期間及び償
還期限を短縮
し、若しくは、
低利に借り換
えることができ
る。
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議案第 ５２ 号 

 

令和６年度かつらぎ町国民健康保険事業特別会計補正予算（第５号） 

 

 

令和６年度かつらぎ町国民健康保険事業特別会計補正予算（第５号）は、次

のとおりとする。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額からそれぞれ４，３０２千円を減額し、歳入歳出

それぞれ２，６２０，４３１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則   

 

 

提案理由 

 保険給付費等交付金の減額及び職員人件費の増額等を予算措置いたしたい。 
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議案第 ５３ 号 

 

令和６年度かつらぎ町介護保険事業特別会計補正予算（第５号） 

 

 

 令和６年度かつらぎ町介護保険事業特別会計補正予算（第５号）は、次のと

おりとする。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額にそれぞれ１０５千円を追加し、歳入歳出それぞ

れ２，８０７，３５８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則   

 

 

提案理由 

 橋本周辺広域市町村圏組合負担金返還金等を予算措置いたしたい。 
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1
7
9

△
 
1
7
9

区
分

扶
養
手
当

期
末

勤
勉

手
当

通
勤
手
当

住
居
手
当

特
殊

勤
務

手
当

超
勤
手
当

地
域
手
当

管
理
職
手
当

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

補
正
後

5
2
0

1
1
,
3
7
7

6
6
9

2
9
4

1
,
2
4
9

補
正
前

6
2
6

1
1
,
3
7
7

6
7
2

2
9
4

1
,
2
4
9

職
員

手
当

比
較

△
 
1
0
6

△
 
3

管
理

職
員

特
別

勤
務

手
当

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

補
正
後

2
7
0

1
4
,
3
7
9

補
正
前

3
4
0

1
4
,
5
5
8

比
較

△
 
7
0

△
 
1
7
9

　
（
２
）
給
料
及
び
職
員
手
当
の
増
減
額
の
明
細
（
会
計
年
度
任
用
職
員
を
除
く
）

区
分

　
　

　
　

 
 
 
 
増

減
額

（
千

円
）

給
料

職
員
手
当

　
（
３
）
給
料
及
び
職
員
手
当
の
状
況
（
会
計
年
度
任
用
職
員
を
除
く
）

職
員
１
人
当
た
り
給
与
費
の
状
況

区
分

　
　
　
１
人
当
た
り
給
与
費
（
千
円
）

補
正
後

補
正
前

6
,
0
7
0

6
,
1
1
4

計

増
　
減
　
事
　
由
　
別
　
内
　
訳

備
　
　
　
　
考

△
 
1
7
9

清
算
に
伴
う
職
員
手
当
減

の
内

訳
区
分

児
童
手
当

日
直
手
当

休
日

勤
務

手
当

給
　
与

　
費

　
明
　

細
　

書
（
介
護
保
険
事
業
）

区
分

職
員
数

給
　
　
　
　
　
与
　
　
　
　
　
費

共
済
費

合
　
計

備
　
　
　
考
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ア
　
会
計
年
度
任
用
職
員
以
外
の
職
員

報
 
 
酬

給
　
料

職
員
手
当

計
人

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

補
正
後

4
1
5
,
3
7
7

8
,
9
0
1

2
4
,
2
7
8

5
,
2
9
9

2
9
,
5
7
7

補
正
前

4
1
5
,
3
7
7

9
,
0
8
0

2
4
,
4
5
7

5
,
2
9
9

2
9
,
7
5
6

比
較

△
 
1
7
9

△
 
1
7
9

△
 
1
7
9

区
分

扶
養
手
当

期
末

勤
勉

手
当

通
勤
手
当

住
居
手
当

特
殊

勤
務

手
当

超
勤
手
当

地
域
手
当

管
理
職
手
当

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

補
正
後

5
2
0

6
,
3
2
3

2
4
5

2
9
4

1
,
2
4
9

補
正
前

6
2
6

6
,
3
2
3

2
4
8

2
9
4

1
,
2
4
9

職
員

手
当

比
較

△
 
1
0
6

△
 
3

管
理

職
員

特
別

勤
務

手
当

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

補
正
後

2
7
0

8
,
9
0
1

補
正
前

3
4
0

9
,
0
8
0

比
較

△
 
7
0

△
 
1
7
9

　
（
２
）
給
料
及
び
職
員
手
当
の
増
減
額
の
明
細

区
分

　
　

　
　

 
 
 
 
増

減
額

（
千

円
）

給
料

職
員
手
当

　
（
３
）
給
料
及
び
職
員
手
当
の
状
況

職
員
１
人
当
た
り
給
与
費
の
状
況

区
分

　
　
　
１
人
当
た
り
給
与
費
（
千
円
）

補
正
後

補
正
前

6
,
0
7
0

6
,
1
1
4

計

増
　
減
　
事
　
由
　
別
　
内
　
訳

備
　
　
　
　
考

△
 
1
7
9

清
算
に
伴
う
職
員
手
当
減

の
内

訳
区
分

児
童
手
当

日
直
手
当

休
日

勤
務

手
当

（
介
護
保
険
事
業
）

区
分

職
員
数

給
　
　
　
　
　
与
　
　
　
　
　
費

共
済
費

合
　
計

備
　
　
　
考
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イ
　
会
計
年
度
任
用
職
員

報
 
 
酬

給
　
料

職
員
手
当

計
人

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

補
正
後

7
1
4
,
3
3
3

5
,
4
7
8

1
9
,
8
1
1

3
,
6
0
1

2
3
,
4
1
2

補
正
前

7
1
4
,
3
3
3

5
,
4
7
8

1
9
,
8
1
1

3
,
6
0
1

2
3
,
4
1
2

比
較

区
分

扶
養
手
当

期
末

勤
勉

手
当

通
勤
手
当

住
居
手
当

特
殊

勤
務

手
当

超
勤
手
当

地
域
手
当

管
理
職
手
当

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

補
正
後

5
,
0
5
4

4
2
4

補
正
前

5
,
0
5
4

4
2
4

職
員

手
当

比
較

管
理

職
員

特
別

勤
務

手
当

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

補
正
後

5
,
4
7
8

補
正
前

5
,
4
7
8

比
較

の
内

訳
区
分

児
童
手
当

日
直
手
当

休
日

勤
務

手
当

計

（
介
護
保
険
事
業
）

区
分

職
員
数

給
　
　
　
　
　
与
　
　
　
　
　
費

共
済
費

合
　
計

備
　
　
　
考

- 267 -



議案第 ５４ 号 

 

令和６年度花園地域交流推進施設運営事業特別会計補正予算（第３号） 

 

 

令和６年度花園地域交流推進施設運営事業特別会計補正予算（第３号）は、

次のとおりとする。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額からそれぞれ１０千円を減額し、歳入歳出それぞ

れ９１，５４０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表■歳入歳出予算補正」による。 

 

令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則    

 

 

提案理由 

  花園野外活動総合施設使用料及び補助金の決定に伴う減額等を予算措置い

たしたい。 
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歳
 
入
 
歳
 
出
 
予
 
算
 
補
 
正
　
(
 
第
 
３
 
号
 
)

第
１
表

（
 
歳

　
入

 
）

（
単

位
：

千
円

）

款
項

補
 
正

 
前

 
の

 
額

補
　

　
正

　
　

額
計

23
8

１
使

　
用

　
料

45
1

△
2
1
3

23
8

１
使

用
料

及
び

手
数

料
45
1

△
2
1
3

37
1

１
県

補
助

金
88
0

△
5
0
9

37
1

２
県

支
出

金
88
0

△
5
0
9

90
,5
72

１
一

般
会

計
繰

入
金

89
,7
90

7
82

90
,5
7
2

３
繰

　
入

　
金

89
,7
90

7
82

34
7

１
雑

　
　

　
入

41
7

△
7
0

34
7

５
諸

　
収

　
入

41
7

△
7
0

（
 
歳

　
出

 
）

（
単

位
：

千
円

）

款
項

補
 
正

 
前

 
の

 
額

補
　

　
正

　
　

額
計

補
 
 
正

 
 
さ

 
 
れ

 
 
な

 
 
か

 
 
っ

 
 
た

 
 
款

 
 
項

 
 
に

 
 
か

 
 
か

 
 
る

 
 
分

12
12

歳
 
 
 
 
 
 
 
 
 
入

 
 
 
 
 
 
 
 
 
合

 
 
 
 
 
 
 
 
 
計

91
,5
50

△
1
0

91
,5
40

20
,6
99

１
事

　
業

　
費

20
,7
09

△
1
0

20
,6
99

１
事

　
業

　
費

20
,7
09

△
1
0

補
 
 
正

 
 
さ

 
 
れ

 
 
な

 
 
か

 
 
っ

 
 
た

 
 
款

 
 
項

 
 
に

 
 
か

 
 
か

 
 
る

 
 
分

70
,8
41

70
,8
4
1

歳
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出

 
 
 
 
 
 
 
 
 
合

 
 
 
 
 
 
 
 
 
計

91
,5
50

△
1
0

91
,5
40
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歳
入
歳
出
補
正
予
算
事
項
別
明
細
書
 
(
第
 
３
 
号
)

１
.
総
 
括
 
表

(
 
歳

　
入

 
)

（
単

位
：

千
円

）

款
補

 
正

 
前

 
の

 
額

補
　

正
　

額
計

  
2
県

支
出

金
88
0

△
5
0
9

37
1

  
1
使

用
料

及
び

手
数

料
45
1

△
2
1
3

23
8

  
5
諸

　
収

　
入

41
7

△
7
0

34
7

  
3
繰

　
入

　
金

89
,7
90

7
82

9
0,
5
72

12
1
2

(
 
歳

　
出

 
)

（
単

位
：

千
円

）

歳
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
入

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
合

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
計

91
,5
50

△
1
0

91
,5
40

補
 
正

 
さ

 
れ

 
な

 
か

 
っ

 
た

 
款

 
項

 
に

 
か

 
か

 
る

 
分

20
,6
99

補
　

　
正

　
　

額
　

　
の

　
　

財
　

　
源

　
　

内
　

　
訳

款
補

 
正

 
前

 
の

 
額

補
　

正
　

額
計

特
 
　

　
 
 
 
定

 
　

 
 
 
 
財

 
 
 
 
 
 
源

一
般

財
源

国
 
県

 
支

 
出

 
金

地
 
方

 
債

そ
 
 
の

 
 
他

△
1
0

 
 
 
補

正
さ

れ
な

か
っ

た
款

項
に

か
か

る
分

70
,8
41

70
,
84
1

  
1
事

　
業

　
費

20
,7
09

△
1
0

△
1
0

歳
 
 
 
 
 
出

 
 
 
 
 
合

 
 
 
 
 
計

91
,5
50

△
1
0

91
,5
40

- 270 -



説
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
明

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

１
．
歳
　
入

使
用

料
及

び
手

数
料

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の

 
額

補
　

正
　

額
計

料

  
1

使
用

料
及

び
手

数
45
1

23
8

△
2
1
3

23
8

  
1

使
　

用
　

料
45
1

△
2
1
3

23
8

合
施

設
使

用
料

  
1
花

園
野

外
活

動
総

45
1

△
2
1
3

１
７

２
－

３
８

５

使
用

料

  
1
新

子
ふ

る
さ

と
村

△
2
1
3

  
2

県
支

出
金

88
0

△
5
0
9

37
1

  
1
振

興
局

地
域

づ
く

88
0

  
1

県
補

助
金

88
0

△
5
0
9

37
1

△
5
0
9

37
1

金り
支

援
事

業
補

助

３
７

１
－

８
８

０

り
支

援
事

業
補

助

  
1
振

興
局

地
域

づ
く

△
5
0
9

  
3

繰
　

入
　

金
89
,7
90

78
2

90
,5
72

金

90
,5
72

  
1

一
般

会
計

繰
入

金
89
,7
90

78
2

  
1
一

般
会

計
繰

入
金

89
,7
90

90
,5
72

78
2

補
 
正

 
第

　
３

号
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説
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
明

区
　

　
分

金
　

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

繰
　

入
　

金
補

 
正

 
第

　
３

号

節
款

項
目

補
 
正

 
前

 
の

 
額

補
　

正
　

額
計

合
施

設
運

営
費

繰
４

，
１

６
２

－
３

，
３

８
０

  
2
花

園
野

外
活

動
総

78
2
一

般
会

計
繰

入
金

  
5

諸
　

収
　

入
41
7

△
7
0

34
7

入
金

34
7

  
1

雑
　

　
　

入
41
7

△
7
0

34
7

  
1
雑

入
41
7

△
7
0

消
費

税
還

付
金

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
1

  
1
雑

入
△

7
0
イ

ベ
ン

ト
参

加
料

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

△
6
9

歳
 
入

 
合

 
計

91
,5
50

△
1
0

91
,5
40
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特
　

　
定

　
　

財
　

　
源

説
　

　
　

　
　

　
明

一
般

財
源

区
　

　
分

金
　

　
額

国
県

支
出

金
地

 
方

 
債

そ
　

の
　

他

２
．
歳
　
出

事
　

業
　

費

補
　

正
　

額
　

の
　

財
　

源
　

内
　

訳
節

補
　

正
　

前
の

　
額

款
項

目
補

　
正

　
額

計

  
1

事
　

業
　

費
20
,7
09

△
1
0

20
,6
99

千
円

千
円

千
円

千
円

事
　

業
　

費
20
,7
09

△
1
0

20
,6
99

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

△
1
0

  
2
花

園
野

外
活

4,
45
3

△
1
0

4,
44
3

△
1
0

  
1

動
総

合
施

設

△
1
0

運
営

費

 1
1
役

 
 
務

 
 
費

△
1
0
郵

送
料

歳
 
出

 
合

 
計

91
,5
50

△
1
0

91
,5
40

補
 
正

 
第

　
３

号

△
1
0
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議案第 ５５ 号

第１条　令和６年度かつらぎ町水道事業会計の補正予算（第５号）は、次のとお

　りとする。

第２条　令和６年度かつらぎ町水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条

　に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（１）　上水道の部

（単位：千円）

（単位：千円）

（２）　簡易水道の部

（３）　花園梁瀬簡易水道の部
（単位：千円）

第３条　予算第４条本文括弧書中資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額
  「１４８，６９６千円」を「１３６，７６１千円」に、過年度分損益勘定留保資
　 金「９１，１６７千円」を「８２，６２０千円」に、当年度分消費税及び地方
　 消費税資本的収支調整額「３０，５２９千円」を「２７，１４１千円」に改め、　
 　資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

　　収 入

款　　　　項 既決予定額 補正予定額

 第１款　水道事業収益 ４,４３０ △２１０

 　第１項　営業収益 ３,２１４ △２１０ ３,００４

計

４,２２０

 　第１項　営業費用 １１４,１４９ △６１９ １１３,５３０

款　　　　項 既決予定額 補正予定額 計

 第１款　水道事業費用 １２２,１２６ △６１９ １２１,５０７

　　支 出 （単位：千円）

 　第１項　営業収益 ５４,２４１ ３４８ ５４,５８９

 　第２項　営業外収益 ６０,５９２ ２,６１７ ６３,２０９

款　　　　項 既決予定額 補正予定額 計

 第１款　水道事業収益 １１４,８３４ ２,９６５ １１７,７９９

　　収 入 （単位：千円）

 　第１項　営業費用 ２７７,６０３ △８,４１９ ２６９,１８４

　　支 出

款　　　　項 既決予定額 補正予定額 計

 第１款　水道事業費用 ３００,９２８ △８,４１９ ２９２,５０９

令和６年度かつらぎ町水道事業会計補正予算（第５号）

　　収 入

款　　　　項 既決予定額 補正予定額 計

 第１款　水道事業収益 ２８５,９５７ △１,８６７ ２８４,０９０

 　第３項　附帯事業収益 ２,３６９ △２０６ ２,１６３

 　第１項　営業収益 ２４４,３３０ △１,８５６ ２４２,４７４

 　第２項　営業外収益 ３９,２３７ １９５ ３９,４３２
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（１）　上水道の部

（単位：千円）

（２）　簡易水道の部

第４条　予算第６条に定めた企業債を次のとおり補正する。
（単位：千円）

　　令和７年２月２７日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かつらぎ町長　中　阪　雅　則

提案理由

　　建設改良費の減額等を予算措置いたしたい。

〃 〃 〃
施設整備
事業

143,000 〃 〃 〃 127,900

計

　　支 出

 第１款　資本的収入 ７９,０９４ △９,６００ ６９,４９４

計

 第１款　資本的支出

△８６２ １,３１１

 　第６項　出資金 ５２,６００ △４,３００ ４８,３００

（単位：千円）

起債の
目的

補　　正　　前

償還の方法

利率） ができる。 利率）

より、繰上

利　　率

31,400

6.0％以内 借入先の融

償還又は、

ては、当該

証書
借入

他の都合に

直しを行っ

低利に借り ては、当該

借入先の融

配水管布
設事業

証書
借入

資条件によ

補正予定額

 　第７項　企業債

（単位：千円）

既決予定額 補正予定額

３０５,６３７ △２４,８８５ ２８０,７５２

 　第１項　建設改良費 ２６９,２９３ △２４,８８５ ２４４,４０８

 　第５項　他会計繰入金 ２,１７３

１１９,５００ △９,６００ １０９,９００

　　支 出

款　　　　項 既決予定額

る。 利率見直し

限度額
起債の
方法

利　　率

款　　　　項

 第１款　資本的支出 ９６,７２５ △１２,４１２ ８４,３１３

（ただし、 資条件によ

　　収 入

入れる場合 業財政その

方式で借り

限度額
起債の
方法

換えること 見直し後の

ただし、企

る。利率見直し

方式で借り

（ただし、

償還の方法

35,500

6.0％以内

直しを行っ

ができる。

見直し後の

より、繰上

は、利率見 他の都合に は、利率見

低利に借り

た後におい 償還又は、 た後におい

換えること

補　　正　　後

ただし、企

入れる場合 業財政その

 　第１項　建設改良費 ６６,５６０ △１２,４１２ ５４,１４８

 　第７項　企業債 ５９,０００ △９,６００ ４９,４００

款　　　　項 既決予定額 補正予定額 計

 第１款　資本的収入 １７５,２７３ △１５,７６２ １５９,５１１

 　第２項　補償金 １,０００ △１,０００ ０

　　収 入 （単位：千円）

款　　　　項 既決予定額 補正予定額 計
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1
2

2
1
8
,
8
5
1

△
 
1
3
,
0
3
1

2
0
5
,
8
2
0

△
 
9
,
6
0
0

△
 
3
,
4
3
1

地
方

債
そ

の
他

支
　

　
出

　
　

合
　

　
計

款
補

正
前

の

予
定

額
補

正
予

定
額

計

補
　

正
　

予
　

定
　

額
　

の
　

財
　

源
　

内
　

訳

特
　

　
定

　
　

財
　

　
源

一
 
般

 
財

 
源

国
県

支
出

金

収
　

　
入

　
　

合
　

　
計

1
9
3
,
9
2
8

△
 
6
,
6
3
5

1
8
7
,
2
9
3

7
9
,
0
9
4

△
 
9
,
6
0
0

6
9
,
4
9
4

1
1
4
,
8
3
4

2
,
9
6
5

1
1
7
,
7
9
9

令
和

６
年

度
　

か
つ

ら
ぎ

町
水

道
事

業
会

計
収

入
支

出
補

正
予

算
事

項
別

明
細

書
　

（
第

５
号

）

（
 
簡
　
易

　
水

　
道

　
の

　
部

 
）

款
　

補
 
正

 
前

 
の

 
予

 
定

 
額

　
補

 
正

 
予

 
定

 
額

計
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２
．

収
　

入
（

収
益

的
収

入
）

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

1
水
道
事
業

収
益

2
,
9
6
5

1
営
業
収
益

3
4
8

1
給
水
収
益

3
4
8

1
水

道
料

金
3
4
8

水
道
料

金

2
営
業
外
収

益
2
,
6
1
7

8
雑
収
益

2
,
6
1
7

2
そ

の
他

の
2
,
6
1
7

水
道
施

設
罹

災
に

よ
る
建

物
共
済

金
等

雑
収
益

収
入
合
計

2
,
9
6
5

款
項

目
補

正
前
の

額
補

 
正
 
額

節

区
　
　

分
金

　
　

額
説

　
　

　
　

　
　

　
　
　

　
　
　

　
　
明

1
1
4
,
8
3
4

1
1
7
,
7
9
9

計

3
0

2
,
6
4
7

1
1
4
,
8
3
4

1
1
7
,
7
9
9

5
4
,
2
4
1

5
4
,
5
8
9

5
3
,
7
2
7

5
4
,
0
7
5

6
0
,
5
9
2

6
3
,
2
0
9
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３
．

支
　

出
（

収
益

的
支

出
）

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

1
水
道
事
業

費
△

6
1
9

△
6
1
9

用

1
営
業
費
用

△
6
1
9

△
6
1
9

5
減
価
償
却

費
△

6
1
9

△
6
1
9

1
有

形
固

定
資

△
6
1
9

構
築
物

減
価

償
却

3
8
1

産
減
価

償
却

機
械
及

び
装

置
減

価
償
却

△
1
,
0
0
0

費

支
出
合
計

△
6
1
9

△
6
1
9

計
款

項
目

補
正
前

の
額

補
 
正
 
額

特
　
　

定
　

　
財

　
　
源

国
県
支

出
金

地
　
方

　
債

そ
　
の

　
他

一
般
財

源

1
2
2
,
1
2
6

1
2
1
,
5
0
7

1
2
2
,
1
2
6

1
2
1
,
5
0
7

1
1
4
,
1
4
9

1
1
3
,
5
3
0

6
2
,
8
2
5

6
2
,
2
0
6

節

区
　
　

分
金

　
　

額
説

　
　

　
　

　
　

明

補
　
正

　
額

　
の

　
財
　

源
　
内

　
訳
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４
．

収
　

入
（

資
本

的
収

入
）

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

1
資
本
的
収

入
△

9
,
6
0
0

7
企
業
債

△
9
,
6
0
0

1
建
設
改
良

の
た

△
9
,
6
0
0

め
の
企
業

債

1
建

設
改

良
△

9
,
6
0
0

天
野
簡

易
水

道
拡

張
事
業

△
1
0
0

の
た
め

の
渋

田
高

所
配

水
管

新
設
事

業
△

4
,
3
0
0

企
業
債

ろ
過
設

備
等

更
新

事
業

△
2
,
5
0
0

取
水
・

送
水

ポ
ン

プ
更
新

事
業

△
1
,
4
0
0

電
気
計

装
設

備
等

更
新
事

業
△

1
,
3
0
0

収
入
合
計

△
9
,
6
0
0

款
項

目
補

正
前
の

額
補

 
正
 
額

節

区
　
　

分
金

　
　

額
説

　
　

　
　

　
　

　
　
　

　
　
　

　
　
明

7
9
,
0
9
4

6
9
,
4
9
4

計

5
9
,
0
0
0

4
9
,
4
0
0

5
9
,
0
0
0

4
9
,
4
0
0

7
9
,
0
9
4

6
9
,
4
9
4
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５
．

支
　

出
（

資
本

的
支

出
）

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

1
資
本
的
支

出
△

1
2
,
4
1
2

△
9
,
6
0
0

△
2
,
8
1
2

1
建
設
改
良

費
△

1
2
,
4
1
2

△
9
,
6
0
0

△
2
,
8
1
2

2
新
設
拡
張

費
△

4
,
4
0
8

△
4
,
4
0
0

△
8

1
6
委

託
料

△
1
1
1

天
野
簡

易
水

道
配

水
管
新

設
設
計

業
務
委

託
料

2
3
工

事
請

負
費

△
4
,
2
9
7

渋
田
高

所
配

水
管

新
設
工

事

3
改
良
更
新

費
△

8
,
0
0
4

△
5
,
2
0
0

△
2
,
8
0
4

1
6
委

託
料

△
9
1
5

老
朽
管

布
設

替
設

計
業
務

委
託
料

2
3
工

事
請

負
費

△
7
,
0
8
9

教
良
寺

簡
易

水
道

配
水
管

布
設
替

工
事

△
1
,
0
7
3

広
口
簡

易
水

道
配

水
管
布

設
替
工

事

△
9
0
2

ろ
過
設

備
等

更
新

工
事

△
2
,
7
7
3

取
水
・

送
水

ポ
ン

プ
更
新

工
事

△
1
,
3
0
1

電
気
計

装
設

備
等

更
新
工

事 △
1
,
0
4
0

支
出
合
計

△
1
2
,
4
1
2

△
9
,
6
0
0

△
2
,
8
1
2

計
款

項
目

補
正
前

の
額

補
 
正
 
額

補
　
正

　
額

　
の

　
財
　

源
　
内

　
訳

特
　
　

定
　

　
財

　
　
源

国
県
支

出
金

地
　
方

　
債

そ
　
の

　
他

一
般
財

源

4
1
,
5
0
0

3
3
,
4
9
6

9
6
,
7
2
5

8
4
,
3
1
3

9
6
,
7
2
5

8
4
,
3
1
3

6
6
,
5
6
0

5
4
,
1
4
8

2
5
,
0
0
0

2
0
,
5
9
2

節

区
　
　

分
金

　
　

額
説

　
　

　
　

　
　

明
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１
.
 
総

　
括

　
（
収
入
）

（
単

位
：

千
円

）

（
収

益
的

収
入

）

1
水

道
事

業
収

益

（
資

本
的

収
入

）

1
資

本
的

収
入

１
.
 
総

　
括

　
（
支
出
）

（
単

位
：

千
円

）

（
収

益
的

支
出

）

1
水

道
事

業
費

用
6
,
5
6
7

0
6
,
5
6
7

（
資

本
的

支
出

）

1
資

本
的

支
出

1
,
5
5
3

0
1
,
5
5
3

8
,
1
2
0

0
8
,
1
2
0

令
和

６
年

度
　

か
つ

ら
ぎ

町
水

道
事

業
会

計
収

入
支

出
補

正
予

算
事

項
別

明
細

書
　

（
第

５
号

）

（
 
花
 
園
 
梁
 
瀬
 
簡

 
易

 
水
 
道
 
の
 
部

 
）

款
　

補
 
正

 
前

 
の

 
予

 
定

 
額

　
補

 
正

 
予

 
定

 
額

計

8
5
2

0
8
5
2

4
,
4
3
0

△
 
2
1
0

4
,
2
2
0

収
　

　
入

　
　

合
　

　
計

5
,
2
8
2

△
 
2
1
0

5
,
0
7
2

地
方

債
そ

の
他

支
　

　
出

　
　

合
　

　
計

款
補

正
前

の

予
定

額
補

正
予

定
額

計

補
　

正
　

予
　

定
　

額
　

の
　

財
　

源
　

内
　

訳

特
　

　
定

　
　

財
　

　
源

一
 
般

 
財

 
源

国
県

支
出

金
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２
．

収
　

入
（

収
益

的
収

入
）

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

1
水
道
事
業

収
益

△
2
1
0

1
営
業
収
益

△
2
1
0

1
給
水
収
益

△
2
1
0

1
水

道
料

金
△

2
1
0

水
道
料

金

収
入
合
計

△
2
1
0

3
,
2
1
4

3
,
0
0
4

3
,
2
0
6

2
,
9
9
6

4
,
4
3
0

4
,
2
2
0

節

区
　
　

分
金

　
　

額
説

　
　

　
　

　
　

　
　
　

　
　
　

　
　
明

4
,
4
3
0

4
,
2
2
0

計
款

項
目

補
正
前
の

額
補

 
正
 
額
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（

1
）

総
　

　
括

（
水

道
事

業
）

　

（
単

位
 
：

 
千

円
）

　

法
定

福
利

費
合

計

特
別

職
報

酬
給

料
手

当
計

1
4

6
（

0
）

2
1
5

2
7
,
2
2
3

1
7
,
3
9
7

4
4
,
8
3
5

9
,
8
2
3

5
4
,
6
5
8

1
4

6
（

0
）

2
1
5

2
7
,
2
2
3

1
7
,
3
9
7

4
4
,
8
3
5

9
,
8
2
3

5
4
,
6
5
8

1
4

7
（

0
）

2
1
5

2
7
,
5
2
6

1
7
,
4
6
7

4
5
,
2
0
8

9
,
8
2
9

5
5
,
0
3
7

1
4

7
（

0
）

2
1
5

2
7
,
5
2
6

1
7
,
4
6
7

4
5
,
2
0
8

9
,
8
2
9

5
5
,
0
3
7

△
1

△
3
0
3

△
7
0

△
3
7
3

△
6

△
3
7
9

△
1

△
3
0
3

△
7
0

△
3
7
3

△
6

△
3
7
9

区
分

扶
養

手
当

通
勤

手
当

住
居

手
当

超
勤

手
当

休
日

勤
務

手
当

管
理

職
手

当
地

域
手

当

補
正

後
5
5
8

2
1
2

4
,
0
6
4

1
4

補
正

前
5
5
8

2
8
2

4
,
0
6
4

1
4

比
較

△
7
0

区
分

徴
収

手
当

管
理

職
員

特
別

勤
務

手
当

児
童

手
当

合
計

補
正

後
1
2

2
2
0

1
7
,
3
9
7

補
正

前
1
2

2
2
0

1
7
,
4
6
7

比
較

△
7
0

区
　

分

補
正

後

補
正

前

※
　

（
　

）
内

は
、

短
時

間
勤

務
職

員
（

地
方

公
務

員
法

（
昭

和
２

５
年

法
律

第
２

６
１

号
）

第
２

８
条

の
５

第
１

項
に

規
定

す
る

短
時

間
勤

務
の

職
を

占
め

る
職

員

を
い

う
。

以
下

同
じ

。
）

に
つ

い
て

示
し

て
い

る
。

期
末

勤
勉

手
当

1
1
,
6
1
0

7
0
7

7
0
7

緊
急

連
絡

待
機

手
当

一
人

当
た

り
給

与
費

　
（

千
円

）

7
,
4
3
7

6
,
4
2
8

手
当

の
内

訳

給
　

　
与

　
　

費
　

　
明

　
　

細
　

　
書

区
分

職
　

　
員

　
　

数
　

（
人

）
給

　
　

　
与

　
　

　
費

比 較

一
般

職

合
計

資
本

勘
定

支
弁

職
員

補 正 後
資

本
勘

定
支

弁
職

員

損
益

勘
定

支
弁

職
員

補 正 前
合

計

資
本

勘
定

支
弁

職
員

1
1
,
6
1
0

損
益

勘
定

支
弁

職
員

合
計

損
益

勘
定

支
弁

職
員
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ア
　

会
計

年
度

任
用

職
員

以
外

の
職

員
（

水
道

事
業

）
　

（
単

位
 
：

 
千

円
）

　

法
定

福
利

費
合

計

特
別

職
報

酬
給

料
手

当
計

1
4

5
（

0
）

2
1
5

2
4
,
8
6
4

1
6
,
4
5
0

4
1
,
5
2
9

9
,
2
4
4

5
0
,
7
7
3

1
4

5
（

0
）

2
1
5

2
4
,
8
6
4

1
6
,
4
5
0

4
1
,
5
2
9

9
,
2
4
4

5
0
,
7
7
3

1
4

6
（

0
）

2
1
5

2
5
,
1
6
7

1
6
,
5
2
0

4
1
,
9
0
2

9
,
2
5
0

5
1
,
1
5
2

1
4

6
（

0
）

2
1
5

2
5
,
1
6
7

1
6
,
5
2
0

4
1
,
9
0
2

9
,
2
5
0

5
1
,
1
5
2

△
1

△
3
0
3

△
7
0

△
3
7
3

△
6

△
3
7
9

△
1

△
3
0
3

△
7
0

△
3
7
3

△
6

△
3
7
9

区
分

扶
養

手
当

通
勤

手
当

住
居

手
当

超
勤

手
当

休
日

勤
務

手
当

管
理

職
手

当
地

域
手

当

補
正

後
5
5
8

1
6
4

4
,
0
6
4

1
4

補
正

前
5
5
8

2
3
4

4
,
0
6
4

1
4

比
較

△
7
0

区
分

徴
収

手
当

管
理

職
員

特
別

勤
務

手
当

児
童

手
当

合
計

補
正

後
1
2

2
2
0

1
6
,
4
5
0

補
正

前
1
2

2
2
0

1
6
,
5
2
0

比
較

△
7
0

区
　

分

補
正

後

補
正

前

合
計

合
計

資
本

勘
定

支
弁

職
員

緊
急

連
絡

待
機

手
当

損
益

勘
定

支
弁

職
員

区
分

職
　

　
員

　
　

数
　

（
人

）

損
益

勘
定

支
弁

職
員

補 正 後 補 正 前 比 較

損
益

勘
定

支
弁

職
員

資
本

勘
定

支
弁

職
員

給
　

　
与

　
　

費
　

　
明

　
　

細
　

　
書

給
　

　
　

与
　

　
　

費

一
般

職

合
計

資
本

勘
定

支
弁

職
員

7
0
7

6
,
9
4
8

一
人

当
た

り
給

与
費

　
（

千
円

）

期
末

勤
勉

手
当

手
当

の
内

訳

8
,
2
6
3

7
0
7

1
0
,
7
1
1

1
0
,
7
1
1
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議案第 ５６ 号

第１条　令和６年度かつらぎ町下水道事業会計の補正予算（第５号）は、次のとお

　りとする。

第２条　令和６年度かつらぎ町下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３

　条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（単位：千円）

（単位：千円）

第３条　予算第４条括弧書中、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額「１

　２５，９１６千円」を「１１１，３７５千円」に、当年度分損益勘定留保資金「

　１２２，１７５千円」を「１０９，２９１千円」に、当年度分消費税及び地方消

　費税資本的収支調整額「３，７４１千円」を「２，０８４千円」に改め資本的

　収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

 　第１項　建設改良費 ４２,１７４ △１９,２４１ ２２,９３３

款　　　　項 既決予定額 補正予定額 計

 第１款　資本的支出 ３０１,２８８ △１９,２４１ ２８２,０４７

　　支 出 （単位：千円）

 　第５項　企業債 １２９,３００ △４,７００ １２４,６００

　　収 入 （単位：千円）

款　　　　項 既決予定額 補正予定額 計

 第１款　資本的収入 １７５,３７２ △４,７００ １７０,６７２

既決予定額 補正予定額 計

 第１款　下水道事業費用 ４８６,９３０ ２,０３１ ４８８,９６１

令和６年度かつらぎ町下水道事業会計補正予算（第５号）

　　収 入

款　　　　項 既決予定額 補正予定額 計

 第１款　下水道事業収益 ４６１,１７８ △３,１９６ ４５７,９８２

 　第１項　営業収益 １３８,８１９ １０,４９５ １４９,３１４

 　第２項　営業外収益 ３２２,３５８ △１３,６９１ ３０８,６６７

 　第１項　営業費用 ４２３,８４９ １,８８５ ４２５,７３４

 　第２項　営業外費用 ６２,８３１ １４６ ６２,９７７

　　支 出

款　　　　項
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第４条　予算第５条に定めた企業債を次のとおり補正する。

（単位：千円）

　　令和７年２月２７日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かつらぎ町長　中　阪　雅　則

提案理由

　　流域下水道維持管理負担金の増額及び公共下水道整備事業費の減額等を予算措

　置いたしたい。

〃 〃 〃
流域下水

道事業
14,500 〃 〃 〃 6,100

換えること

利率） ができる。 利率） ができる。

見直し後の 換えること 見直し後の

償還又は、

ては、当該 低利に借り ては、当該 低利に借り

た後におい 償還又は、 た後におい

他の都合に

直しを行っ より、繰上 直しを行っ より、繰上

道事業 は、利率見 他の都合に は、利率見

ただし、企

公共下水 入れる場合 業財政その 入れる場合 業財政その

方式で借り ただし、企 方式で借り

11,000 14,700

資条件によ

利率見直し る。 利率見直し る。

借入 （ただし、 資条件によ 借入 （ただし、

償還の方法

証書 6.0％以内 借入先の融 証書 6.0％以内 借入先の融

起債の
目的

補　　正　　前 補　　正　　後

限度額
起債の
方法

利　　率 償還の方法 限度額
起債の
方法

利　　率

- 293 -



１
.
 
総

　
括

　
（
収
入
）

（
単

位
：

千
円

）

（
収

益
的

収
入

）

1
下

水
道

事
業

収
益

（
資

本
的

収
入

）

1
資

本
的

収
入

１
.
 
総

　
括

　
（
支
出
）

（
単

位
：

千
円

）

（
収

益
的

支
出

）

1
下

水
道

事
業

費
用

4
8
6
,
9
3
0

2
,
0
3
1

4
8
8
,
9
6
1

△
 
1
1
,
7
0
3

1
3
,
7
3
4

（
資

本
的

支
出

）

1
資

本
的

支
出

3
0
1
,
2
8
8

△
 
1
9
,
2
4
1

2
8
2
,
0
4
7

△
 
4
,
7
0
0

△
 
1
4
,
5
4
1

7
8
8
,
2
1
8

△
 
1
7
,
2
1
0

7
7
1
,
0
0
8

△
 
4
,
7
0
0

△
 
1
1
,
7
0
3

△
 
8
0
7

地
方

債
そ

の
他

支
　

　
出

　
　

合
　

　
計

款
補

正
前

の

予
定

額
補

正
予

定
額

計

補
　

正
　

予
　

定
　

額
　

の
　

財
　

源
　

内
　

訳

特
　

　
定

　
　

財
　

　
源

一
 
般

 
財

 
源

国
県

支
出

金

収
　

　
入

　
　

合
　

　
計

6
3
6
,
5
5
0

△
 
7
,
8
9
6

6
2
8
,
6
5
4

1
7
5
,
3
7
2

△
 
4
,
7
0
0

1
7
0
,
6
7
2

4
6
1
,
1
7
8

△
 
3
,
1
9
6

4
5
7
,
9
8
2

令
和

６
年

度
　

か
つ

ら
ぎ

町
下

水
道

事
業

会
計

収
入

支
出

補
正

予
算

事
項

別
明

細
書

　
（

第
５

号
）

 

款
　

補
 
正

 
前

 
の

 
予

 
定

 
額

　
補

 
正

 
予

 
定

 
額

計

- 294 -



２
．

収
　

入
（

収
益

的
収

入
）

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

1
下
水
道
事

業
収

△
3
,
1
9
6

益

1
営
業
収
益

1
0
,
4
9
5

1
下
水
道
使

用
料

1
3
,
8
8
7

1
下

水
道

使
1
3
,
8
8
7

下
水
道

使
用

料

用
料

2
雨
水
処
理

負
担

△
3
,
3
9
2

金

1
雨

水
処

理
△

3
,
3
9
2

雨
水
処

理
負

担
金

負
担
金

2
営
業
外
収

益
△

1
3
,
6
9
1

2
他
会
計
補

助
金

△
8
,
3
1
1

1
一

般
会

計
△

8
,
3
1
1

一
般
会

計
繰

入
金

補
助
金

3
補
助
金

△
6
7
5

2
県

補
助

金
△

6
7
5

下
水
道

等
水

洗
化

促
進
補

助
金

4
長
期
前
受

金
戻

△
4
,
5
8
8

入

1
長

期
前

受
△

4
,
5
8
8

受
贈
財

産
評

価
額

長
期
前

受
金
戻

入
1
,
4
9
6

金
戻
入

国
庫
補

助
金

長
期

前
受
金

戻
入

△
3
,
4
2
4

県
補
助

金
長

期
前

受
金
戻

入
△

3

他
会
計

補
助

金
長

期
前
受

金
戻
入

△
2
,
6
2
0

分
担
金

及
び

負
担

金
長
期

前
受
金

戻
入

△
3
7

6
消
費
税
及

び
地

△
1
2
8

方
消
費
税

還
付

金

1
消

費
税

及
△

1
2
8

消
費
税

及
び

地
方

消
費
税

還
付
金

び
地
方

消

費
税
還

付

款
項

目
補

正
前
の

額
補

 
正
 
額

節

区
　
　

分
金

　
　

額
説

　
　

　
　

　
　

　
　
　

　
　
　

　
　
明

4
6
1
,
1
7
8

4
5
7
,
9
8
2

計

1
3
8
,
8
1
9

1
4
9
,
3
1
4

1
0
8
,
3
7
2

1
2
2
,
2
5
9

3
0
,
3
8
1

2
6
,
9
8
9

3
2
2
,
3
5
8

3
0
8
,
6
6
7

1
7
0
,
9
0
7

1
6
2
,
5
9
6

1
,
2
7
5

6
0
0

1
4
9
,
8
1
3

1
4
5
,
2
2
5

1
2
8

0

- 295 -



金

7
雑
収
益

1
1

6
そ

の
他

雑
1
1

会
計
年

度
任

用
職

員
雇
用

保
険
個

人
負
担

金

収
益

収
入
合
計

△
3
,
1
9
6

4
6
1
,
1
7
8

4
5
7
,
9
8
2

2
3
4

2
4
5

- 296 -



３
．

支
　

出
（

収
益

的
支

出
）

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

1
下
水
道
事

業
2
,
0
3
1

△
1
1
,
7
0
3

1
3
,
7
3
4

費
用

1
営
業
費
用

1
,
8
8
5

△
1
1
,
7
0
3

1
3
,
5
8
8

1
管
渠
費

△
4
,
3
8
2

△
5
,
2
2
6

8
4
4

1
3
燃

料
費

△
7
0

燃
料
費

（
汚

水
）

△
5
0

燃
料
費

（
雨

水
）

△
2
0

1
5
通

信
運

搬
費

△
1
9

マ
ン
ホ

ー
ル

ポ
ン

プ
通
信

料

1
6
委

託
料

△
9
1
1

下
水
道

水
質

検
査

業
務
委

託 △
4
7
7

排
水
ポ

ン
プ

設
置

業
務
委

託
（
雨

水
）

△
4
3
4

1
9
修

繕
費

△
1
,
8
4
2

修
繕
費

（
汚

水
）

△
4
4
2

修
繕
費

（
雨

水
）

△
1
,
4
0
0

2
3
工

事
請

負
費

△
1
,
5
0
0

幹
線
管

渠
浚

渫
工

事
（
雨

水
）

9
1
光

熱
水

費
△

4
0

電
気
料

金
（

雨
水

）

2
総
係
費

△
2
6
7

△
8
,
0
5
7

7
,
7
9
0

1
3
燃

料
費

△
1
6

燃
料
費

1
9
修

繕
費

△
3
2

修
繕
費

2
4
研

修
費

△
1
3
8

研
修
費

2
9
会

費
負

担
金

△
5
2

日
本
下

水
道

協
会

関
西
地

方
支
部

会
費

△
1
2

全
国
町

村
下

水
道

推
進
協

議
会
和

歌
山
県

支
部
会

費

△
3
0

全
国
町

村
下

水
道

推
進
協

議
会
和

歌
山
県

支
部
総

会
参

加
費

△
1
0

3
0
保

険
料

△
1
8

自
賠
責

保
険

料

3
1
公

課
費

△
1
1

公
課
費

3
流
域
下
水

道
9
,
4
3
6

9
,
4
3
6

款
項

目
補

正
前

の
額

補
 
正
 
額

2
7
,
8
0
3

2
3
,
4
2
1

節

区
　
　

分
金

　
　

額

補
　
正

　
額

　
の

　
財
　

源
　
内

　
訳

特
　
　

定
　

　
財

　
　
源

国
県
支

出
金

地
　
方

　
債

そ
　
の

　
他

一
般
財

源
計

4
8
6
,
9
3
0

4
8
8
,
9
6
1

4
2
3
,
8
4
9

4
2
5
,
7
3
4

説
　
　

　
　

　
　

明

3
6
,
7
1
4

3
6
,
4
4
7

8
4
,
4
9
8

9
3
,
9
3
4

- 297 -



維
持
管
理

負

担
金

1
流

域
下

水
道

9
,
4
3
6

紀
ノ
川

流
域

下
水

道
維
持

管
理
負

担
金

維
持
管

理
負

担
金

4
減
価
償
却

費
△

2
,
9
0
2

1
,
5
8
0
△

4
,
4
8
2

1
有

形
固

定
資

△
9
3
0

構
築
物

減
価

償
却

費
△

7
2
9

産
減
価

償
却

機
械
及

び
装

置
減

価
償
却

費

費
△

2
0
1

2
無

形
固

定
資

△
1
,
9
7
2

ソ
フ
ト

ウ
ェ

ア
減

価
償
却

費

産
減
価

償
却

△
1
,
9
1
4

費
施

設
利

用
権

減
価

償
却
費

△
5
8

2
営
業
外
費

用
1
4
6

1
4
6

2
消
費
税
及

び
1
4
6

1
4
6

地
方
消
費

税

1
消

費
税

及
び

1
4
6

消
費
税

及
び

地
方

消
費
税

地
方
消

費
税

支
出
合
計

2
,
0
3
1

△
1
1
,
7
0
3

1
3
,
7
3
4

2
6
6
,
1
3
4

2
6
3
,
2
3
2

6
2
,
8
3
1

6
2
,
9
7
7

0
1
4
6

4
8
6
,
9
3
0

4
8
8
,
9
6
1

- 298 -



４
．

収
　

入
（

資
本

的
収

入
）

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

1
資
本
的
収

入
△

4
,
7
0
0

5
企
業
債

△
4
,
7
0
0

1
建
設
改
良

費
等

△
4
,
7
0
0

企
業
債

1
下

水
道

事
△

4
,
7
0
0

公
共
下

水
道

事
業

（
汚
水

）
3
,
7
0
0

業
債

流
域
下

水
道

負
担

金
△

8
,
4
0
0

収
入
合
計

△
4
,
7
0
0

款
項

目
補

正
前
の

額
補

 
正
 
額

節

区
　
　

分
金

　
　

額
説

　
　

　
　

　
　

　
　
　

　
　
　

　
　
明

1
7
5
,
3
7
2

1
7
0
,
6
7
2

計

1
2
9
,
3
0
0

1
2
4
,
6
0
0

1
2
9
,
3
0
0

1
2
4
,
6
0
0

1
7
5
,
3
7
2

1
7
0
,
6
7
2

- 299 -



５
．

支
　

出
（

資
本

的
支

出
）

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

1
資
本
的
支

出
△

1
9
,
2
4
1

△
4
,
7
0
0

△
1
4
,
5
4
1

1
建
設
改
良

費
△

1
9
,
2
4
1

△
4
,
7
0
0

△
1
4
,
5
4
1

1
公
共
下
水

道
△

9
,
4
6
2

3
,
7
0
0

△
1
3
,
1
6
2

整
備
事
業

費

1
2
備

消
品

費
△

1
5
7

備
消
品

費

1
6
委

託
料

△
6
9
1

下
水
道

施
設

点
検

調
査
業

務
委
託

2
3
工

事
請

負
費

△
7
,
6
1
4

管
渠
布

設
工

事
（

汚
水
）

2
5
補

償
費

△
1
,
0
0
0

補
償
費

2
流
域
下
水

道
△

9
,
7
7
9

△
8
,
4
0
0

△
1
,
3
7
9

事
業
負
担

金

9
5
負

担
金

△
9
,
7
7
9

紀
ノ
川

流
域

下
水

道
（
伊

都
処
理

区
）
建

設
負
担

金

支
出
合
計

△
1
9
,
2
4
1

△
4
,
7
0
0

△
1
4
,
5
4
1

計
款

項
目

補
正
前

の
額

補
 
正
 
額

補
　
正

　
額

　
の

　
財
　

源
　
内

　
訳

特
　
　

定
　

　
財

　
　
源

国
県
支

出
金

地
　
方

　
債

そ
　
の

　
他

一
般
財

源

節

3
0
1
,
2
8
8

2
8
2
,
0
4
7

3
0
1
,
2
8
8

2
8
2
,
0
4
7

4
2
,
1
7
4

2
2
,
9
3
3

2
5
,
8
2
6

1
6
,
3
6
4

区
　
　

分
金

　
　

額
説

　
　

　
　

　
　

明

1
6
,
3
4
8

6
,
5
6
9

- 300 -



議案第 ５７ 号 

 

令和７年度かつらぎ町一般会計予算 

 

 

令和７年度かつらぎ町一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２，２１８，０００千円と

定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務

を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務

負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債

の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方

債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入最高

限度額は、１，５００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の

経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

  (1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生

じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則   
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第　２　表　債務負担行為

事　　　項 期　　　間 限　　度　　額

令和７年度

～

令和１３年度

令和７年度

～

令和１１年度

中山間地域直接支払交付金 　２６３，２６５千円

生活営農資金利子補給金
（小規模な第２種兼業農家等の農業経
営の維持、発展に必要な資金を融通す
るための利子補給金）

　融資総額５，０００千円として
年０．２５％で計算した額
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第　３　表　地　方　債

　起債の目的　 　限度額　 起債の方法 利　率 　償還の方法　

千円

地域交流センター長寿
命化事業

3,100
普通貸借又
は証券発行

こども園庇整備事業 12,600 〃 〃 〃

子ども医療費 23,800 〃 〃 〃

こども園体育館空調整
備事業

34,300 〃 〃 〃

こども園長寿命化事業 4,600 〃 〃 〃

飲料水供給施設整備事
業

102,300 〃 〃 〃

合併処理浄化槽設置補
助金

2,900 〃 〃 〃

高齢者肺炎球菌ワクチ
ン接種事業

700 〃 〃 〃

斎場改修事業 51,800 〃 〃 〃

一般会計出資債（水道
事業）

78,900 〃 〃 〃

農業共済加入促進事業
補助金

2,500 〃 〃 〃

ため池改修事業 100 〃 〃 〃

小規模土地改良事業 3,300 〃 〃 〃

社会資本整備総合交付
金事業（道路改良）

3,300 〃 〃 〃

６.０％以内　(た
だし、利率見直
し方式で借り入
れる場合は、利
率見直しを行っ
た後において
は、当該見直し
後の利率）

　政府資金銀行その他
より融通を受ける場合
は、融通先の融通条件
による。ただし、町財政
の都合により、据置期間
及び償還期限を短縮
し、若しくは、低利に借
り換えることができる。
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第　３　表　地　方　債

　起債の目的　 　限度額　 起債の方法 利　率 　償還の方法　

妙寺駅前広場駐車場整
備事業

14,200
普通貸借又
は証券発行

橋梁点検事業 12,900 〃 〃 〃

下水道事業会計繰出金 4,600 〃 〃 〃

かつらぎ西部公園整備
事業

7,100 〃 〃 〃

緊急自然災害防止対策
事業（道路改良）

73,800 〃 〃 〃

緊急自然災害防止対策
事業（急傾斜地崩壊対
策）

900 〃 〃 〃

緊急自然災害防止対策
事業（花園梁瀬地内急
傾斜地崩壊対策）

21,600 〃 〃 〃

河川浚渫事業 9,600 〃 〃 〃

公共施設等適正管理推
進事業（道路改良）

23,800 〃 〃 〃

公共事業等債（急傾斜
地崩壊対策）

7,000 〃 〃 〃

公営住宅等ストック総合
改善事業

7,500 〃 〃 〃

６.０％以内　(た
だし、利率見直
し方式で借り入
れる場合は、利
率見直しを行っ
た後において
は、当該見直し
後の利率）

　政府資金銀行その他
より融通を受ける場合
は、融通先の融通条件
による。ただし、町財政
の都合により、据置期間
及び償還期限を短縮
し、若しくは、低利に借
り換えることができる。
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第　３　表　地　方　債

　起債の目的　 　限度額　 起債の方法 利　率 　償還の方法　

妙寺団地建替事業 274,200
普通貸借又
は証券発行

消防施設整備 21,600 〃 〃 〃

スクールバス運行委託
料

25,300 〃 〃 〃

スクールバス購入 6,900 〃 〃 〃

学校講師報酬 1,000 〃 〃 〃

文化財拠点施設整備事
業

6,500 〃 〃 〃

三谷公民館整備事業 37,800 〃 〃 〃

小学校体育館空調整備
事業

166,700 〃 〃 〃

中学校体育館空調整備
事業

117,000 〃 〃 〃

かつらぎ体育センター
空調整備事業

58,700 〃 〃 〃

小学校空調改修事業 34,800 〃 〃 〃

かつらぎ公園町民プー
ル改修事業

1,400 〃 〃 〃

災害復旧事業 51,500 〃 〃 〃

６.０％以内　(た
だし、利率見直
し方式で借り入
れる場合は、利
率見直しを行っ
た後において
は、当該見直し
後の利率）

　政府資金銀行その他
より融通を受ける場合
は、融通先の融通条件
による。ただし、町財政
の都合により、据置期間
及び償還期限を短縮
し、若しくは、低利に借
り換えることができる。
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議案第 ５８ 号 

 

令和７年度かつらぎ町シビックセンター特別会計予算 

 

 

 令和７年度かつらぎ町シビックセンター特別会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１７８，６６５千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳入歳

出予算」による。 

（地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定によ

り起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償

還の方法は、「第２表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入最高

限度額は、１０，０００千円と定める。 

 

令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則   
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第　２　表　地　方　債

　起債の目的　 　限度額　 起債の方法 利　率 　償還の方法　

千円

総合文化会館改修事
業

108,300
普通貸借又
は証券発行

６.０％以内
(ただし、利率
見直し方式で
借り入れる場
合は、利率見
直しを行った
後において
は、当該見直
し後の利率）

　政府資金銀行その
他より融通を受ける
場合は、融通先の融
通条件による。ただ
し、町財政の都合に
より、据置期間及び
償還期限を短縮し、
若しくは、低利に借
り換えることができ
る。
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議案第 ５９ 号 

 

令和７年度かつらぎ町国民健康保険事業特別会計予算 

 

 

令和７年度かつらぎ町国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，２９９，５５４千円と

定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出

予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定

による一時借入金の借入最高限度額は、３００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の

経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生 

じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

(2) 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同 

一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則     
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議案第 ６０ 号 

 
令和７年度かつらぎ町国民健康保険天野診療所事業特別会計予算 

 

 
 令和７年度かつらぎ町国民健康保険天野診療所事業特別会計予算は、次に定

めるところによる。 

 
（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ９，６３９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出 

予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定 

による一時借入金の借入最高限度額は、１，０００千円と定める。 

 
  令和７年２月２７日提出 

 

 
かつらぎ町長 中 阪 雅 則   
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議案第 ６１ 号 

 

令和７年度かつらぎ町後期高齢者医療事業特別会計予算 

 

 

 令和７年度かつらぎ町後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定める

ところによる。 

 

 

（歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６５０，７３２千円と定 

める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳 

出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規

定による一時借入金の借入最高限度額は、５０，０００千円と定める。 

 

  令和７年２月２７日提出 

 

 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則   
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議案第 ６２ 号 
 

令和７年度かつらぎ町介護保険事業特別会計予算 
 
 

令和７年度かつらぎ町介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。 
 

（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，６９８，１５９千円と

定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出

予算」による。 
（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務

を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務

負担行為」による。 
（一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入最高

限度額は、３００，０００千円と定める。 
（歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の

経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 
(1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生

じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 
(2) 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同

一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 
 

令和７年２月２７日提出 
 
 

かつらぎ町長 中 阪 雅 則   
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第　２　表　債務負担行為

事　　　項 期　　　間 限　　度　　額

令和７年度

～

令和８年度

第１０期介護保険事業計画作成委託料 ４，６２０千円

- 330 -



議案第 ６３ 号

令和７年度かつらぎ町水道事業会計予算

（総則）

第１条　令和７年度かつらぎ町水道事業会計の予算は、次に定めるところ

　による。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）給　水　戸　数 戸

（２）年間総給水量 ㎥

（３）一日平均給水量 ㎥

（４）主要な建設改良事業

     　 配水管布設事業 千円

      　施設整備事業 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

（１）上水道の部

収　入

第１款　水道事業収益 千円

第１項　営業収益 千円

第２項　営業外収益 千円

第３項　附帯事業収益 千円

第４項　特別利益 千円

支　出

第１款　水道事業費用 千円

第１項　営業費用 千円

第２項　営業外費用 千円

第３項　附帯事業費用 千円

第４項　特別損失 千円

第５項　予備費 千円

（２）簡易水道の部

収　入

第１款　水道事業収益 千円

第１項　営業収益 千円

第２項　営業外収益 千円

第４項　特別利益 千円

５９,８７５

１６,９７０

１,０２０

５４,０５４

１

２８３,８５１

２４１,８２１

１,５００

１１３,９３０

２,３８０

５,６６５

３９,６２９

２１

３１２,２９６

２８７,１４１

６,７２０

１,４２４,０００

３,９０１

１２５,５００

４０６,５９６
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支　出

第１款　水道事業費用 千円

第１項　営業費用 千円

第２項　営業外費用 千円

第４項　特別損失 千円

第５項　予備費 千円

（３）花園梁瀬簡易水道の部

収　入

第１款　水道事業収益 千円

第１項　営業収益 千円

第２項　営業外収益 千円

第４項　特別利益 千円

支　出

第１款　水道事業費用 千円

第１項　営業費用 千円

第２項　営業外費用 千円

第４項　特別損失 千円

第５項　予備費 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収

　入額が資本的支出額に対し不足する額２１５，９１３千円は、過年度分

　損益勘定留保資金１５７，４８０千円、建設改良積立金取崩額１０，０

　００千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額４８，４３

　３千円で補填するものとする。）。

（１）上水道の部

収　入

第１款　資本的収入 千円

第２項　補償費 千円

第５項　他会計繰入金 千円

第６項　出資金 千円

第７項　企業債 千円

支　出

第１款　資本的支出 千円

第１項　建設改良費 千円

第２項　企業債償還金 千円

２６５,８９８

１３２,１７６

１２３,７０３

４００

４,３０５

３,１０１

５００

７,５７３

１,２０３

４２２,２３４

４０,６０３

１,３３５

１７９,３００

１

６,４４４

５,９７８

６,３６３

４６２,８３７

３６４

２

１００

７８,９００

- 332 -



（２）簡易水道の部

収　入

第１款　資本的収入 千円

第３項　国庫支出金 千円

第５項　他会計繰入金 千円

第６項　出資金 千円

第７項　企業債 千円

支　出

第１款　資本的支出 千円

第１項　建設改良費 千円

第２項　企業債償還金 千円

（３）花園梁瀬簡易水道の部

収　入

第１款　資本的収入 千円

第６項　出資金 千円

支　出

第１款　資本的支出 千円

第１項　建設改良費 千円

第２項　企業債償還金 千円

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次の

　とおりと定める。

 6.0％以内（ただ  借入先の融資条件

 し、利率見直し方  による。ただし、

 式で借り入れる場  企業財政その他の

 合は、利率見直し  都合により繰上償

 を行った後におい  還又は、低利に借

 ては、当該見直し  り換えることがで

 後の利率）  きる。

（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、３０，０００千円と定める。

３３,５８８

〃 〃

１,５５４

４

１,５５０

７５,０００

１４４,１５２

１２５,８８０

起債の目的

施設整備事
業

配水管布設
事業

191,800

起債の方法

千円

62,500

限度額

証書借入

〃

利　率 償還の方法

８５２

３２,０００

７,０９６

１１０,５６４

８５２

１１,７８４
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（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次

　のとおりと定める。

（１）水道事業費用のうち営業費用、営業外費用、特別損失の各項の

　　　間の流用

（２）資本的支出における各項の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費

　の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその金額に流用する場合は、議

　会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費 千円

（他会計からの補助金）

第９条　企業債償還及び減価償却費等に充当するため一般会計からこの会

　計へ補助を受ける金額は、２６，００４千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、８，２９９千円と定める。

　　令和７年２月２７日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　かつらぎ町長　中　阪　雅　則

５５,１９６
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(1)　上水道の部

　収益的収入及び支出

（収　入）

（単位：千円）

予　定　額

１ 水道事業収益 283,851

１ 営業収益 241,821

１ 給水収益 239,208  

２ 受託工事収益 220  

３ その他の営業収益 2,393  

２ 営業外収益 39,629

１ 受取利息及び配当金 754  

２ 分担金 6,437  

３ 繰入金 534  

４ 補助金 50  

５ 長期前受金戻入 31,577  

８ 雑収益 277  

３ 附帯事業収益 2,380

１ 飲料水供給施設事業収 2,380  

益

４ 特別利益 21

１ 固定資産売却益 20  

２ 過年度損益修正益 1  

（支　出）

（単位：千円）

予　定　額

１ 水道事業費用 312,296

１ 営業費用 287,141

１ 原水浄水費 50,652  

２ 配水給水費 50,000  

３ 受託工事費 530  

４ 総係費 76,780  

５ 減価償却費 107,679  

６ 資産減耗費 600  

７ その他営業費用 900  

２ 営業外費用 16,970

１ 支払利息 6,940  

２ 消費税 10,000  

３ 雑支出 30  

３ 附帯事業費用 5,665

令和７年度かつらぎ町水道事業会計予算実施計画

款 項 目 備　　　考

款 項 目 備　　　考
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１ 飲料水供給施設事業費 5,665  

用

４ 特別損失 1,020

１ 固定資産売却損 20  

４ 過年度損益修正損 1,000  

５ 予備費 1,500

１ 予備費 1,500  

　資本的収入及び支出

（収　入）

（単位：千円）

予　定　額

１ 資本的収入 265,898

２ 補償金 6,363

１ 補償金 6,363  

５ 他会計繰入金 1,335

２ 他会計負担金 1,335  

６ 出資金 78,900

１ 出資金 78,900  

７ 企業債 179,300

１ 建設改良のための企業 179,300  

債

（支　出）

（単位：千円）

予　定　額

１ 資本的支出 462,837

１ 建設改良費 422,234

３ 改良更新費 421,596  

４ 固定資産購入費 638  

２ 企業債償還金 40,603

１ 企業債償還金 40,603  

(2)　簡易水道の部

　収益的収入及び支出

（収　入）

（単位：千円）

予　定　額

１ 水道事業収益 113,930

１ 営業収益 54,054

１ 給水収益 53,522  

２ 受託工事収益 220  

３ その他の営業収益 312  

款 項 目 備　　　考

款 項 目 備　　　考

款 項 目 備　　　考
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２ 営業外収益 59,875

１ 受取利息及び配当金 41  

２ 分担金 4,204  

３ 繰入金 11,986  

５ 長期前受金戻入 43,644  

４ 特別利益 1

２ 過年度損益修正益 1  

（支　出）

（単位：千円）

予　定　額

１ 水道事業費用 132,176

１ 営業費用 123,703

１ 原水浄水費 26,925  

２ 配水給水費 21,757  

３ 受託工事費 312  

４ 総係費 12,641  

５ 減価償却費 61,808  

６ 資産減耗費 210  

７ その他営業費用 50  

２ 営業外費用 7,573

１ 支払利息 5,553  

２ 消費税 2,000  

３ 雑支出 20  

４ 特別損失 400

４ 過年度損益修正損 400  

５ 予備費 500

１ 予備費 500  

　資本的収入及び支出

（収　入）

（単位：千円）

予　定　額

１ 資本的収入 125,880

３ 国庫支出金 32,000

１ 国庫補助金 32,000  

５ 他会計繰入金 11,784

２ 他会計負担金 11,784  

６ 出資金 7,096

１ 出資金 7,096  

７ 企業債 75,000

１ 建設改良のための企業 75,000  

債

款 項 目 備　　　考

款 項 目 備　　　考
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（支　出）

（単位：千円）

予　定　額

１ 資本的支出 144,152

１ 建設改良費 110,564

２ 新設拡張費 80,000  

３ 改良更新費 30,500  

４ 固定資産購入費 64  

２ 企業債償還金 33,588

１ 企業債償還金 33,588  

(3)　花園梁瀬簡易水道の部

　収益的収入及び支出

（収　入）

（単位：千円）

予　定　額

１ 水道事業収益 4,305

１ 営業収益 3,101

１ 給水収益 3,094  

３ その他の営業収益 7  

２ 営業外収益 1,203

３ 繰入金 90  

５ 長期前受金戻入 1,112  

８ 雑収益 1  

４ 特別利益 1

２ 過年度損益修正益 1  

（支　出）

（単位：千円）

予　定　額

１ 水道事業費用 6,444

１ 営業費用 5,978

１ 原水浄水費 1,191  

２ 配水給水費 1,120  

４ 総係費 631  

５ 減価償却費 3,035  

６ 資産減耗費 1  

２ 営業外費用 364

１ 支払利息 163  

２ 消費税 200  

３ 雑支出 1  

４ 特別損失 2

目 備　　　考

款 項 目 備　　　考

款 項

款 項 目 備　　　考
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４ 過年度損益修正損 2  

５ 予備費 100

１ 予備費 100  

　資本的収入及び支出

（収　入）

（単位：千円）

予　定　額

１ 資本的収入 852

６ 出資金 852

１ 出資金 852  

（支　出）

（単位：千円）

予　定　額

１ 資本的支出 1,554

１ 建設改良費 4

４ 固定資産購入費 4  

２ 企業債償還金 1,550

１ 企業債償還金 1,550  

款 項 目 備　　　考

款 項 目 備　　　考
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（単位：千円）

１． 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は損失） △47,579

減価償却費 172,522

固定資産除却費 700

固定資産売却損 20

減損損失 0

退職給付引当金の増加・減少額（△） 0

賞与引当金の増加・減少額（△） 113

法定福利費引当金の増加・減少額（△） 6

修繕引当金の増加・減少額（△） 0

貸倒引当金の増加・減少額（△） 248

長期前受金戻入額 △76,333

未収金の増加（△）・減少額 △32,115

未払金の増加・減少額（△） 4

前受金の増加・減少額（△） 0

前払金の増加（△）・減少額 0

たな卸資産の増加（△）・減少額 △5,782

受取利息及び配当金 △795

支払利息及び企業債取扱諸費 12,656

その他流動資産の増加（△）・減少額 0

その他流動負債の増加・減少額（△） 0

固定資産売却益（△）投資活動へ △20

業務活動によるキャッシュ・フロー 23,645

２． 投資活動によるキャッシュ・フロー

補助金、負担金等による収入 46,802

固定資産の売却による収入 20

その他投資活動による収入 0

利息及び配当金の受取額 795

固定資産の取得による支出 △517,612

資産及び負債の増減（投資活動） 0

一般会計又は特別会計からの繰入金による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △469,995

３． 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 0

一時借入金の返済による支出 0

建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 270,500

建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △75,741

その他の企業債による収入 0

その他の企業債の償還による支出 0

建設改良等の財源に充てるための他会計借入金による収入 0

建設改良等の財源に充てるための他会計借入金の返済による支出 0

その他の他会計借入金による収入 0

その他の他会計借入金の返済による支出 0

リース債務の返済による支出 0

他会計からの出資による収入 86,848

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △12,656

財務活動によるキャッシュ・フロー 268,951

資金増減額 △177,399

資金期首残高 846,169

資金期末残高 668,770

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

令和７年度　かつらぎ町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
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（単位：円）

１ 営業収益

(1) 給水収益 270,839,224

(2) 受託工事収益 0

(3) その他営業収益 1,619,165 272,458,389

２ 営業費用

(1) 原水浄水費 57,108,173

(2) 配水給水費 38,735,724

(3) 受託工事費 0

(4) 総　係　費 71,801,933

(5) 減価償却費 178,988,116

(6) 資産減耗費 911,150

(7) その他の営業費用 75,520 347,620,616

営業損失 75,162,227

３ 営業外収益

(1) 受取利息及び配当金 426,212

(2) 分　担　金 8,943,182

(3) 繰　入　金 12,170,858

(4) 補　助　金 50,000

(5) 長期前受金戻入 77,415,317

(6) 雑　収　益 2,627,328 101,632,897

４ 営業外費用

(1) 支払利息 10,383,470

(2) 雑 支 出 35,432 10,418,902

５ 附帯事業収益

(1) 飲料水供給施設事業収益 1,956,386 1,956,386

６ 附帯事業費用

(1) 飲料水供給施設事業費用 3,348,962 3,348,962 89,821,419

経常利益 14,659,192

７ 特別利益

(1) 固定資産売却益 0

(2) 過年度損益修正益 0

(3) 長期前受金戻入益 0

(4) その他の特別利益 0 0

８ 特別損失

(1) 固定資産売却損 0

(2) 災害による損失 0

(3) 過年度損益修正損 59,192

(4) その他の特別損失 0 59,192 △59,192

当年度純利益 14,600,000

前年度繰越利益剰余金 61,606,642

その他未処分利益剰余金変動額 27,000,000

当年度未処分利益剰余金 103,206,642

令和６年度　かつらぎ町水道事業予定損益計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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（単位：円）

資　産　の　部

１ 固定資産

(1)有形固定資産

イ 土　地 351,087,832

ロ 建　物 380,473,177

減価償却累計額 △185,888,700 194,584,477

ハ 構　築　物 6,412,853,096

減価償却累計額 △3,391,286,663 3,021,566,433

ニ 機械及び装置 1,408,426,585

減価償却累計額 △1,020,999,342 387,427,243

ホ 車両及び運搬具 20,178,144

減価償却累計額 △7,393,537 12,784,607

ヘ 工具器具及び備品 33,591,505

減価償却累計額 △19,643,323 13,948,182

ト リース資産 0

減価償却累計額 0 0

チ 建設仮勘定 360,134,400

有形固定資産合計 4,341,533,174

(2)無形固定資産

イ リース資産 0

ロ ソフトウェア 1,083,200

無形固定資産合計 1,083,200

固定資産合計 4,342,616,374

２ 流動資産

(1)現金預金 873,747,275

(2)未収金 46,646,429

貸倒引当金 △2,829,484 43,816,945

(3)貯蔵品 11,786,194

(4)前払金 0

流動資産合計 929,350,414

資　産　合　計 5,271,966,788

負　債　の　部

３ 固定負債

(1)引当金

イ 修繕引当金 9,610,336

ロ 退職給付引当金 0

引当金合計 9,610,336

(2)企業債 1,081,198,243

(3)リース債務 0

固定負債合計 1,090,808,579

令和６年度　かつらぎ町水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）
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４ 流動負債

(1)一時借入金 0

(2)企業債 70,259,269

(3)リース債務 0

(4)未払金 18,270,914

(5)前受金 300,000

(6)引当金 7,480,000

流動負債合計 96,310,183

５ 繰延収益

(1)長期前受金

イ 受贈財産評価額 2,009,188,343

収益化累計額 △1,062,193,540 946,994,803

ロ 工事負担金 957,706,447

収益化累計額 △638,484,214 319,222,233

ハ 施設分担金 62,089,768

収益化累計額 △40,347,617 21,742,151

ニ 国庫補助金 235,153,681

収益化累計額 △160,864,572 74,289,109

ホ 県補助金 132,010,123

収益化累計額 △108,515,615 23,494,508

ヘ 他会計補助金 167,996,069

収益化累計額 △75,246,351 92,749,718

ト 企業債元金償還繰入金 157,242,147

収益化累計額 △113,050,739 44,191,408

チ 補償金長期前受金 58,281,131

収益化累計額 △4,085,716 54,195,415

長期前受金合計 1,576,879,345

繰延収益合計 1,576,879,345

負　債　合　計 2,763,998,107

資　本　の　部

６ 資本金 2,136,784,003

７ 剰余金

(1)資本剰余金

イ 受贈財産評価額 3,978,036

ロ 工事負担金 0

ハ 施設分担金 0

ニ 工事補助金 0

ホ 工事繰入金 0

資本剰余金合計 3,978,036
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(2)利益剰余金

イ 減債積立金 264,000,000

ロ 建設改良積立金 0

ハ 当年度未処分利益剰余金 103,206,642

利益剰余金合計 367,206,642

剰余金合計 371,184,678

資　本　合　計 2,507,968,681

負　債　資　本　合　計 5,271,966,788
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　　　・主な耐用年数

　　② 無形固定資産（リース資産を除く）
　　　減価償却の方法　　定額法による。

令和６年度かつらぎ町水道事業会計書類に関する注記事項

１．重要な会計方針
　(1) 固定資産の減価償却の方法
　　① 有形固定資産（リース資産を除く）
　　　減価償却の方法　　定額法による。ただし、取替資産については取替法による。
　　　償却の開始時期は、固定資産を取得した年度の翌年度からとする。

　　　　　自己所有の固定資産の適用する減価償却方法と同一の方法による。
　　　　　償却の開始時期は、固定資産に編入した翌年度からとする。

　　　　　ソフトウエア　　　　　５年

　　　　　建物　　　　　　　　１３～５０年
　　　　　構築物　　　　　　　３８～６０年
　　　　　機械及び装置　　　　　８～２０年
　　　　　車両運搬具　　　　　　４～　５年
　　　　　工具、器具及び備品　　５～　８年

　　　償却の開始時期は、固定資産に編入した翌年度からとする。
　　　・主な耐用年数

　　③ リース資産
　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　② 賞与引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込
　　　額に基づき当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上し
　　　ている。

　　③ 法定福利費引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に伴い発生する法定福利費の支給に備える
　　　ため、当年度末における支給見込額に基づき当年度の負担に属する額（１２月か
　　　ら３月までの４か月分）を計上している。

　(2) 引当金の計上基準
　　① 退職給付引当金
　　　　和歌山県市町村総合事務組合に加入し費用負担しており、退職金と費用負担金
　　　に差が生じた場合の特別負担金は、「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書
　　　」に基づき一般会計が支出するため、計上していない。

　(4) 会計処理の基準又は手続の変更
　　　該当事項なし。

　　④ 貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損に備えるため、個々の債権ごとに回収不能見込額を見積もり、
　　　計上している。

　(3) 消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。
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　　　当年度に、一般会計から受けた出資の額は、５４，５３３，７８１円である。

２．予定キャッシュ・フロー計算書等関連

　(2) 企業債償還に係る他会計の負担
　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内
　　に償還予定のものも含む。）のうち一般会計等の負担見込額は、２７８，２６０，
　　５６７円である。

３．予定貸借対照表等関連
　(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務
　　　該当事項なし。

　(1) 予定キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　　　予定キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、現金及び預金である。

　(2) 重要な非資金取引
　　　当事業年度に新たに計上した受贈財産はない。なお、ファイナンス・リース
　　取引に係る資産及び負債はない。

４．セグメント情報の開示
　(1) 報告セグメントの概要
　　　かつらぎ町水道事業は、上水道、簡易水道及び花園梁瀬簡易水道の３つの事業
　　を運営しているため、「上水道事業」、「簡易水道事業」及び、「花園梁瀬簡易
　　水道事業」の３つを報告セグメントとしている。
　　　報告セグメントは、かつらぎ町水道事業の構成単位のうち分離された財務情報
　　が入手可能であり、予算の策定及び業績を評価するために、定期的に議会に報告
　　される対象となっているものである。
　　　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。

　
　(3) 保証債務
　　　該当事項なし。

　(4) 重要な係争事件に係る損害賠償債務
　　　該当事項なし。

　(5) 引当金の取崩し
　　① 賞与引当金の取崩し
　　　当年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金３，０１
　　２，０００円を取り崩す。

　　② 法定福利費引当金の取崩し
　　　当年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴い発生する法定福利費を支
　　給するため、法定福利費引当金６４３，０００円を取り崩す。

　　③ 貸倒引当金の取崩し
　　　当年度において、債権を不納欠損するため、貸倒引当金１，６７５，９９０円
　　を取り崩す。

　(6) 出資金
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５,２１２

　その他の項目

　　支払利息 ５,１５３ ５,０５７

　　固定資産の増加額 ２６４,０１７ １９,３０４

０ ０ ０

　　減価償却費 １１３,６９２ ６２,２０５ ３,０９１
　　受取利息 ４０８ ２２ ０

１７４
１,９５６ ０ ０
３,３４８ ０ ０

　　他会計繰入金 ４１８ １１,０７６ ４７

　セグメント資産 ３,４３３,６６３ １,７６９,４５５ ６８,８４９
　セグメント負債 １,３２１,５６０ １,３９４,１２１ ４８,３１７

１７４
　　特別利益

　(2) 報告セグメントごとの営業収益等の予定額
　　当年度（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

（消費税抜き、単位：千円）
項　　目 上水道事業 簡易水道事業 花園梁瀬簡易水道事業

事業区分 事　業　の　内　容

上水道事業

かつらぎ町大字高田、移、背ノ山、窪、萩原、笠田中、笠
田東、佐野、広浦、大谷、蛭子、大薮、柏木、丁ノ町、新
田、妙寺、西飯降、中飯降、大畑(字犬ノ鼻)、短野(広
野)、宮本、星山、東谷、平、橋本市高野口町竹尾のうち水
道法(昭和32年法律第177号)第6条第1項の規定に基づく事業
認可を受けた区域(以下「認可区域」という。)、給水可能
な区域において水道水、飲料水を供給する業務

花園梁瀬
簡易水道事業

かつらぎ町大字花園梁瀬の認可区域において水道水を供給
する業務

簡易水道事業

かつらぎ町大字広口、滝、萩原、笠田中、西渋田、島、東
渋田、平沼田、寺尾、兄井、三谷、山崎、教良寺、御所、
星川、上天野、下天野、新城のうち認可区域において水道
水を供給する業務

　営業損益 △ ２１,７４９ △ ５１,５６７ △ １,８４６

　経常損益 １０,３０１

　営業収益 ２２０,４０７ ４９,３３２ ２,７１９
　営業費用 ２４２,１５６ １００,８９９ ４,５６５

　営業外収益
　営業外費用
　附帯事業収益
　附帯事業費用

３８,６２６

△ ８５４

６１,８４０ １,１６６
５,１８４ ５,０６１

３

　　特別損失 １５ ０ ０
　　　うち減損損失 ０ ０ ０
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　営業外費用 １０,４１９
　附帯事業収益 １,９５６
　附帯事業費用 ３,３４８

４３０

　セグメント資産 ５,２７１,９６７

　セグメント負債 ２,７６３,９９８

　その他の項目

１７８,９８８
　　受取利息

　　当年度において、減損の兆候を認識した資産はない。

０
　　特別損失 １５

　営業外収益 １０１,６３２

５．減損損失

項　　目 合　　計
　営業収益 ２７２,４５８
　営業費用 ３４７,６２０
　営業損益 △ ７５,１６２

　経常損益 １４,６５９

　　他会計繰入金 １１,５４１
　　減価償却費

６．リース契約により使用する固定資産

　　　該当事項なし。

　　　地方公営企業法施行規則第５５条第２項の規定を適用し、所有権移転外ファイナ
　　ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行
　　っている。

　(2) 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース料総額が３００万円以上分）
　　　該当事項なし。

　(1) リース会計に係る特例措置

　(3) 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース料総額が３００万円未満分）

　　　該当事項なし。

　　　該当事項なし。

　(4) 所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　平成２６年３月３１日以前に引当てられたものについては、従前の例により取
　　り崩すことができる経過措置を適用する。

８．その他の注記
　(1) 従前の修繕引当金の取扱い

７．重要な後発事象による注記

　・地方公営企業の主要な業務の改廃
　・国又は他の会計からの財源措置の重大な変更
　・震災、火災、出水等による重大な損害の発生

　　当該事業年度末日の翌日以降において、翌事業年度以降の財産、損益又はキャッ
　シュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす次に示すような後発事象は発生していな
　い。

　　　うち減損損失 ０
　　固定資産の増加額 ２８３,３２４

　(5) オペレーティング・リース取引

　　支払利息 １０,３８４
　　特別利益
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（単位：円）

資　産　の　部

１ 固定資産

(1)有形固定資産

イ 土　地 351,087,832

ロ 建　物 380,473,177

減価償却累計額 △191,813,700 188,659,477

ハ 構　築　物 6,864,853,096

減価償却累計額 △3,508,545,663 3,356,307,433

ニ 機械及び装置 1,439,826,585

減価償却累計額 △1,062,842,342 376,984,243

ホ 車両及び運搬具 20,178,144

減価償却累計額 △10,187,537 9,990,607

ヘ 工具器具及び備品 33,591,505

減価償却累計額 △23,920,323 9,671,182

ト リース資産 0

減価償却累計額 0 0

チ 建設仮勘定 393,626,400

有形固定資産合計 4,686,327,174

(2)無形固定資産

イ リース資産 0

ロ ソフトウェア 659,200

無形固定資産合計 659,200

固定資産合計 4,686,986,374

２ 流動資産

(1)現金預金 696,516,275

(2)未収金 78,593,429

貸倒引当金 △3,077,484 75,515,945

(3)貯蔵品 17,568,194

(4)前払金 0

流動資産合計 789,600,414

資　産　合　計 5,476,586,788

負　債　の　部

３ 固定負債

(1)引当金

イ 修繕引当金 9,610,336

ロ 退職給付引当金 0

引当金合計 9,610,336

(2)企業債 1,274,671,243

(3)リース債務 0

固定負債合計 1,284,281,579

令和７年度　かつらぎ町水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）
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４ 流動負債

(1)一時借入金 0

(2)企業債 71,545,269

(3)リース債務 0

(4)未払金 18,274,914

(5)前受金 300,000

(6)引当金 7,599,000

流動負債合計 97,719,183

５ 繰延収益

(1)長期前受金

イ 受贈財産評価額 2,009,188,343

収益化累計額 △1,103,700,540 905,487,803

ロ 工事負担金 957,706,447

収益化累計額 △653,851,214 303,855,233

ハ 施設分担金 62,089,768

収益化累計額 △41,727,617 20,362,151

ニ 国庫補助金 264,244,681

収益化累計額 △164,519,572 99,725,109

ホ 県補助金 132,010,123

収益化累計額 △111,485,615 20,524,508

ヘ 他会計補助金 168,780,069

収益化累計額 △85,389,351 83,390,718

ト 企業債元金償還繰入金 168,385,147

収益化累計額 △113,050,739 55,334,408

チ 補償金長期前受金 64,065,131

収益化累計額 △5,396,716 58,668,415

長期前受金合計 1,547,348,345

繰延収益合計 1,547,348,345

負　債　合　計 2,929,349,107

資　本　の　部

６ 資本金 2,253,632,003

７ 剰余金

(1)資本剰余金

イ 受贈財産評価額 3,978,036

ロ 工事負担金 0

ハ 施設分担金 0

ニ 工事補助金 0

ホ 工事繰入金 0

資本剰余金合計 3,978,036
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(2)利益剰余金

イ 減債積立金 264,000,000

ロ 建設改良積立金 △10,000,000

ハ 当年度未処分利益剰余金 35,627,642

利益剰余金合計 289,627,642

剰余金合計 293,605,678

資　本　合　計 2,547,237,681

負　債　資　本　合　計 5,476,586,788
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　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。

　(4) 会計処理の基準又は手続の変更
　　　該当事項なし。

　　④ 貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損に備えるため、個々の債権ごとに回収不能見込額を見積もり、
　　　計上している。

　(3) 消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

　　② 賞与引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込
　　　額に基づき当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上し
　　　ている。

　　③ 法定福利費引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に伴い発生する法定福利費の支給に備える
　　　ため、当年度末における支給見込額に基づき当年度の負担に属する額（１２月か
　　　ら３月までの４か月分）を計上している。

　(2) 引当金の計上基準
　　① 退職給付引当金
　　　　和歌山県市町村総合事務組合に加入し費用負担しており、退職金と費用負担金
　　　に差が生じた場合の特別負担金は、「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書
　　　」に基づき一般会計が支出するため、計上していない。

　　　　　自己所有の固定資産の適用する減価償却方法と同一の方法による。
　　　　　償却の開始時期は、固定資産に編入した翌年度からとする。

　　　　　ソフトウエア　　　　　５年

　　　　　建物　　　　　　　　１３～５０年
　　　　　構築物　　　　　　　３８～６０年
　　　　　機械及び装置　　　　　８～２０年
　　　　　車両運搬具　　　　　　４～　５年
　　　　　工具、器具及び備品　　５～　８年

　　　償却の開始時期は、固定資産に編入した翌年度からとする。
　　　・主な耐用年数

　　③ リース資産
　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

令和７年度かつらぎ町水道事業会計書類に関する注記事項

１．重要な会計方針
　(1) 固定資産の減価償却の方法
　　① 有形固定資産（リース資産を除く）
　　　減価償却の方法　　定額法による。ただし、取替資産については取替法による。
　　　償却の開始時期は、固定資産を取得した年度の翌年度からとする。
　　　・主な耐用年数

　　② 無形固定資産（リース資産を除く）
　　　減価償却の方法　　定額法による。
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　　　当年度に、一般会計から受ける出資の額は、８６，８４７，９６４円である。

４．セグメント情報の開示
　(1) 報告セグメントの概要
　　　かつらぎ町水道事業は、上水道、簡易水道及び花園梁瀬簡易水道の３つの事業
　　を運営しているため、「上水道事業」、「簡易水道事業」及び、「花園梁瀬簡易
　　水道事業」の３つを報告セグメントとしている。
　　　報告セグメントは、かつらぎ町水道事業の構成単位のうち分離された財務情報
　　が入手可能であり、予算の策定及び業績を評価するために、定期的に議会に報告
　　される対象となっているものである。
　　　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。

　
　(3) 保証債務
　　　該当事項なし。

　(4) 重要な係争事件に係る損害賠償債務
　　　該当事項なし。

　(5) 引当金の取崩し
　　① 賞与引当金の取崩し
　　　当年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金３，１３
　　８，０００円を取り崩す。

　　② 法定福利費引当金の取崩し
　　　当年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴い発生する法定福利費を支
　　給するため、法定福利費引当金６８７，０００円を取り崩す。

　　③ 貸倒引当金の取崩し
　　　当年度において、債権を不納欠損するため、貸倒引当金１，０７２，９５０円
　　を取り崩す。

　(6) 出資金

　(2) 企業債償還に係る他会計の負担
　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内
　　に償還予定のものも含む。）のうち一般会計等の負担見込額は、２６６，２７９，
　　８９８円である。

３．予定貸借対照表等関連
　(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務
　　　該当事項なし。

　(1) 予定キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　　　予定キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、現金及び預金である。

　(2) 重要な非資金取引
　　　当事業年度に新たに計上した受贈財産はない。なお、ファイナンス・リース
　　取引に係る資産及び負債はない。

２．予定キャッシュ・フロー計算書等関連
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４

　　特別損失 ９３０ ３６４ ２
　　　うち減損損失 ０ ０ ０

　営業損益 △ ５５,６７０ △ ６９,８１１ △ ２,９０３

　経常損益 △ ２６,６３６

　営業収益 ２１９,９７１ ４９,１６０ ２,８２１
　営業費用 ２７５,６４１ １１８,９７１ ５,７２４

　営業外収益
　営業外費用
　附帯事業収益
　附帯事業費用

３９,０２０

△ １,８６４

５９,４９３ １,２０３
６,９９０ ５,５７８

　(2) 報告セグメントごとの営業収益等の予定額
　　当年度（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（消費税抜き、単位：千円）
項　　目 上水道事業 簡易水道事業 花園梁瀬簡易水道事業

事業区分 事　業　の　内　容

上水道事業

かつらぎ町大字高田、移、背ノ山、窪、萩原、笠田中、笠
田東、佐野、広浦、大谷、蛭子、大薮、柏木、丁ノ町、新
田、妙寺、西飯降、中飯降、大畑(字犬ノ鼻)、短野(広
野)、宮本、山崎、東谷、平、橋本市高野口町竹尾のうち水
道法(昭和32年法律第177号)第6条第1項の規定に基づく事業
認可を受けた区域(以下「認可区域」という。)、給水可能
な区域において水道水、飲料水を供給する業務

花園梁瀬
簡易水道事業

かつらぎ町大字花園梁瀬の認可区域において水道水を供給
する業務

簡易水道事業

かつらぎ町大字広口、滝、萩原、笠田中、西渋田、島、東
渋田、平沼田、寺尾、兄井、三谷、山崎、教良寺、御所、
星川、上天野、下天野、星山、新城のうち認可区域におい
て水道水を供給する業務

１６４
２,１６５ ０ ０
５,１６１ ０ ０

　　他会計繰入金 ５３４ １１,９８６ ９０

　セグメント資産 ３,６１４,０９９ １,７９７,４０１ ６５,０８７
　セグメント負債 １,４５２,００５ １,４３１,６８５ ４５,６５９

１６３
　　特別利益 １

　　減価償却費 １０７,６７９ ６１,８０８ ３,０３５
　　受取利息 ７５４ ４１ ０

△ １５,８９６

　その他の項目

　　支払利息 ６,９４０ ５,５５３

　　固定資産の増加額 ３７６,０３８ １７,５８４

２１ １
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　　　うち減損損失 ０
　　固定資産の増加額 ３９３,６２６

　(5) オペレーティング・リース取引

　　支払利息 １２,６５６
　　特別利益

　　　平成２６年３月３１日以前に引当てられたものについては、従前の例により取
　　り崩すことができる経過措置を適用する。

８．その他の注記
　(1) 従前の修繕引当金の取扱い

７．重要な後発事象による注記

　・地方公営企業の主要な業務の改廃
　・国又は他の会計からの財源措置の重大な変更
　・震災、火災、出水等による重大な損害の発生

　　当該事業年度末日の翌日以降において、翌事業年度以降の財産、損益又はキャッ
　シュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす次に示すような後発事象は発生していな
　い。

　　　該当事項なし。

　　　該当事項なし。

　(4) 所有権移転外ファイナンス・リース取引

　(3) 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース料総額が３００万円未満分）

６．リース契約により使用する固定資産

　　　該当事項なし。

　　　地方公営企業法施行規則第５５条第２項の規定を適用し、所有権移転外ファイナ
　　ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行
　　っている。

　(2) 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース料総額が３００万円以上分）
　　　該当事項なし。

５．減損損失

項　　目 合　　計
　営業収益 ２７１,９５２
　営業費用 ４００,３３６
　営業損益 △ １２８,３８４

　経常損益 △ ４４,３９６

　　他会計繰入金 １２,６１０
　　減価償却費

　営業外収益 ９９,７１６
　営業外費用 １２,７３２
　附帯事業収益 ２,１６５
　附帯事業費用 ５,１６１

７９５

　セグメント資産 ５,４７６,５８７

　セグメント負債 ２,９２９,３４９

　その他の項目

１７２,５２２
　　受取利息

２３
　　特別損失 １,２９６

　　当年度において、減損の兆候を認識した資産はない。

　(1) リース会計に係る特例措置
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議案第 ６４ 号

（総則）

第１条　令和７年度かつらぎ町下水道事業会計の予算は、次に定めるとこ

　ろによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）接続戸数 戸

（２）年間有収水量 ㎥

（３）一日平均有収水量 ㎥

（４）主要な建設改良事業

     　 管渠整備事業 千円

      　流域下水道事業（負担金） 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　入

第１款　下水道事業収益 千円

第１項　営業収益 千円

第２項　営業外収益 千円

第３項　特別利益 千円

支　出

第１款　下水道事業費用 千円

第１項　営業費用 千円

第２項　営業外費用 千円

第３項　特別損失 千円

第４項　予備費 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収

　入額が資本的支出額に対し不足する額９３，１４８千円は、当年度分

　損益勘定留保資金８９，７９９千円、当年度分消費税及び地方消費税

　資本的収支調整額３，３４９千円で補填するものとする。）。

収　入

第１款　資本的収入 千円

第１項　負担金 千円

第２項　補助金 千円

第３項　他会計補助金 千円

第４項　他会計出資金 千円

第５項　企業債 千円

４５９,００９

４２１,７５６

２０２,４４７

３７,００３

５０

３１,５９６

１６２,３００

１,５００

令和７年度かつらぎ町下水道事業会計予算

２,１００

７７０,０００

２,１１０

１１,４６９

２３,７８５

４３４,３０５

１６７,９４８

２００

２６６,３５６

１

２,４００

４,６００
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第７項　基金 千円

支　出

第１款　資本的支出 千円

第１項　建設改良費 千円

第２項　企業債償還金 千円

第４項　基金積立金 千円

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次の

　とおりと定める。

（単位：千円）

 6.0％以内（ただ  借入先の融資条件

 し、利率見直し方  による。ただし、

 式で借り入れる場  企業財政その他の

 合は、利率見直し  都合により繰上償

 を行った後におい  還又は、低利に借

 ては、当該見直し  り換えることがで

 後の利率）  きる。

（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次

　のとおりと定める。

（１）下水道事業費用のうち営業費用、営業外費用、特別損失の各項の

　　　間の流用

（２）資本的支出における各項の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費

　の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその金額に流用する場合は、議

　会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費 千円２９,６８４

３６,８６９

２５８,６７５

２９５,５９５

５１

５１

起債の目的 起債の方法 利　率 償還の方法限度額

公共下水道
事業

証書借入4,600

〃

資本費平準
化債

124,900 〃 〃 〃

流域下水道
事業

20,500 〃 〃

特別措置分 12,300 〃 〃 〃
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（他会計からの補助金）

第９条　雨水処理費、減価償却費及び企業債償還等に充当するため一般会

　計からこの会計へ補助を受ける金額は、１６１，６１８千円である。

　　令和７年２月２７日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　かつらぎ町長　中　阪　雅　則
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　収益的収入及び支出

（収　入）

（単位：千円）

予　定　額

１ 下水道事業収益 434,305

１ 営業収益 167,948

１ 下水道使用料 126,454  

２ 雨水処理負担金 40,928  

４ その他営業収益 566  

２ 営業外収益 266,356

１ 受取利息及び配当金 1  

２ 他会計補助金 116,090  

３ 補助金 6,151  

４ 長期前受金戻入 143,878  

７ 雑収益 236  

３ 特別利益 1

２ 過年度損益修正益 1  

（支　出）

（単位：千円）

予　定　額

１ 下水道事業費用 459,009

１ 営業費用 421,756

１ 管渠費 27,855  

２ 総係費 39,402  

３ 流域下水道維持管理負 92,971  

担金

４ 減価償却費 261,528  

２ 営業外費用 37,003

１ 支払利息及び企業債取 30,118  

扱諸費

２ 消費税及び地方消費税 1,892  

３ 雑支出 4,993  

３ 特別損失 50

３ 過年度損益修正損 50  

４ 予備費 200

１ 予備費 200  

　資本的収入及び支出

（収　入）

令和７年度かつらぎ町下水道事業会計予算実施計画

款 項 目 備　　　考

款 項 目 備　　　考
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（単位：千円）

予　定　額

１ 資本的収入 202,447

１ 負担金 2,400

１ 受益者負担金 2,400  

２ 補助金 1,500

１ 国庫補助金 1,500  

３ 他会計補助金 4,600

１ 他会計補助金 4,600  

４ 他会計出資金 31,596

１ 他会計出資金 31,596  

５ 企業債 162,300

１ 建設改良費等企業債 162,300  

７ 基金 51

１ 基金繰入金 51  

（支　出）

（単位：千円）

予　定　額

１ 資本的支出 295,595

１ 建設改良費 36,869

１ 公共下水道整備事業費 11,469  

２ 流域下水道事業負担金 23,785  

３ 固定資産購入費 1,615  

２ 企業債償還金 258,675

１ 企業債償還金 258,675  

４ 基金積立金 51

１ 基金積立金 51  

款 項 目 備　　　考

款 項 目 備　　　考
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（単位：千円）

１． 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は損失） △27,278

減価償却費 261,528

固定資産除却費 0

固定資産売却損 0

減損損失 0

退職給付引当金の増加・減少額（△） 0

賞与引当金の増加・減少額（△） 1,700

法定福利費引当金の増加・減少額（△） 359

修繕引当金の増加・減少額（△） 0

貸倒引当金の増加・減少額（△） 0

長期前受金戻入額 △143,878

未収金の増加（△）・減少額 △125

未払金の増加・減少額（△） 52

前受金の増加・減少額（△） 0

前払金の増加（△）・減少額 0

たな卸資産の増加（△）・減少額 0

受取利息及び配当金 △1

支払利息及び企業債取扱諸費 30,118

その他流動資産の増加（△）・減少額 0

その他流動負債の増加・減少額（△） 0

固定資産売却益（△）投資活動へ 0

業務活動によるキャッシュ・フロー 122,475

２． 投資活動によるキャッシュ・フロー

補助金、負担金等による収入 7,727

固定資産の売却による収入 0

基金による収入 51

その他投資活動による収入 0

利息及び配当金の受取額 1

固定資産の取得による支出 △33,520

基金積立金による支出 △51

資産及び負債の増減（投資活動） 0

一般会計又は特別会計からの繰入金による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △25,792

３． 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 0

一時借入金の返済による支出 0

建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 162,300

建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △258,675

その他の企業債による収入 0

その他の企業債の償還による支出 0

建設改良等の財源に充てるための他会計借入金による収入 0

建設改良等の財源に充てるための他会計借入金の返済による支出 0

その他の他会計借入金による収入 0

その他の他会計借入金の返済による支出 0

リース債務の返済による支出 0

他会計からの出資による収入 31,596

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △30,118

財務活動によるキャッシュ・フロー △94,897

資金増減額 1,786

令和７年度　かつらぎ町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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資金期首残高 21,916

資金期末残高 23,702
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（単位：円）

１ 営業収益

(1) 下水道使用料 111,145,000

(2) 雨水処理負担金 26,989,000

(3) その他の営業収益 66,000 138,200,000

２ 営業費用

(1) 管渠費 21,334,000

(2) 総係費 36,338,000

(3) 流域下水道維持管理負担金 85,396,000

(4) 減価償却費 263,232,000

(5) 資産減耗費 8,700,000 415,000,000

営業損失 276,800,000

３ 営業外収益

(1) 受取利息及び配当金 1,000

(2) 他会計補助金 162,596,000

(3) 補助金 600,000

(4) 長期前受金戻入 145,225,000

(5) 雑　収　益 245,000 308,667,000

４ 営業外費用

(1) 支払利息 32,132,000

(2) 雑 支 出 6,552,000

(3) 他会計繰出金 26,448,000 65,132,000 243,535,000

経常損失 33,265,000

５ 特別利益

(1) 過年度損益修正益 1,000

(2) その他特別利益 0 1,000

６ 特別損失

(1) 過年度損益修正損 46,000

(2) その他特別損失 0 46,000 △45,000

当年度純損失 33,310,000

前年度繰越利益剰余金 0

その他未処分利益剰余金変動額 0

当年度未処理欠損金 33,310,000

令和６年度　かつらぎ町下水道事業予定損益計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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（単位：円）

資　産　の　部

１ 固定資産

(1)有形固定資産

イ.土　地 66,447,050

ロ.建　物 63,023,779

減価償却累計額 △11,231,030 51,792,749

ハ.構　築　物 6,974,322,705

減価償却累計額 △1,189,247,966 5,785,074,739

ニ.機械及び装置 97,640,236

減価償却累計額 △55,284,241 42,355,995

ホ.車両及び運搬具 21,456,120

減価償却累計額 △19,233,720 2,222,400

ヘ.工具器具及び備品 1,398,714

減価償却累計額 △1,026,374 372,340

ト.建設仮勘定 0

有形固定資産合計 5,948,265,273

(2)無形固定資産

イ.ソフトウェア 1,940,001

ロ.地上権 867,950

ハ.施設利用権 972,759,891

無形固定資産合計 975,567,842

固定資産合計 6,923,833,115

２ 流動資産

(1)現金預金 21,915,461

(2)未収金 4,146,289

貸倒引当金 △151,000 3,995,289

流動資産合計 25,910,750

資　産　合　計 6,949,743,865

負　債　の　部

３ 固定負債

(1)企業債 2,270,926,484

固定負債合計 2,270,926,484

令和６年度　かつらぎ町下水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）
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４ 流動負債

(1)企業債 258,674,044

(2)未払金 2,065,101

(3)引当金 4,737,000

流動負債合計 265,476,145

５ 繰延収益

(1)長期前受金

イ.受贈財産評価額 102,162,021

収益化累計額 △16,040,363 86,121,658

ロ.工事負担金 201,464,465

収益化累計額 △24,950,598 176,513,867

収益化累計額 △5,116,000 △5,116,000

ハ.国庫補助金 2,985,798,945

収益化累計額 △563,965,658 2,421,833,287

ニ.県補助金 75,910,001

収益化累計額 △12,391,918 63,518,083

ホ.他会計補助金 1,407,896,016

収益化累計額 △242,530,071 1,165,365,945

長期前受金合計 3,908,236,840

繰延収益合計 3,908,236,840

負　債　合　計 6,444,639,469

資　本　の　部

６ 資本金 483,630,435

７ 剰余金

(1)資本剰余金

イ.受贈財産評価額 10,599,870

ロ.国補助金 2,967,539

ハ.他会計補助金 41,216,552

資本剰余金合計 54,783,961
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(2)利益剰余金

イ.当年度未処理欠損金 33,310,000

利益剰余金合計 △33,310,000

剰余金合計 21,473,961

資　本　合　計 505,104,396

負　債　資　本　合　計 6,949,743,865
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　　　　債権の不納欠損に備えるため、債権毎の回収不能見込額を計上している。
　　　　なお、回収不能見込み額は、不納欠損処理していない債権のうち、４年経過し
　　　た債権を貸倒処理額とみなして算出している。

　(3) 消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度における支給見込額
　　　に基づき当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上して
　　　いる。

　　③ 法定福利費引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に伴い発生する法定福利費の支給に備える
　　　ため、当年度末における支給見込額に基づき当年度の負担に属する額（１２月か
　　　ら３月までの４か月分）を計上している。

　　④ 貸倒引当金

　(2) 引当金の計上基準
　　① 退職給付引当金
　　　　和歌山県市町村総合事務組合に加入し費用負担しており、退職金と費用負担金
　　　に差が生じた場合の特別負担金は、一般会計側との覚書に基づき一般会計が支出
　　　するため、計上していない。

　　② 賞与引当金

　　③ リース資産
　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　自己所有の固定資産の適用する減価償却方法と同一の方法による。
　　　　　償却の開始時期は、固定資産に編入した翌年度からとする。
　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。

　　　減価償却の方法　　定額法による。
　　　償却の開始時期は、固定資産に編入した翌年度からとする。
　　　・主な耐用年数
　　　　　ソフトウエア　　　　　　　　５年
　　　　　地上権　　　　　　　　　　３０年
　　　　　施設利用権　　　　　　８～４５年

　　　　　構築物　　　　　　　　　　５０年
　　　　　機械及び装置　　　　　７～１５年
　　　　　車両運搬具　　　　　　４～　７年
　　　　　工具、器具及び備品　　３～１５年

　　② 無形固定資産（リース資産を除く）

　　　償却の開始時期は、固定資産を取得した年度の翌年度からとする。
　　　・主な耐用年数
　　　　　建物　　　　　　　　１５～５０年

令和６年度かつらぎ町下水道事業会計書類に関する注記事項

１．重要な会計方針
　(1) 固定資産の減価償却の方法
　　① 有形固定資産（リース資産を除く）
　　　減価償却の方法　　定額法による。
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６．リース契約により使用する固定資産
　(1) リース会計に係る特例措置
　　　地方公営企業法施行規則第５５条第２項の規定を適用し、所有権移転外ファイナ
　　ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行
　　うものとする。

５．減損損失
　　当年度において、減損の兆候を認識した資産はない。

４．セグメント情報の開示
　　セグメントが下水道事業の単一セグメントのため、記載を省略している。

　　② 法定福利費引当金の取崩し
　　　当年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴い発生する法定福利費を支
　　給するため、法定福利費引当金４９８，０００円を取り崩す。

　　③ 貸倒引当金の取崩し
　　　当年度において、債権を不納欠損するため、貸倒引当金１５１，０００円を取
　　り崩す。

　(6) 出資金
　　　当年度に、一般会計から受けた出資の額は、２９，６４５，１２４円である。

　(4) 重要な係争事件に係る損害賠償債務
　　　該当事項なし。

　(5) 引当金の取崩し
　　① 賞与引当金の取崩し
　　　当年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金２，２８
　　１，０００円を取り崩す。

　(2) 企業債償還に係る他会計の負担
　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内
　　に償還予定のものも含む。）のうち一般会計等の負担見込額は、６９３，８５８，
　　５５９円である。
　
　(3) 保証債務
　　　該当事項なし。

　　　当事業年度に新たに計上した受贈財産及びファイナンス・リース取引に係る資産
　　及び負債はない。

３．予定貸借対照表等関連
　(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務
　　　該当事項なし。

２．予定キャッシュ・フロー計算書等関連
　(1) 予定キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　　　予定キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、現金及び預金である。

　(2) 重要な非資金取引

　　　該当事項なし。
　(4) 会計処理の基準又は手続の変更
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８．その他の注記
　　　該当事項なし。

　・地方公営企業の主要な業務の改廃
　・国又は他の会計からの財源措置の重大な変更
　・震災、火災、出水等による重大な損害の発生

７．重要な後発事象による注記
　　当該事業年度末日の翌日以降において、翌事業年度以降の財産、損益又はキャッ
　シュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす次に示すような後発事象は発生していな
　い。
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（単位：円）

資　産　の　部

１ 固定資産

(1)有形固定資産

イ.土　地 66,447,050

ロ.建　物 63,023,779

減価償却累計額 △13,103,030 49,920,749

ハ.構　築　物 6,984,750,705

減価償却累計額 △1,390,170,966 5,594,579,739

ニ.機械及び装置 99,109,236

減価償却累計額 △63,352,241 35,756,995

ホ.車両及び運搬具 21,456,120

減価償却累計額 △20,384,720 1,071,400

ヘ.工具器具及び備品 1,398,714

減価償却累計額 △1,135,374 263,340

ト.建設仮勘定 0

有形固定資産合計 5,748,039,273

(2)無形固定資産

イ.ソフトウェア 1

ロ.地上権 795,950

ハ.施設利用権 946,989,891

無形固定資産合計 947,785,842

固定資産合計 6,695,825,115

２ 流動資産

(1)現金預金 23,701,461

(2)未収金 4,271,289

貸倒引当金 △151,000 4,120,289

流動資産合計 27,821,750

資　産　合　計 6,723,646,865

負　債　の　部

３ 固定負債

(1)企業債 2,188,422,484

固定負債合計 2,188,422,484

令和７年度　かつらぎ町下水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）
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４ 流動負債

(1)企業債 244,803,044

(2)未払金 2,117,101

(3)引当金 6,796,000

流動負債合計 253,716,145

５ 繰延収益

(1)長期前受金

イ.受贈財産評価額 102,162,021

収益化累計額 △18,558,363 83,603,658

ロ.工事負担金 203,646,465

収益化累計額 △24,950,598 178,695,867

収益化累計額 △10,254,000 △10,254,000

ハ.国庫補助金 2,987,162,945

収益化累計額 △657,416,658 2,329,746,287

ニ.県補助金 75,910,001

収益化累計額 △14,433,918 61,476,083

ホ.他会計補助金 1,412,077,016

収益化累計額 △283,259,071 1,128,817,945

長期前受金合計 3,772,085,840

繰延収益合計 3,772,085,840

負　債　合　計 6,214,224,469

資　本　の　部

６ 資本金 515,226,372

７ 剰余金

(1)資本剰余金

イ.受贈財産評価額 10,599,870

ロ.国補助金 2,967,539

ハ.他会計補助金 7,906,552

資本剰余金合計 21,473,961

(2)利益剰余金

イ.当年度未処理欠損金 27,277,937

利益剰余金合計 △27,277,937

剰余金合計 △5,803,976

資　本　合　計 509,422,396

負　債　資　本　合　計 6,723,646,865
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令和７年度かつらぎ町下水道事業会計書類に関する注記事項

１．重要な会計方針
　(1) 固定資産の減価償却の方法
　　① 有形固定資産（リース資産を除く）
　　　減価償却の方法　　定額法による。
　　　償却の開始時期は、固定資産を取得した年度の翌年度からとする。
　　　・主な耐用年数

　　② 無形固定資産（リース資産を除く）
　　　減価償却の方法　　定額法による。
　　　償却の開始時期は、固定資産に編入した翌年度からとする。

　　　　　建物　　　　　　　　１５～５０年
　　　　　構築物　　　　　　　　　　５０年
　　　　　機械及び装置　　　　　７～１５年
　　　　　車両運搬具　　　　　　４～　７年
　　　　　工具、器具及び備品　　３～１５年

　　　　　施設利用権　　　　　　８～４５年

　　② 賞与引当金

　　　・主な耐用年数

　　③ リース資産
　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　自己所有の固定資産の適用する減価償却方法と同一の方法による。
　　　　　償却の開始時期は、固定資産に編入した翌年度からとする。

　　　　　ソフトウエア　　　　　　　　５年

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。

　　　　　地上権　　　　　　　　　　３０年

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度における支給見込額
　　　に基づき当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上して
　　　いる。

　　③ 法定福利費引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に伴い発生する法定福利費の支給に備える
　　　ため、当年度末における支給見込額に基づき当年度の負担に属する額（１２月か
　　　ら３月までの４か月分）を計上している。

　(2) 引当金の計上基準
　　① 退職給付引当金
　　　　和歌山県市町村総合事務組合に加入し費用負担しており、退職金と費用負担金
　　　に差が生じた場合の特別負担金は、一般会計側との覚書に基づき一般会計が支出
　　　するため、計上していない。

　　④ 貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損に備えるため、債権毎の回収不能見込額を計上している。
　　　　なお、回収不能見込み額は、不納欠損処理していない債権のうち、４年経過し
　　　た債権を貸倒処理額とみなして算出している。

　(3) 消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。
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　(4) 会計処理の基準又は手続の変更

２．予定キャッシュ・フロー計算書等関連

　　　該当事項なし。

　(2) 企業債償還に係る他会計の負担
　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内
　　に償還予定のものも含む。）のうち一般会計等の負担見込額は、６２９，０８０，
　　８１２円である。

３．予定貸借対照表等関連
　(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務
　　　該当事項なし。

　(1) 予定キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　　　予定キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、現金及び預金である。

　(2) 重要な非資金取引
　　　当事業年度に新たに計上した受贈財産及びファイナンス・リース取引に係る資産
　　及び負債はない。

４．セグメント情報の開示
　　セグメントが下水道事業の単一セグメントのため、記載を省略している。

　
　(3) 保証債務
　　　該当事項なし。

　(4) 重要な係争事件に係る損害賠償債務
　　　該当事項なし。

　(5) 引当金の取崩し
　　① 賞与引当金の取崩し
　　　当年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金１，６１
    ６，０００円を取り崩す。

　　② 法定福利費引当金の取崩し
　　　当年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴い発生する法定福利費を支
　　給するため、法定福利費引当金３４２，０００円を取り崩す。

　　③ 貸倒引当金の取崩し
　　　当年度において、債権を不納欠損するため、貸倒引当金６７，０００円を取り
　　崩す。

　(6) 出資金
　　　当年度に、一般会計から受けた出資の額は、３１，５９５，０８８円である。

５．減損損失
　　当年度において、減損の兆候を認識した資産はない。

６．リース契約により使用する固定資産
　(1) リース会計に係る特例措置
　　　地方公営企業法施行規則第５５条第２項の規定を適用し、所有権移転外ファイナ
　　ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行
　　うものとする。
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８．その他の注記

７．重要な後発事象による注記
　　当該事業年度末日の翌日以降において、翌事業年度以降の財産、損益又はキャッ
　シュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす次に示すような後発事象は発生していな
　い。
　・地方公営企業の主要な業務の改廃
　・国又は他の会計からの財源措置の重大な変更
　・震災、火災、出水等による重大な損害の発生

　　該当事項なし。
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